


































































































































































 
パピヨンプラザ  

特定資産の概要  

特定資産の種類 不動産信託受益権 

取得年月日 平成16年８月９日 

  信託設定日 平成16年８月９日 

  信託受託者 三井住友信託銀行株式会社 

  信託期間満了日 平成36年12月31日 

取得価格 4,810百万円 

  土地価格（構成割合） 3,990百万円（83.0％） 

  建物価格（構成割合） 819百万円（17.0％） 

期末算定価額 5,440百万円 

  価格時点 平成29年12月31日 

  直接還元法 5,450百万円 

  （還元利回り） 4.9（％） 

  ＤＣＦ法 5,420百万円 

  （割引率） 4.6（％） 

  （最終還元利回り） 5.0（％） 

土地 

立地条件 ＪＲ博多駅より北約１ｋｍの位置にあります。 

所在地（住居表示） 福岡県福岡市博多区千代一丁目２番７号 他 

面積 44,458.71㎡ 

用途地域 第二種住居地域、商業地域（注１） 

所有・それ以外の別 所有権 

建物 

構造と階数 鉄骨造スレート葺平家建他（注２） 

建築時期 平成５年11月29日 

延床面積 17,037.66㎡（13棟合計）（注２） 

種類   店舗・事務所・倉庫 

所有・それ以外の別 所有権 

主要なテナント 大和情報サービス株式会社 

担保設定の有無 なし 

特記事項 

・本土地の一部（貸付面積：1,400㎡）に関し、福岡市との間で土地使用貸借契

約が締結されており、福岡市が公園として無償で使用しています。また、本土

地の一部（1,400㎡）に関し、福岡市との間で、商業等再開発を行うに当たっ

ては福岡市に対して無償で譲渡する旨の覚書を締結しています。 

・本建物は、大規模集客施設であり、都市計画法に定める特定大規模建築物に該

当するところ、本土地の用途地域が商業地域と第二種住居地域で第二種住居地

域が過半となっているため、平成19年11月施行の都市計画法の改正に伴い、建

築基準法上の既存不適格建築物となっています。 

（注１）北側県道（県道607号）との境界線から30ｍまでの区域は商業地域、30ｍを超える区域は第二種住居地域となっています。 

（注２）上記延床面積は本土地に所在する全建物（13棟）の延床面積の合計です。各建物の名称、延床面積及び構造は以下のとおりです。 

①Ｂ棟（延床面積：5,155.8㎡（事務所（管理棟）及び機械室を含みます。）、構造：鉄骨造亜鉛メッキ鋼板葺平家建、軽量鉄骨造亜鉛

メッキ鋼板葺平家建及びコンクリートブロック造亜鉛メッキ鋼板葺平家建）、②Ａ棟（延床面積：4,074.48㎡、構造：鉄骨造亜鉛メッ

キ鋼板葺平家建）、③Ｆ棟（延床面積：808.39㎡、構造：鉄骨造スレート葺平家建）、④Ｇ棟（延床面積：837.68㎡、構造：鉄骨造亜

鉛メッキ鋼板葺平家建）、⑤Ｈ棟（延床面積：142.61㎡、構造：鉄骨造スレート葺平家建）、⑥Ｉ棟（延床面積：283.45㎡、構造：軽

量鉄骨造亜鉛メッキ鋼板葺平家建）、⑦Ｊ棟（延床面積：200.60㎡、構造：鉄骨造亜鉛メッキ鋼板葺平家建）、⑧Ｋ棟（延床面積：

161.65㎡、構造：鉄骨造スレート葺平家建）、⑨Ｌ棟（延床面積：349.41㎡、構造：鉄骨造スレート葺平家建）、⑩Ｍ棟（延床面積：

1,070.92㎡、構造：鉄骨造亜鉛メッキ鋼板葺２階建）、⑪Ｅ棟（延床面積：675.00㎡、構造：鉄骨造亜鉛メッキ鋼板葺平家建）、⑫Ｄ

棟（延床面積：1,367.83㎡、構造：鉄骨造亜鉛メッキ鋼板葺地下１階付２階建）、⑬Ｃ棟（延床面積：1,909.84㎡、構造：鉄骨造亜鉛

メッキ鋼板葺２階建） 
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期末評価額、賃貸借の概況及び損益の状況 

運用 
期間 

期別   第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

  始期 
平成27年 
７月１日 

平成28年 
１月１日 

平成28年 
７月１日 

平成29年 
１月１日 

平成29年 
７月１日 

  終期 
平成27年 
12月31日 

平成28年 
６月30日 

平成28年 
12月31日 

平成29年 
６月30日 

平成29年 
12月31日 

  日数 184日 182日 184日 181日 184日 

  期末算定価額   5,100百万円 5,190百万円 5,260百万円 5,330百万円 5,440百万円 

 
継続 
評価等 

  算定価額－取得価額 290百万円 380百万円 450百万円 520百万円 630百万円 

  対取得価額割合 106.0％ 107.9％ 109.4％ 110.8％ 113.1％ 

  期末評価損益   518百万円 628百万円 719百万円 808百万円 935百万円 

    期末帳簿価額 4,581百万円 4,561百万円 4,540百万円 4,521百万円 4,504百万円 

投資 
比率 

算定価額ベース   1.7％ 1.7％ 1.7％ 1.7％ 1.7％ 

取得価額ベース   1.7％ 1.8％ 1.7％ 1.7％ 1.6％ 

賃貸借 
概況 

期末テナント数   2 2 2 2 2 

期末総賃貸可能面積   17,095.47㎡ 17,095.47㎡ 17,095.47㎡ 17,095.47㎡ 17,095.47㎡ 

期末総賃貸面積   17,095.47㎡ 17,095.47㎡ 17,095.47㎡ 17,095.47㎡ 17,095.47㎡ 

期末入居率   100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

  ①不動産賃貸事業収入合計   222 222 222 222 222 

    賃料 222 222 222 222 222 

    その他収入 0 0 0 0 0 

  ②不動産賃貸事業費用合計   100 97 96 90 90 

    公租公課 32 32 32 32 32 

    外注委託費 37 37 37 37 37 

 
損益等の 
状況 

（百万円） 

  損害保険料 0 0 0 0 0 

  修繕費 6 3 3 0 1 

  減価償却費 21 21 21 18 17 

    その他 1 1 1 1 1 

 
③不動産賃貸事業利益 
（＝①－②） 

  121 125 125 132 132 

 
④賃貸ＮＯＩ 
（＝③＋減価償却費） 

  143 146 146 150 149 

  ⑤資本的支出   3 1 － 0 － 

  ⑥ＮＣＦ（＝④－⑤）   140 145 146 150 149 
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上池台東急ストア  

特定資産の概要  

特定資産の種類 不動産信託受益権 

取得年月日 平成16年８月９日 

  信託設定日 平成16年８月９日 

  信託受託者 三井住友信託銀行株式会社 

  信託期間満了日 平成34年６月30日 

取得価格 1,490百万円 

  土地価格（構成割合） 943百万円（63.3％） 

  建物価格（構成割合） 546百万円（36.7％） 

期末算定価額 1,860百万円 

  価格時点 平成29年12月31日 

  直接還元法 1,860百万円 

  （還元利回り） 4.7（％） 

  ＤＣＦ法 1,850百万円 

  （割引率） 4.4（％） 

  （最終還元利回り） 4.8（％） 

土地 

立地条件 東急池上線洗足池駅より南東約１ｋｍの位置にあります。 

所在地（住居表示） 東京都大田区上池台五丁目23番５号 

面積   2,361.93㎡ 

用途地域 近隣商業地域、準工業地域（注） 

所有・それ以外の別 所有権 

建物 

構造と階数 鉄骨造陸屋根４階建 

建築時期 平成14年３月20日 

延床面積 6,517.49㎡ 

種類   店舗・駐車場 

所有・それ以外の別 所有権 

主要なテナント 株式会社東急ストア 

担保設定の有無 本土地及び本建物に抵当権を設定 

特記事項   なし 

（注）敷地北西側道路拡幅予定線から20ｍまでの区域は近隣商業地域、20ｍを超える区域は準工業地域となっています。 
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期末評価額、賃貸借の概況及び損益の状況 

運用 
期間 

期別   第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

  始期 
平成27年 
７月１日 

平成28年 
１月１日 

平成28年 
７月１日 

平成29年 
１月１日 

平成29年 
７月１日 

  終期 
平成27年 
12月31日 

平成28年 
６月30日 

平成28年 
12月31日 

平成29年 
６月30日 

平成29年 
12月31日 

  日数 184日 182日 184日 181日 184日 

  期末算定価額   1,730百万円 1,760百万円 1,780百万円 1,820百万円 1,860百万円 

 
継続 
評価等 

  算定価額－取得価額 240百万円 270百万円 290百万円 330百万円 370百万円 

  対取得価額割合 116.1％ 118.1％ 119.5％ 122.1％ 124.8％ 

  期末評価損益   448百万円 488百万円 519百万円 569百万円 619百万円 

    期末帳簿価額 1,281百万円 1,271百万円 1,260百万円 1,250百万円 1,240百万円 

投資 
比率 

算定価額ベース   0.6％ 0.6％ 0.6％ 0.6％ 0.6％ 

取得価額ベース   0.5％ 0.5％ 0.5％ 0.5％ 0.5％ 

賃貸借 
概況 

期末テナント数   1 1 1 1 1 

期末総賃貸可能面積   6,640.60㎡ 6,640.60㎡ 6,640.60㎡ 6,640.60㎡ 6,640.60㎡ 

期末総賃貸面積   6,640.60㎡ 6,640.60㎡ 6,640.60㎡ 6,640.60㎡ 6,640.60㎡ 

期末入居率   100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

  ①不動産賃貸事業収入合計   53 53 53 53 53 

    賃料 53 53 53 53 53 

    その他収入 － － － － － 

  ②不動産賃貸事業費用合計   20 49 44 17 17 

    公租公課 5 5 5 5 5 

    外注委託費 1 2 2 1 1 

 
損益等の 
状況 

（百万円） 

  損害保険料 0 0 0 0 0 

  修繕費 3 31 26 － － 

  減価償却費 10 10 10 10 10 

    その他 0 0 0 0 0 

 
③不動産賃貸事業利益 
（＝①－②） 

  32 3 8 35 35 

 
④賃貸ＮＯＩ 
（＝③＋減価償却費） 

  42 13 18 46 46 

  ⑤資本的支出   － － － － 0 

  ⑥ＮＣＦ（＝④－⑤）   42 13 18 46 45 
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ベルタウン丹波口駅前店  

特定資産の概要  

特定資産の種類 不動産 

取得年月日 平成17年８月29日 

取得価格 2,130百万円 

  土地価格（構成割合） 1,357百万円（63.8％） 

  建物価格（構成割合） 772百万円（36.3％） 

期末算定価額 2,870百万円 

  価格時点 平成29年12月31日 

  直接還元法 2,860百万円 

  （還元利回り） 5.0（％） 

  ＤＣＦ法 2,870百万円 

  （割引率） 4.6（％） 

  （最終還元利回り） 5.0（％） 

土地 

（注１） 

立地条件 ＪＲ嵯峨野線丹波口駅より北東約100ｍの位置にあります。

所在地（注２） 
（Ａ敷地）京都府京都市下京区中堂寺坊城町60番地及び61番地 

（Ｂ敷地）京都府京都市下京区中堂寺北町70番地 

面積 
（Ａ敷地）4,468.42㎡ 

（Ｂ敷地）2,699.32㎡ 

用途地域 商業地域 

所有・それ以外の別 所有権 

建物 

（注１） 

構造と階数 
（Ａ敷地）鉄骨造陸屋根３階建 

（Ｂ敷地）鉄骨造合金メッキ鋼板ぶき平家建 

建築時期 平成17年８月18日 

延床面積 （Ａ敷地）10,184.00㎡ （Ｂ敷地）933.00㎡ 

種類 店舗・駐車場 

所有・それ以外の別 所有権 

主要なテナント 株式会社マツモト 

担保設定の有無 本土地及び本建物に抵当権を設定 

特記事項   なし 

（注１）本土地は（Ａ敷地）及び（Ｂ敷地）の２つの土地から構成されており、それぞれの土地の上に建物が存在しています。 

（注２）登記簿上に記載された建物の所在地を記載しています。 

 

- 85 -



 
期末評価額、賃貸借の概況及び損益の状況 

  期別   第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

運用 
期間 

  始期 
平成27年 
７月１日 

平成28年 
１月１日 

平成28年 
７月１日 

平成29年 
１月１日 

平成29年 
７月１日 

  終期 
平成27年 
12月31日 

平成28年 
６月30日 

平成28年 
12月31日 

平成29年 
６月30日 

平成29年 
12月31日 

    日数 184日 182日 184日 181日 184日 

  期末算定価額   2,720百万円 2,770百万円 2,800百万円 2,820百万円 2,870百万円 

 
継続 
評価等 

  算定価額－取得価額 590百万円 640百万円 670百万円 690百万円 740百万円 

  対取得価額割合 127.7％ 130.0％ 131.5％ 132.4％ 134.7％ 

  期末評価損益   805百万円 865百万円 906百万円 936百万円 997百万円 

    期末帳簿価額 1,914百万円 1,904百万円 1,893百万円 1,883百万円 1,872百万円 

投資 
比率 

算定価額ベース   0.9％ 0.9％ 0.9％ 0.9％ 0.9％ 

取得価額ベース   0.8％ 0.8％ 0.7％ 0.7％ 0.7％ 

賃貸借 
概況 

期末テナント数   1 1 1 1 1 

期末総賃貸可能面積   11,176.34㎡ 11,176.34㎡ 11,176.34㎡ 11,176.34㎡ 11,176.34㎡ 

期末総賃貸面積   11,176.34㎡ 11,176.34㎡ 11,176.34㎡ 11,176.34㎡ 11,176.34㎡ 

期末入居率   100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

  ①不動産賃貸事業収入合計   84 84 84 84 84 

    賃料 84 84 84 84 84 

    その他収入 － － － － － 

  ②不動産賃貸事業費用合計   25 24 21 21 21 

    公租公課 9 9 9 9 9 

    外注委託費 1 1 1 1 1 

 
損益等の 
状況 

（百万円） 

  損害保険料 0 0 0 0 0 

  修繕費 2 2 0 0 － 

  減価償却費 11 10 10 10 10 

    その他 － － － － － 

 
③不動産賃貸事業利益 
（＝①－②） 

  59 60 63 63 63 

 
④賃貸ＮＯＩ 
（＝③＋減価償却費） 

  71 70 73 73 74 

  ⑤資本的支出   － 0 0 － － 

  ⑥ＮＣＦ（＝④－⑤）   71 70 73 73 74 
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イオンモールナゴヤドーム前 

特定資産の概要  

特定資産の種類 不動産 

取得年月日 平成18年３月23日 

取得価格 24,800百万円 

  土地価格（構成割合） 14,619百万円（59.0％） 

  建物価格（構成割合） 10,180百万円（41.1％） 

期末算定価額 25,200百万円 

  価格時点 平成29年12月31日 

  直接還元法 25,400百万円 

  （還元利回り） 5.2（％） 

  ＤＣＦ法 24,900百万円 

  （割引率） 4.9（％） 

  （最終還元利回り） 5.3（％） 

土地 

立地条件 地下鉄名城線ナゴヤドーム前矢田駅より南約240ｍの位置にあります。 

所在地（住居表示） 愛知県名古屋市東区矢田南四丁目１番19号 

面積   62,732.85㎡ 

用途地域 準工業地域 

所有・それ以外の別 所有権 

建物 

構造と階数 鉄筋コンクリート・鉄骨造陸屋根６階建 

建築時期 平成18年３月８日 

延床面積 135,361.88㎡ 

種類   店舗・駐車場 

所有・それ以外の別 所有権 

主要なテナント イオンリテール株式会社 

担保設定の有無 本土地及び本建物に抵当権を設定 

特記事項 

・本土地の一部（実測面積：2,399.28㎡）に関し、名古屋市との間で土地使用貸

借契約が締結されており、名古屋市が道路として無償で使用しています。 

・本建物は、大規模集客施設であり、本土地の用途地域が準工業地域であるた

め、平成20年８月施行の名古屋市大規模集客施設制限地区建築条例により、建

築基準法上の既存不適格建築物となっています。 
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期末評価額、賃貸借の概況及び損益の状況 

  期別   第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

運用 
期間 

  始期 
平成27年 
７月１日 

平成28年 
１月１日 

平成28年 
７月１日 

平成29年 
１月１日 

平成29年 
７月１日 

  終期 
平成27年 
12月31日 

平成28年 
６月30日 

平成28年 
12月31日 

平成29年 
６月30日 

平成29年 
12月31日 

    日数 184日 182日 184日 181日 184日 

  期末算定価額   25,100百万円 25,100百万円 25,200百万円 25,200百万円 25,200百万円 

 
継続 
評価等 

  算定価額－取得価額 300百万円 300百万円 400百万円 400百万円 400百万円 

  対取得価額割合 101.2％ 101.2％ 101.6％ 101.6％ 101.6％ 

  期末評価損益   3,688百万円 3,839百万円 4,088百万円 4,233百万円 4,379百万円 

    期末帳簿価額 21,411百万円 21,260百万円 21,111百万円 20,966百万円 20,820百万円 

投資 
比率 

算定価額ベース   8.4％ 8.5％ 8.1％ 8.0％ 7.9％ 

取得価額ベース   8.8％ 9.1％ 8.6％ 8.6％ 8.5％ 

賃貸借 
概況 

期末テナント数   1 1 1 1 1 

期末総賃貸可能面積   154,766.57㎡ 154,766.57㎡ 154,766.57㎡ 154,766.57㎡ 154,766.57㎡ 

期末総賃貸面積   154,766.57㎡ 154,766.57㎡ 154,766.57㎡ 154,766.57㎡ 154,766.57㎡ 

期末入居率   100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

  ①不動産賃貸事業収入合計   773 773 773 773 773 

    賃料 773 773 773 773 773 

    その他収入 － － － － － 

  ②不動産賃貸事業費用合計   259 261 260 254 258 

    公租公課 91 91 91 91 91 

    外注委託費 15 15 15 15 15 

 
損益等の 
状況 

（百万円） 

  損害保険料 0 0 0 0 1 

  修繕費 － 1 3 0 3 

  減価償却費 151 151 148 146 146 

    その他 － － － － － 

 
③不動産賃貸事業利益 
（＝①－②） 

  513 512 513 519 515 

 
④賃貸ＮＯＩ 
（＝③＋減価償却費） 

  665 663 662 665 661 

  ⑤資本的支出   － － － 1 － 

  ⑥ＮＣＦ（＝④－⑤）   665 663 662 663 661 
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サミットストア滝野川紅葉橋店 

特定資産の概要  

特定資産の種類 不動産 

取得年月日 平成18年９月29日 

取得価格 3,100百万円 

  土地価格（構成割合） 2,208百万円（71.3％） 

  建物価格（構成割合） 891百万円（28.8％） 

期末算定価額 3,700百万円 

  価格時点 平成29年12月31日 

  直接還元法 3,710百万円 

  （還元利回り） 4.9（％） 

  ＤＣＦ法 3,690百万円 

  （割引率） 4.5（％） 

  （最終還元利回り） 5.0（％） 

土地 

立地条件 ＪＲ王子駅より西約700ｍの位置にあります。 

所在地（住居表示） 東京都北区滝野川四丁目１番18号 

面積   1,905.97㎡（注） 

用途地域 近隣商業地域、第一種住居地域、第一種中高層住居専用地域 

所有・それ以外の別 所有権 

建物 

構造と階数 鉄骨・鉄筋コンクリート造陸屋根地下２階付３階建 

建築時期 平成18年９月20日 

延床面積 6,360.91㎡ 

種類   店舗・駐車場 

所有・それ以外の別 所有権 

主要なテナント サミット株式会社 

担保設定の有無 なし 

特記事項  
本土地の一部（361.07㎡）に関し、都市計画緑地に指定されており、４階以上及

び地階を有する建物は建築できません。 

（注）土地面積には西側２項道路（建築基準法第42条第２項による道路）によるセットバック済の面積（1.34㎡）を含んでいます。 
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期末評価額、賃貸借の概況及び損益の状況 

  期別   第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

運用 
期間 

  始期 
平成27年 
７月１日 

平成28年 
１月１日 

平成28年 
７月１日 

平成29年 
１月１日 

平成29年 
７月１日 

  終期 
平成27年 
12月31日 

平成28年 
６月30日 

平成28年 
12月31日 

平成29年 
６月30日 

平成29年 
12月31日 

    日数 184日 182日 184日 181日 184日 

  期末算定価額   3,510百万円 3,570百万円 3,560百万円 3,630百万円 3,700百万円 

 
継続 
評価等 

  算定価額－取得価額 410百万円 470百万円 460百万円 530百万円 600百万円 

  対取得価額割合 113.2％ 115.2％ 114.8％ 117.1％ 119.4％ 

  期末評価損益   612百万円 684百万円 686百万円 769百万円 851百万円 

    期末帳簿価額 2,897百万円 2,885百万円 2,873百万円 2,860百万円 2,848百万円 

投資 
比率 

算定価額ベース   1.2％ 1.2％ 1.1％ 1.2％ 1.2％ 

取得価額ベース   1.1％ 1.1％ 1.1％ 1.1％ 1.1％ 

賃貸借 
概況 

期末テナント数   1 1 1 1 1 

期末総賃貸可能面積   6,455.43㎡ 6,455.43㎡ 6,455.43㎡ 6,455.43㎡ 6,455.43㎡ 

期末総賃貸面積   6,455.43㎡ 6,455.43㎡ 6,455.43㎡ 6,455.43㎡ 6,455.43㎡ 

期末入居率   100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

  ①不動産賃貸事業収入合計   99 99 99 99 99 

    賃料 99 99 99 99 99 

    その他収入 － － － － － 

  ②不動産賃貸事業費用合計   22 21 20 20 20 

    公租公課 6 6 6 6 6 

    外注委託費 2 2 1 1 1 

 
損益等の 
状況 

（百万円） 

  損害保険料 0 0 0 0 0 

  修繕費 1 0 － 0 － 

  減価償却費 12 12 12 12 12 

    その他 － － － － － 

 
③不動産賃貸事業利益 
（＝①－②） 

  77 77 78 78 78 

 
④賃貸ＮＯＩ 
（＝③＋減価償却費） 

  89 90 90 90 90 

  ⑤資本的支出   － － － － － 

  ⑥ＮＣＦ（＝④－⑤）   89 90 90 90 90 
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ホームセンターコーナン広島皆実町店（底地）（注１） 

特定資産の概要  

特定資産の種類 不動産 

取得年月日 平成19年４月13日 

取得価格 1,940百万円（注２） 

  土地価格（構成割合） 1,731百万円（89.3％） 

  建物価格（構成割合） 208百万円（10.8％）（注２） 

期末算定価額 2,540百万円 

  価格時点 平成29年12月31日 

  直接還元法 2,570百万円 

  （還元利回り） 5.2（％） 

  ＤＣＦ法 2,500百万円 

  （割引率） 4.8（％） 

  （最終還元利回り） － 

土地 

立地条件 ＪＲ広島駅より南約３ｋｍの位置にあります。 

所在地（注３） 広島県広島市南区皆実町二丁目224番12 

面積   6,055.14㎡ 

用途地域 近隣商業地域 

所有・それ以外の別 所有権 

建物 

構造と階数 － 

建築時期 － 

延床面積 － 

種類   － 

所有・それ以外の別 － 

主要なテナント コーナン商事株式会社 

担保設定の有無 なし 

特記事項   なし 

（注１）株式会社ルネサンスとの定期建物賃貸借契約が平成28年７月31日付で終了し、平成28年７月15日付でコーナン商事株式会社と締結した

事業用定期借地権設定契約に基づき平成28年８月１日以降当該物件を底地として運用しています。 

（注２）取得価格には、本投資法人の取得後に解体を行った建物の取得価格が含まれています。以下同じです。 

（注３）登記簿上に記載された所在及び地番を記載しています。 
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期末評価額、賃貸借の概況及び損益の状況 

  期別   第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

運用 
期間 

  始期 
平成27年 
７月１日 

平成28年 
１月１日 

平成28年 
７月１日 

平成29年 
１月１日 

平成29年 
７月１日 

  終期 
平成27年 
12月31日 

平成28年 
６月30日 

平成28年 
12月31日 

平成29年 
６月30日 

平成29年 
12月31日 

    日数 184日 182日 184日 181日 184日 

  期末算定価額   1,880百万円 2,430百万円 2,450百万円 2,540百万円 2,540百万円 

 
継続 
評価等 

  算定価額－取得価額 △60百万円 490百万円 510百万円 600百万円 600百万円 

  対取得価額割合 96.9％ 125.3％ 126.3％ 130.9％ 130.9％ 

  期末評価損益   △15百万円 537百万円 695百万円 785百万円 785百万円 

    期末帳簿価額 1,895百万円 1,892百万円 1,754百万円 1,754百万円 1,754百万円 

投資 
比率 

算定価額ベース   0.6％ 0.8％ 0.8％ 0.8％ 0.8％ 

取得価額ベース   0.7％ 0.7％ 0.7％ 0.7％ 0.7％ 

賃貸借 
概況 

期末テナント数   1 1 1 1 1 

期末総賃貸可能面積   4,678.10㎡ 4,678.10㎡ 6,055.14㎡ 6,055.14㎡ 6,055.14㎡ 

期末総賃貸面積   4,678.10㎡ 4,678.10㎡ 6,055.14㎡ 6,055.14㎡ 6,055.14㎡ 

期末入居率   100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

  ①不動産賃貸事業収入合計（注１）   71 71 103 － － 

    賃料 71 71 11 － － 

    その他収入 － － 91 － － 

  ②不動産賃貸事業費用合計（注１）   12 12 8（注２） － － 

    公租公課 7 7 7 － － 

    外注委託費 1 1 0 － － 

 
損益等の 
状況 

（百万円） 

  損害保険料 0 0 0 － － 

  修繕費 0 － － － － 

  減価償却費 3 3 0 － － 

    その他 － － 0 － － 

 
③不動産賃貸事業利益（注１） 
（＝①－②） 

  59 59 94 － － 

 
④賃貸ＮＯＩ（注１） 
（＝③＋減価償却費） 

  62 62 95 △5 66 

  ⑤資本的支出   － － － － － 

  ⑥ＮＣＦ（＝④－⑤）   62 62 95 △5 66 

（注１）第26期及び第27期において、賃借人の承諾を得られていないため、賃貸ＮＯＩのみを開示しています。 

（注２）第25期において、建物の取壊しに伴う除却損（137,453千円）が発生していますが、当該除却損は、上記賃貸事業費用に含まれていませ

ん。なお、既存建物の解体に伴う費用は、賃借人であるコーナン商事株式会社が負担することから、当該解体費用は、上記賃貸事業費

用に含まれていません。 
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フレスポ鳥栖（底地） 

特定資産の概要  

特定資産の種類 不動産 

取得年月日 平成19年11月８日 

取得価格 3,178百万円 

  土地価格（構成割合） 3,178百万円（100.0％） 

  建物価格（構成割合） － 

期末算定価額 3,110百万円 

  価格時点 平成29年12月31日 

  直接還元法 3,180百万円 

  （還元利回り） 6.5（％） 

  ＤＣＦ法 3,030百万円 

  （割引率） 7.2（％） 

  （最終還元利回り） － 

土地 

立地条件 ＪＲ鳥栖駅より西約150ｍの位置にあります。 

所在地（注） 佐賀県鳥栖市本鳥栖町字下鳥栖537番１、上鳥栖813番１ 

面積   79,774.57㎡ 

用途地域 商業地域 

所有・それ以外の別 所有権 

建物 

構造と階数 － 

建築時期 － 

延床面積 － 

種類   － 

所有・それ以外の別 － 

主要なテナント 大和リース株式会社 

担保設定の有無 なし 
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・本土地南側の一部（200.34㎡）及び東側の一部（126.47㎡）に関し、佐賀県に

対し県道敷等としての使用を承諾しています。将来店舗が撤退する場合、佐賀

県と協議し自費工事にて当初どおりの道路形態に復旧する必要があります。

   

・本土地の一部について境界が確定していません。 

・本土地には、鳥栖市との協議により、本土地近接の雨水排水等に対する水路確

保のため、水路を設置しています。 

・本土地北側には、都市計画道路（3・4・104飯田蔵上線、計画幅員20ｍ。計画

決定済。）が存在しますが、道路になる部分の面積は未確定です。 

特記事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本土地において、前所有者が本建物下を除く敷地で土壌環境調査を実施した結

果、敷地の一部から土壌汚染対策法に定められる基準値を超過する鉛及び砒素

が確認された旨の報告を受けています。また、現状は、本土地が全体的に舗装

等されていることから、当該利用状況が継続される限り、直接摂取による健康

被害リスクはないと判断されますが、将来建物等を再建築する際に汚染土壌を

構外に搬出する場合には、関係法令を遵守し適正に処理する必要がある旨の報

告を受けています。本投資法人は、取得にあたり、第三者専門機関へかかる報

告内容の再評価を委託しており、その評価においても問題がない旨の報告を受

けています。 

・本土地の地中の一部に、前所有者が工場として使用していた当時の建物基礎が

存置しています。 

・本投資法人は、取得にあたり、将来建物等を再建築する際に必要となる土壌汚

染対策費及び地中障害物除去費の見積を第三者たる建設業者から取得してお

り、かかる見積額を考慮して取得価格を決定しています。 

   

・本土地の北東側隣接地から作業場屋根の一部が、南東側隣接地から建物の屋根

が、それぞれ本土地に越境しています。本投資法人は、今後対象となる隣接地

の所有者等と越境に関する覚書を締結する方針です。 

（注）登記簿上に記載された所在及び地番を記載しています。 
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期末評価額、賃貸借の概況及び損益の状況 

  期別   第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

運用 
期間 

  始期 
平成27年 
７月１日 

平成28年 
１月１日 

平成28年 
７月１日 

平成29年 
１月１日 

平成29年 
７月１日 

  終期 
平成27年 
12月31日 

平成28年 
６月30日 

平成28年 
12月31日 

平成29年 
６月30日 

平成29年 
12月31日 

    日数 184日 182日 184日 181日 184日 

  期末算定価額   3,070百万円 3,070百万円 3,050百万円 3,060百万円 3,110百万円 

 
継続 
評価等 

  算定価額－取得価額 △108百万円 △108百万円 △128百万円 △118百万円 △68百万円 

  対取得価額割合 96.6％ 96.6％ 95.9％ 96.3％ 97.8％ 

  期末評価損益   △186百万円 △186百万円 △206百万円 △196百万円 △146百万円 

    期末帳簿価額 3,256百万円 3,256百万円 3,256百万円 3,256百万円 3,256百万円 

投資 
比率 

算定価額ベース   1.0％ 1.0％ 1.0％ 1.0％ 1.0％ 

取得価額ベース   1.1％ 1.2％ 1.1％ 1.1％ 1.1％ 

賃貸借 
概況 

期末テナント数   1 1 1 1 1 

期末総賃貸可能面積   79,447.76㎡ 79,447.76㎡ 79,447.76㎡ 79,447.76㎡ 79,447.76㎡ 

期末総賃貸面積   79,447.76㎡ 79,447.76㎡ 79,447.76㎡ 79,447.76㎡ 79,447.76㎡ 

期末入居率   100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

  ①不動産賃貸事業収入合計   118 118 118 118 118 

    賃料 118 118 118 118 118 

    その他収入 0 0 0 0 0 

  ②不動産賃貸事業費用合計   17 16 16 16 16 

    公租公課 17 16 16 16 16 

    外注委託費 － － － － － 

 
損益等の 
状況 

（百万円） 

  損害保険料 － － － － － 

  修繕費 － － － － － 

  減価償却費 － － － － － 

    その他 0 0 0 0 0 

 
③不動産賃貸事業利益 
（＝①－②） 

  101 101 101 101 101 

 
④賃貸ＮＯＩ 
（＝③＋減価償却費） 

  101 101 101 101 101 

  ⑤資本的支出   － － － － － 

  ⑥ＮＣＦ（＝④－⑤）   101 101 101 101 101 
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ゆめタウン広島 

特定資産の概要  

特定資産の種類 不動産 

取得年月日 平成20年２月19日 

取得価格 23,200百万円 

  土地価格（構成割合） 14,189百万円（61.2％） 

  建物価格（構成割合） 9,010百万円（38.8％） 

期末算定価額 21,200百万円 

  価格時点 平成29年12月31日 

  直接還元法 21,400百万円 

  （還元利回り） 6.3（％） 

  ＤＣＦ法 21,000百万円 

  （割引率） 6.0（％） 

  （最終還元利回り） 6.4（％） 

土地 

立地条件 ＪＲ広島駅より南約３ｋｍの位置にあります。 

所在地（住居表示） 広島県広島市南区皆実町二丁目８番17号 

面積   50,135.95㎡ 

用途地域 近隣商業地域 

所有・それ以外の別 所有権 

建物 

構造と階数 鉄骨造陸屋根地下１階付４階建 

建築時期 平成20年２月19日 

延床面積 111,387.12㎡ 

種類   店舗・駐車場 

所有・それ以外の別 所有権 

主要なテナント 株式会社イズミ 

担保設定の有無 なし 

特記事項 

・本土地の一部について、本土地の売主である隣地所有者が通行できることが合

意されています。 

・猫田記念体育館の雨水配管及び雨水桝並びに隣地所有者の所有に係る庇が本土

地に、また、本土地上のブロック塀が隣接地に、それぞれ越境しています。 
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期末評価額、賃貸借の概況及び損益の状況 

  期別   第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

運用 
期間 

  始期 
平成27年 
７月１日 

平成28年 
１月１日 

平成28年 
７月１日 

平成29年 
１月１日 

平成29年 
７月１日 

  終期 
平成27年 
12月31日 

平成28年 
６月30日 

平成28年 
12月31日 

平成29年 
６月30日 

平成29年 
12月31日 

    日数 184日 182日 184日 181日 184日 

  期末算定価額   22,300百万円 22,300百万円 21,600百万円 21,600百万円 21,200百万円 

 
継続 
評価等 

  算定価額－取得価額 △900百万円 △900百万円 △1,600百万円 △1,600百万円 △2,000百万円 

  対取得価額割合 96.1％ 96.1％ 93.1％ 93.1％ 91.4％ 

  期末評価損益   1,732百万円 1,874百万円 1,313百万円 1,456百万円 1,199百万円 

    期末帳簿価額 20,567百万円 20,425百万円 20,286百万円 20,143百万円 20,000百万円 

投資 
比率 

算定価額ベース   7.4％ 7.5％ 6.9％ 6.9％ 6.6％ 

取得価額ベース   8.2％ 8.5％ 8.0％ 8.0％ 7.9％ 

賃貸借 
概況 

期末テナント数   1 1 1 1 1 

期末総賃貸可能面積   122,169.26㎡ 122,169.26㎡ 122,169.26㎡ 122,169.26㎡ 122,169.26㎡ 

期末総賃貸面積   122,169.26㎡ 122,169.26㎡ 122,169.26㎡ 122,169.26㎡ 122,169.26㎡ 

期末入居率   100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

  ①不動産賃貸事業収入合計   745 745 745 745 745 

    賃料 745 745 745 745 745 

    その他収入 0 0 0 0 0 

  ②不動産賃貸事業費用合計   294 249 247 247 247 

    公租公課 89 89 89 89 89 

    外注委託費 15 14 14 14 14 

 
損益等の 
状況 

（百万円） 

  損害保険料 0 0 0 0 0 

  修繕費 1 － － － － 

  減価償却費 187 144 142 142 142 

    その他 － － － － － 

 
③不動産賃貸事業利益 
（＝①－②） 

  451 496 497 497 497 

 
④賃貸ＮＯＩ 
（＝③＋減価償却費） 

  638 640 640 640 640 

  ⑤資本的支出   1 1 3 － － 

  ⑥ＮＣＦ（＝④－⑤）   637 638 637 640 640 
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クイーンズ伊勢丹杉並桃井店 

特定資産の概要  

特定資産の種類 不動産信託受益権 

取得年月日 平成20年７月４日 

  信託設定日 平成17年３月25日 

  信託受託者 三井住友信託銀行株式会社 

  信託期間満了日 平成37年３月24日 

取得価格 3,560百万円 

  土地価格（構成割合） 3,043百万円（85.5％） 

  建物価格（構成割合） 516百万円（14.5％） 

期末算定価額 4,110百万円 

  価格時点 平成29年12月31日 

  直接還元法 4,120百万円 

  （還元利回り） 4.9（％） 

  ＤＣＦ法 4,090百万円 

  （割引率） 4.6（％） 

  （最終還元利回り） 5.0（％） 

土地 

立地条件 ＪＲ西荻窪駅より北約１ｋｍの位置にあります。 

所在地（住居表示） 東京都杉並区桃井三丁目５番１号 

面積   3,901.35㎡ 

用途地域 商業地域、準工業地域（注） 

所有・それ以外の別 所有権 

建物 

構造と階数 鉄骨造陸屋根３階建 

建築時期 平成16年12月９日 

延床面積 4,728.85㎡ 

種類   店舗・駐車場 

所有・それ以外の別 所有権 

主要なテナント 株式会社三越伊勢丹フードサービス 

担保設定の有無 
信託受託者の預金債権について、信託受託者に対する敷金返還債権を被担保債

権とした預金債権質権を設定 

特記事項 

本建物は、隣接マンション（17番９及び17番10所在）との計５棟の建物で一団地

の認定を受けており、本土地を承役地とし、隣接マンションの敷地（17番９及び

17番10）を要役地として、①本土地における4,768.06㎡を超える建物の建築並び

に②高さが15ｍを超える建築物及び当該要役地との境界から５ｍ以内における高

さが10ｍを超える建築物の建築を制限する地役権が設定されています。ただし、

一団地の認定上、本土地に建築可能な容積対象面積は4,752.96㎡となっているた

め、かかる一団地の認定面積以上の面積の建物を建築する場合には、一団地の認

定の取り直しが必要になります。 

（注）南側公道（青梅街道）から30ｍまでの区域は商業地域、30ｍを超える区域は準工業地域となっています。 
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期末評価額、賃貸借の概況及び損益の状況 

  期別   第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

運用 
期間 

  始期 
平成27年 
７月１日 

平成28年 
１月１日 

平成28年 
７月１日 

平成29年 
１月１日 

平成29年 
７月１日 

  終期 
平成27年 
12月31日 

平成28年 
６月30日 

平成28年 
12月31日 

平成29年 
６月30日 

平成29年 
12月31日 

    日数 184日 182日 184日 181日 184日 

  期末算定価額   3,950百万円 4,010百万円 4,040百万円 4,110百万円 4,110百万円 

 
継続 
評価等 

  算定価額－取得価額 390百万円 450百万円 480百万円 550百万円 550百万円 

  対取得価額割合 111.0％ 112.6％ 113.5％ 115.4％ 115.4％ 

  期末評価損益   537百万円 608百万円 650百万円 731百万円 743百万円 

    期末帳簿価額 3,412百万円 3,401百万円 3,389百万円 3,378百万円 3,366百万円 

投資 
比率 

算定価額ベース   1.3％ 1.4％ 1.3％ 1.3％ 1.3％ 

取得価額ベース   1.3％ 1.3％ 1.2％ 1.2％ 1.2％ 

賃貸借 
概況 

期末テナント数   1 1 1 1 1 

期末総賃貸可能面積   5,212.70㎡ 5,212.70㎡ 5,212.70㎡ 5,212.70㎡ 5,212.70㎡ 

期末総賃貸面積   5,212.70㎡ 5,212.70㎡ 5,212.70㎡ 5,212.70㎡ 5,212.70㎡ 

期末入居率   100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

  ①不動産賃貸事業収入合計   112 112 112 112 112 

    賃料 112 112 112 112 112 

    その他収入 － － － － － 

  ②不動産賃貸事業費用合計   22 23 22 23 52 

    公租公課 8 8 8 8 8 

    外注委託費 2 2 2 2 3 

 
損益等の 
状況 

（百万円） 

  損害保険料 0 0 0 0 0 

  修繕費 － 0 － 0 29 

  減価償却費 11 11 11 11 11 

    その他 0 0 0 0 0 

 
③不動産賃貸事業利益 
（＝①－②） 

  89 88 89 89 59 

 
④賃貸ＮＯＩ 
（＝③＋減価償却費） 

  100 100 101 100 70 

  ⑤資本的支出   － － － － － 

  ⑥ＮＣＦ（＝④－⑤）   100 100 101 100 70 
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三井アウトレットパーク入間 

特定資産の概要  

特定資産の種類 不動産 

取得年月日 平成20年７月10日 

取得価格 19,900百万円 

  土地価格（構成割合） 9,611百万円（48.3％） 

  建物価格（構成割合） 10,288百万円（51.7％） 

期末算定価額 22,600百万円 

  価格時点 平成29年12月31日 

  直接還元法 22,300百万円 

  （還元利回り） 5.4（％） 

  ＤＣＦ法 22,800百万円 

  （割引率） 5.2（％） 

  （最終還元利回り） 5.6（％） 

土地 

立地条件 西武池袋線入間市駅より南西約3.8ｋｍの位置にあります。 

所在地（注） 埼玉県入間市宮寺字開発3169番地１ 他 

面積   84,738.25㎡ 

用途地域 市街化調整区域 

所有・それ以外の別 所有権 

建物 

構造と階数 

鉄骨造亜鉛メッキ鋼板ぶき２階建 

鉄骨造陸屋根５階建（３棟） 

鉄筋コンクリート造陸屋根２階建 

建築時期 平成20年２月28日 

延床面積 87,479.59㎡ 

種類   店舗・駐車場・エレベーター室 

所有・それ以外の別 所有権 

主要なテナント 三井不動産株式会社 

担保設定の有無 なし 

特記事項 

本投資法人は、本土地の隣接地（コストコホールセール入間倉庫店（底地））の

賃借人であるコストコホールセールジャパン株式会社が本土地内に同社の雨水管

を設置することを承諾しています。 

（注）登記簿上に記載された建物の所在地を記載しています。 
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期末評価額、賃貸借の概況及び損益の状況 

  期別   第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

運用 
期間 

  始期 
平成27年 
７月１日 

平成28年 
１月１日 

平成28年 
７月１日 

平成29年 
１月１日 

平成29年 
７月１日 

  終期 
平成27年 
12月31日 

平成28年 
６月30日 

平成28年 
12月31日 

平成29年 
６月30日 

平成29年 
12月31日 

    日数 184日 182日 184日 181日 184日 

  期末算定価額   22,300百万円 22,300百万円 22,600百万円 22,600百万円 22,600百万円 

 
継続 
評価等 

  算定価額－取得価額 2,400百万円 2,400百万円 2,700百万円 2,700百万円 2,700百万円 

  対取得価額割合 112.1％ 112.1％ 113.6％ 113.6％ 113.6％ 

  期末評価損益   5,309百万円 5,520百万円 6,026百万円 6,232百万円 6,436百万円 

    期末帳簿価額 16,990百万円 16,779百万円 16,573百万円 16,367百万円 16,163百万円 

投資 
比率 

算定価額ベース   7.4％ 7.5％ 7.2％ 7.2％ 7.1％ 

取得価額ベース   7.0％ 7.3％ 6.9％ 6.9％ 6.8％ 

賃貸借 
概況 

期末テナント数   1 1 1 1 1 

期末総賃貸可能面積   98,714.90㎡ 98,714.90㎡ 98,714.90㎡ 98,714.90㎡ 98,714.90㎡ 

期末総賃貸面積   98,714.90㎡ 98,714.90㎡ 98,714.90㎡ 98,714.90㎡ 98,714.90㎡ 

期末入居率   100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

  ①不動産賃貸事業収入合計   697 709 694 714 700 

    賃料 697 709 694 714 700 

    その他収入 0 0 0 0 0 

  ②不動産賃貸事業費用合計   278 286 289 319 305 

    公租公課 48 47 47 47 47 

    外注委託費 14 15 14 16 15 

 
損益等の 
状況 

（百万円） 

  損害保険料 1 1 1 1 1 

  修繕費 3 11 14 42 28 

  減価償却費 211 211 211 211 211 

    その他 0 0 0 0 0 

 
③不動産賃貸事業利益 
（＝①－②） 

  419 422 404 395 395 

 
④賃貸ＮＯＩ 
（＝③＋減価償却費） 

  630 633 616 606 607 

  ⑤資本的支出   4 － 5 5 8 

  ⑥ＮＣＦ（＝④－⑤）   625 633 610 601 598 
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コストコホールセール入間倉庫店（底地） 

特定資産の概要  

特定資産の種類 不動産 

取得年月日 平成20年７月10日 

取得価格 2,600百万円 

  土地価格（構成割合） 2,600百万円（100.0％） 

  建物価格（構成割合） － 

期末算定価額 2,750百万円 

  価格時点 平成29年12月31日 

  直接還元法 2,750百万円 

  （還元利回り） 5.4（％） 

  ＤＣＦ法 2,740百万円 

  （割引率） 4.8（％） 

  （最終還元利回り） 5.7（％） 

土地 

立地条件 西武池袋線入間市駅より南西約3.8ｋｍの位置にあります。

所在地（注） 埼玉県入間市宮寺字開発3169番２ 他 

面積   24,019.95㎡ 

用途地域 市街化調整区域 

所有・それ以外の別 所有権 

建物 

構造と階数 － 

建築時期 － 

延床面積 － 

種類   － 

所有・それ以外の別 － 

主要なテナント コストコホールセールジャパン株式会社 

担保設定の有無 なし 

特記事項 
本投資法人は、本土地の賃借人であるコストコホールセールジャパン株式会社が

同社の雨水管を本投資法人が設置する雨水管に接続することを承諾しています。 

（注）登記簿上に記載された所在及び地番を記載しています。 
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期末評価額、賃貸借の概況及び損益の状況 

  期別   第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

運用 
期間 

  始期 
平成27年 
７月１日 

平成28年 
１月１日 

平成28年 
７月１日 

平成29年 
１月１日 

平成29年 
７月１日 

  終期 
平成27年 
12月31日 

平成28年 
６月30日 

平成28年 
12月31日 

平成29年 
６月30日 

平成29年 
12月31日 

    日数 184日 182日 184日 181日 184日 

  期末算定価額   2,730百万円 2,720百万円 2,750百万円 2,750百万円 2,750百万円 

 
継続 
評価等 

  算定価額－取得価額 130百万円 120百万円 150百万円 150百万円 150百万円 

  対取得価額割合 105.0％ 104.6％ 105.8％ 105.8％ 105.8％ 

  期末評価損益   103百万円 93百万円 123百万円 123百万円 123百万円 

    期末帳簿価額 2,626百万円 2,626百万円 2,626百万円 2,626百万円 2,626百万円 

投資 
比率 

算定価額ベース   0.9％ 0.9％ 0.9％ 0.9％ 0.9％ 

取得価額ベース   0.9％ 0.9％ 0.9％ 0.9％ 0.9％ 

賃貸借 
概況 

期末テナント数   1 1 1 1 1 

期末総賃貸可能面積   24,019.93㎡ 24,019.93㎡ 24,019.93㎡ 24,019.93㎡ 24,019.93㎡ 

期末総賃貸面積   24,019.93㎡ 24,019.93㎡ 24,019.93㎡ 24,019.93㎡ 24,019.93㎡ 

期末入居率   100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

  ①不動産賃貸事業収入合計   78 78 78 78 78 

    賃料 78 78 78 78 78 

    その他収入 0 0 0 0 0 

  ②不動産賃貸事業費用合計   4 4 7 4 4 

    公租公課 4 4 4 4 4 

    外注委託費 － － － － － 

 
損益等の 
状況 

（百万円） 

  損害保険料 － － － － － 

  修繕費 － － 2 － － 

  減価償却費 － － － － － 

    その他 － － － － － 

 
③不動産賃貸事業利益 
（＝①－②） 

  73 73 70 73 73 

 
④賃貸ＮＯＩ 
（＝③＋減価償却費） 

  73 73 70 73 73 

  ⑤資本的支出   － － － － － 

  ⑥ＮＣＦ（＝④－⑤）   73 73 70 73 73 
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Desigual Harajuku 

特定資産の概要  

特定資産の種類 不動産信託受益権 

取得年月日 平成20年10月15日 

  信託設定日 平成16年９月22日 

  信託受託者 三井住友信託銀行株式会社 

  信託期間満了日 平成35年３月31日 

取得価格 3,100百万円（注１） 

  土地価格（構成割合） 2,907百万円（93.8％） 

  建物価格（構成割合） 192百万円 （6.2％） 

期末算定価額 3,400百万円 

  価格時点 平成29年12月31日 

  直接還元法 3,470百万円 

  （還元利回り） 3.2（％） 

  ＤＣＦ法 3,320百万円 

  （割引率） 3.0（％） 

  （最終還元利回り） 3.4（％） 

土地 

立地条件 東京メトロ副都心線明治神宮前駅より南約100ｍの位置にあります。 

所在地（住居表示） 東京都渋谷区神宮前六丁目10番８号 

面積 285.13㎡（注２） 

用途地域 商業地域 

所有・それ以外の別 所有権 

建物 

構造と階数 鉄骨造陸屋根地上５階建 

建築時期 平成10年10月28日 

延床面積 1,149.12㎡（注１） 

種類   店舗・事務所 

所有・それ以外の別 所有権 

主要なテナント INTS It's not the same Japan 株式会社 

担保設定の有無 なし 

特記事項 本土地の一部について境界が確定していません。 

（注１）平成24年７月30日付で本土地の一部（面積：26.86㎡）を東京都へ譲渡していますが、取得時の価格を記載しています。なお、当該土地

部分に本建物の一部が存在していたため、平成24年10月28日の建物撤去工事完了後に東京都に対し譲渡対象土地部分を明け渡しまし

た。建物撤去工事に伴い、本建物の延床面積が約50㎡減少し、賃貸面積が1,199.23㎡から1,149.12㎡となりました。なお、当該譲渡後

も建築基準法に定められた容積率、建ぺい率等遵法性に問題はありません。 

（注２）土地面積には私道（建築基準法第42条第２項による道路）によるセットバック済の面積（約6.17㎡）を含んでいます。 
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期末評価額、賃貸借の概況及び損益の状況 

  期別   第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

運用 
期間 

  始期 
平成27年 
７月１日 

平成28年 
１月１日 

平成28年 
７月１日 

平成29年 
１月１日 

平成29年 
７月１日 

  終期 
平成27年 
12月31日 

平成28年 
６月30日 

平成28年 
12月31日 

平成29年 
６月30日 

平成29年 
12月31日 

    日数 184日 182日 184日 181日 184日 

  期末算定価額   3,370百万円 3,340百万円 3,340百万円 3,400百万円 3,400百万円 

 
継続 
評価等 

  算定価額－取得価額 270百万円 240百万円 240百万円 300百万円 300百万円 

  対取得価額割合 108.7％ 107.7％ 107.7％ 109.7％ 109.7％ 

  期末評価損益   456百万円 429百万円 433百万円 496百万円 497百万円 

    期末帳簿価額 2,913百万円 2,910百万円 2,906百万円 2,903百万円 2,902百万円 

投資 
比率 

算定価額ベース   1.1％ 1.1％ 1.1％ 1.1％ 1.1％ 

取得価額ベース   1.1％ 1.1％ 1.1％ 1.1％ 1.1％ 

賃貸借 
概況 

期末テナント数   1 1 1 1 1 

期末総賃貸可能面積   1,149.12㎡ 1,149.12㎡ 1,149.12㎡ 1,149.12㎡ 1,149.12㎡ 

期末総賃貸面積   1,149.12㎡ 1,149.12㎡ 1,149.12㎡ 1,149.12㎡ 1,149.12㎡ 

期末入居率   100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

  ①不動産賃貸事業収入合計   60 66 66 66 66 

    賃料 60 66 66 66 66 

    その他収入 － － － － － 

  ②不動産賃貸事業費用合計   13 12 12 12 12 

    公租公課 6 7 7 7 7 

    外注委託費 1 1 1 1 1 

 
損益等の 
状況 

（百万円） 

  損害保険料 0 0 0 0 0 

  修繕費 1 － － － － 

  減価償却費 4 3 3 3 3 

    その他 0 0 0 0 0 

 
③不動産賃貸事業利益 
（＝①－②） 

  46 53 53 53 53 

 
④賃貸ＮＯＩ 
（＝③＋減価償却費） 

  51 57 57 57 57 

  ⑤資本的支出   － 0 － 0 2 

  ⑥ＮＣＦ（＝④－⑤）   51 56 57 56 54 
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イトーヨーカドー東大和店 

特定資産の概要  

特定資産の種類 不動産信託受益権 

取得年月日 平成21年１月13日 

  信託設定日 平成17年７月27日 

  信託受託者 三井住友信託銀行株式会社 

  信託期間満了日 平成37年７月26日 

取得価格 11,600百万円 

  土地価格（構成割合） 6,817百万円（58.8％） 

  建物価格（構成割合） 4,782百万円（41.2％） 

期末算定価額 11,100百万円 

  価格時点 平成29年12月31日 

  直接還元法 11,200百万円 

  （還元利回り） 5.5（％） 

  ＤＣＦ法 11,000百万円 

  （割引率） 5.3（％） 

  （最終還元利回り） 5.7（％） 

土地 

立地条件 
西武拝島線玉川上水駅より北東約900ｍ、東大和市駅より北西約１ｋｍの位置に

あります。 

所在地（住居表示） 東京都東大和市桜が丘二丁目142番１号 

面積 28,829.71㎡ 

用途地域 工業地域 

所有・それ以外の別 所有権 

建物 

構造と階数 鉄骨・鉄筋コンクリート造陸屋根５階建 

建築時期 平成15年11月13日 

延床面積 53,374.72㎡ 

種類   店舗・駐車場 

所有・それ以外の別 所有権 

主要なテナント 株式会社イトーヨーカ堂 

担保設定の有無 なし 

特記事項 

・本土地の一部に、市道983号線に接して歩道状空地（幅員：約2.5ｍ、区間約

233.5ｍ）が整備されています。 

・本建物は、大規模集客施設であり、都市計画法に定める特定大規模建築物に該

当するところ、本土地の用途地域が工業地域であるため、平成19年11月施行の

都市計画法の改正に伴い、建築基準法上の既存不適格建築物となっています。 
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期末評価額、賃貸借の概況及び損益の状況 

  期別   第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

運用 
期間 

  始期 
平成27年 
７月１日 

平成28年 
１月１日 

平成28年 
７月１日 

平成29年 
１月１日 

平成29年 
７月１日 

  終期 
平成27年 
12月31日 

平成28年 
６月30日 

平成28年 
12月31日 

平成29年 
６月30日 

平成29年 
12月31日 

    日数 184日 182日 184日 181日 184日 

  期末算定価額   11,000百万円 11,000百万円 11,100百万円 11,100百万円 11,100百万円 

 
継続 
評価等 

  算定価額－取得価額 △600百万円 △600百万円 △500百万円 △500百万円 △500百万円 

  対取得価額割合 94.8％ 94.8％ 95.7％ 95.7％ 95.7％ 

  期末評価損益   711百万円 824百万円 1,039百万円 1,152百万円 1,262百万円 

    期末帳簿価額 10,288百万円 10,175百万円 10,060百万円 9,947百万円 9,837百万円 

投資 
比率 

算定価額ベース   3.7％ 3.7％ 3.6％ 3.5％ 3.5％ 

取得価額ベース   4.1％ 4.2％ 4.0％ 4.0％ 4.0％ 

賃貸借 
概況 

期末テナント数   1 1 1 1 1 

期末総賃貸可能面積   53,374.72㎡ 53,374.72㎡ 53,374.72㎡ 53,374.72㎡ 53,374.72㎡ 

期末総賃貸面積   53,374.72㎡ 53,374.72㎡ 53,374.72㎡ 53,374.72㎡ 53,374.72㎡ 

期末入居率   100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

  ①不動産賃貸事業収入合計   380 380 380 380 380 

    賃料 380 380 380 380 380 

    その他収入 － － － － － 

  ②不動産賃貸事業費用合計   167 170 167 168 166 

    公租公課 41 41 41 41 41 

    外注委託費 9 8 8 8 8 

 
損益等の 
状況 

（百万円） 

  損害保険料 0 0 0 0 0 

  修繕費 1 4 2 2 1 

  減価償却費 115 115 115 115 115 

    その他 0 0 0 0 0 

 
③不動産賃貸事業利益 
（＝①－②） 

  212 209 212 211 213 

 
④賃貸ＮＯＩ 
（＝③＋減価償却費） 

  327 324 327 327 328 

  ⑤資本的支出   0 2 0 1 4 

  ⑥ＮＣＦ（＝④－⑤）   326 322 327 325 323 

 

- 107 -



 
イオンタウン田無芝久保 

特定資産の概要  

特定資産の種類 不動産信託受益権 

取得年月日 平成21年２月18日 

  信託設定日 平成17年３月25日 

  信託受託者 三井住友信託銀行株式会社 

  信託期間満了日 平成37年３月24日 

取得価格 3,100百万円 

  土地価格（構成割合） 2,424百万円（78.2％） 

  建物価格（構成割合） 675百万円（21.8％） 

期末算定価額 3,300百万円 

  価格時点 平成29年12月31日 

  直接還元法 3,300百万円 

  （還元利回り） 5.6（％） 

  ＤＣＦ法 3,290百万円 

  （割引率） 5.3（％） 

  （最終還元利回り） 5.7（％） 

土地 

立地条件 西武新宿線田無駅より南西約１ｋｍの位置にあります。 

所在地（住居表示） 東京都西東京市芝久保町一丁目12番５号 

面積 8,703.21㎡ 

用途地域 準工業地域 

所有・それ以外の別 所有権 

建物 

構造と階数 鉄骨造陸屋根２階建 

建築時期 平成17年３月７日 

延床面積 7,593.28㎡ 

種類   店舗・駐車場 

所有・それ以外の別 所有権 

主要なテナント イオンタウン株式会社 

担保設定の有無 
信託受託者の預金債権について、信託受託者に対する敷金返還債権を被担保債

権とした預金債権質権を設定 

特記事項 なし 
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期末評価額、賃貸借の概況及び損益の状況 

  期別   第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

運用 
期間 

  始期 
平成27年 
７月１日 

平成28年 
１月１日 

平成28年 
７月１日 

平成29年 
１月１日 

平成29年 
７月１日 

  終期 
平成27年 
12月31日 

平成28年 
６月30日 

平成28年 
12月31日 

平成29年 
６月30日 

平成29年 
12月31日 

    日数 184日 182日 184日 181日 184日 

  期末算定価額   3,150百万円 3,200百万円 3,240百万円 3,300百万円 3,300百万円 

 
継続 
評価等 

  算定価額－取得価額 50百万円 100百万円 140百万円 200百万円 200百万円 

  対取得価額割合 101.6％ 103.2％ 104.5％ 106.5％ 106.5％ 

  期末評価損益   251百万円 317百万円 375百万円 451百万円 468百万円 

    期末帳簿価額 2,898百万円 2,882百万円 2,864百万円 2,848百万円 2,831百万円 

投資 
比率 

算定価額ベース   1.0％ 1.1％ 1.0％ 1.1％ 1.0％ 

取得価額ベース   1.1％ 1.1％ 1.1％ 1.1％ 1.1％ 

賃貸借 
概況 

期末テナント数   1 1 1 1 1 

期末総賃貸可能面積   8,785.30㎡ 8,785.30㎡ 8,785.30㎡ 8,785.30㎡ 8,785.30㎡ 

期末総賃貸面積   8,785.30㎡ 8,785.30㎡ 8,785.30㎡ 8,785.30㎡ 8,785.30㎡ 

期末入居率   100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

  ①不動産賃貸事業収入合計   114 114 114 114 114 

    賃料 114 114 114 114 114 

    その他収入 － － － － － 

  ②不動産賃貸事業費用合計   36 31 32 31 35 

    公租公課 11 11 11 11 11 

    外注委託費 3 2 2 2 3 

 
損益等の 
状況 

（百万円） 

  損害保険料 0 0 0 0 0 

  修繕費 4 0 1 － 3 

  減価償却費 17 17 17 17 17 

    その他 0 0 0 0 0 

 
③不動産賃貸事業利益 
（＝①－②） 

  78 83 82 83 79 

 
④賃貸ＮＯＩ 
（＝③＋減価償却費） 

  95 100 99 100 97 

  ⑤資本的支出   0 0 － 0 － 

  ⑥ＮＣＦ（＝④－⑤）   95 99 99 99 97 
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ドン・キホーテ福岡天神本店（注１） 

特定資産の概要  

特定資産の種類 不動産信託受益権 

取得年月日 平成21年12月16日 

  信託設定日 平成19年９月14日 

  信託受託者 株式会社りそな銀行 

  信託期間満了日 平成39年９月30日 

取得価格 3,700百万円 

  土地価格（構成割合） 2,386百万円（64.5％） 

  建物価格（構成割合） 1,313百万円（35.5％） 

期末算定価額 4,290百万円 

  価格時点 平成29年12月31日 

  直接還元法 4,350百万円 

  （還元利回り） 4.2（％） 

  ＤＣＦ法 4,220百万円 

  （割引率） 4.0（％） 

  （最終還元利回り） 4.4（％） 

土地 

立地条件 西鉄福岡（天神）駅より南西約300ｍの位置にあります。 

所在地（住居表示） 福岡県福岡市中央区今泉一丁目20番17号 

面積 770.25㎡ 

用途地域 商業地域 

所有・それ以外の別 所有権 

建物 

構造と階数 鉄骨・鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根地下１階付６階建 

建築時期 平成19年６月22日 

延床面積 4,532.38㎡ 

種類   店舗・駐車場 

所有・それ以外の別 所有権 

主要なテナント 株式会社ドン・キホーテ（注２） 

担保設定の有無 なし 

特記事項 

・東側隣接地上のコンクリートブロック壁の一部が本土地に越境しています。 

・本土地南東角に存在する境界プレートの設置されたコンクリートブロック壁

は、南側隣接地所有者との共有物となっています。 

・本土地南西側角において、本建物の外壁と隣接地のブロック塀との隙間を埋め

る土塁用のコンクリートブロックが本土地と当該隣接地との間に跨って設置さ

れています。 

（注１）平成29年8月24日付で「TSUTAYA BOOK STORE TENJIN」より「（仮称）ドン・キホーテ天神店」へ、平成29年11月17日付で「（仮称）ド

ン・キホーテ天神店」より現在の名称へ変更しています。 

（注２）株式会社TSUTAYAとの賃貸借契約が、平成29年８月23日付で終了しており、新規テナントである株式会社ドン・キホーテとの間で平成29

年８月24日から平成50年３月31日までを契約期間とする賃貸借契約を平成29年７月31日付で締結しています。 
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期末評価額、賃貸借の概況及び損益の状況 

  期別   第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

運用 
期間 

  始期 
平成27年 
７月１日 

平成28年 
１月１日 

平成28年 
７月１日 

平成29年 
１月１日 

平成29年 
７月１日 

  終期 
平成27年 
12月31日 

平成28年 
６月30日 

平成28年 
12月31日 

平成29年 
６月30日 

平成29年 
12月31日 

    日数 184日 182日 184日 181日 184日 

  期末算定価額   4,630百万円 4,710百万円 4,730百万円 4,180百万円 4,290百万円 

 
継続 
評価等 

  算定価額－取得価額 930百万円 1,010百万円 1,030百万円 480百万円 590百万円 

  対取得価額割合 125.1％ 127.3％ 127.8％ 113.0％ 115.9％ 

  期末評価損益   1,188百万円 1,301百万円 1,353百万円 836百万円 952百万円 

    期末帳簿価額 3,441百万円 3,408百万円 3,376百万円 3,343百万円 3,337百万円 

投資 
比率 

算定価額ベース   1.5％ 1.6％ 1.5％ 1.3％ 1.3％ 

取得価額ベース   1.3％ 1.4％ 1.3％ 1.3％ 1.3％ 

賃貸借 
概況 

期末テナント数   1 1 1 1 1 

期末総賃貸可能面積   4,532.38㎡ 4,532.38㎡ 4,532.38㎡ 4,532.38㎡ 4,532.38㎡ 

期末総賃貸面積   4,532.38㎡ 4,532.38㎡ 4,532.38㎡ 4,532.38㎡ 4,532.38㎡ 

期末入居率   100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

  ①不動産賃貸事業収入合計（注）   147 147 147 147 － 

    賃料 147 147 147 147 － 

    その他収入 － － － － － 

  ②不動産賃貸事業費用合計（注）   46 47 49 54 － 

    公租公課 8 8 8 8 － 

    外注委託費 4 4 6 4 － 

 
損益等の 
状況 

（百万円） 

  損害保険料 0 0 0 0 － 

  修繕費 － 0 1 2 － 

  減価償却費 32 32 32 32 － 

    その他 0 0 0 5 － 

 
③不動産賃貸事業利益（注） 
（＝①－②） 

  100 99 97 92 － 

 
④賃貸ＮＯＩ（注） 
（＝③＋減価償却費） 

  133 132 130 125 91 

  ⑤資本的支出   － － 0 － 26 

  ⑥ＮＣＦ（＝④－⑤）   133 132 130 125 65 

（注）第27期において、賃借人の承諾を得られていないため、賃貸ＮＯＩのみを開示しています。 
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三井ショッピングパークららぽーと磐田 

特定資産の概要  

特定資産の種類 不動産 

取得年月日 平成22年７月２日 

取得価格 15,200百万円 

  土地価格（構成割合） 2,599百万円（17.1％） 

  建物価格（構成割合） 12,600百万円（82.9％） 

期末算定価額 15,300百万円 

  価格時点 平成29年12月31日 

  直接還元法 15,400百万円 

  （還元利回り） 6.1（％） 

  ＤＣＦ法 15,200百万円 

  （割引率） 5.9（％） 

  （最終還元利回り） 6.3（％） 

土地 

立地条件 ＪＲ東海道本線磐田駅より北約5.2ｋｍの位置にあります。 

所在地（注） 静岡県磐田市高見丘1200番地 他 

面積   66,915.00㎡ 

用途地域 近隣商業地域 

所有・それ以外の別 所有権 

建物 

構造と階数 

鉄骨造陸屋根地下１階付４階建 

鉄骨造陸屋根５階建 

鉄骨造陸屋根４階建 

建築時期 平成21年５月29日 

延床面積 131,587.82㎡ 

種類   店舗、映画館、駐車場 

所有・それ以外の別 所有権 

主要なテナント 三井不動産株式会社 

担保設定の有無 なし 

特記事項 

・本建物の底地の一部（合計2,473.13㎡）は、磐田市の所有地です。かかる磐田

市の所有地について、本投資法人は磐田市より磐田市行政財産の目的外使用に

関する条例及び磐田市財産管理規則に基づく使用許可を取得しています。 

・本土地の一部に、本土地を承役地とし、中部電力株式会社の所有地（磐田市大

久保字安井谷775番56）を要役地として、①地役権者が、支持物を除く送電線

路を存置し、その保全のため立ち入ることを許諾するとともに、②送電線路の

最下垂時における電線から3.75ｍの範囲内に入る建造物の築造、工作物の設

置、竹木の植栽を制限する地役権が設定されています。 

（注）登記簿上に記載された建物の所在地を記載しています。 
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期末評価額、賃貸借の概況及び損益の状況 

  期別   第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

運用 
期間 

  始期 
平成27年 
７月１日 

平成28年 
１月１日 

平成28年 
７月１日 

平成29年 
１月１日 

平成29年 
７月１日 

  終期 
平成27年 
12月31日 

平成28年 
６月30日 

平成28年 
12月31日 

平成29年 
６月30日 

平成29年 
12月31日 

    日数 184日 182日 184日 181日 184日 

  期末算定価額   15,100百万円 15,200百万円 15,300百万円 15,400百万円 15,300百万円 

 
継続 
評価等 

  算定価額－取得価額 △100百万円 － 100百万円 200百万円 100百万円 

  対取得価額割合 99.3％ 100.0％ 100.7％ 101.3％ 100.7％ 

  期末評価損益   2,511百万円 2,877百万円 3,241百万円 3,604百万円 3,766百万円 

    期末帳簿価額 12,588百万円 12,322百万円 12,058百万円 11,795百万円 11,533百万円 

投資 
比率 

算定価額ベース   5.0％ 5.1％ 4.9％ 4.9％ 4.8％ 

取得価額ベース   5.4％ 5.5％ 5.3％ 5.3％ 5.2％ 

賃貸借 
概況 

期末テナント数   1 1 1 1 1 

期末総賃貸可能面積   136,136.15㎡ 136,136.15㎡ 136,136.15㎡ 136,136.15㎡ 136,136.15㎡ 

期末総賃貸面積   136,136.15㎡ 136,136.15㎡ 136,136.15㎡ 136,136.15㎡ 136,136.15㎡ 

期末入居率   100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

  ①不動産賃貸事業収入合計   600 601 600 601 600 

    賃料 600 601 600 601 600 

    その他収入 0 0 0 0 0 

  ②不動産賃貸事業費用合計   357 363 364 369 370 

    公租公課 72 71 71 71 71 

    外注委託費 12 12 12 13 13 

 
損益等の 
状況 

（百万円） 

  損害保険料 0 0 0 0 0 

  修繕費 6 12 13 18 19 

  減価償却費 265 265 265 265 265 

    その他 0 0 0 0 0 

 
③不動産賃貸事業利益 
（＝①－②） 

  242 237 236 231 229 

 
④賃貸ＮＯＩ 
（＝③＋減価償却費） 

  507 502 501 496 495 

  ⑤資本的支出   － － 0 2 2 

  ⑥ＮＣＦ（＝④－⑤）   507 502 500 494 492 
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ギンザ・グラッセ 

特定資産の概要  

特定資産の種類 不動産信託受益権 

取得年月日 平成22年７月２日 

  信託設定日 平成16年３月25日 

  信託受託者 みずほ信託銀行株式会社 

  信託期間満了日 平成32年６月30日 

取得価格 13,600百万円 

  土地価格（構成割合） 11,315百万円（83.2％） 

  建物価格（構成割合） 2,284百万円（16.8％） 

期末算定価額 15,100百万円 

  価格時点 平成29年12月31日 

  直接還元法 15,400百万円 

  （還元利回り） 3.0（％） 

  ＤＣＦ法 14,700百万円 

  （割引率） 2.8（％） 

  （最終還元利回り） 3.2（％） 

土地 

立地条件 東京メトロ丸ノ内線他銀座駅より北東約100ｍの位置にあります。 

所在地（住居表示） 東京都中央区銀座三丁目２番15号 

面積 634.82㎡ 

用途地域 商業地域 

所有・それ以外の別 所有権 

建物 

構造と階数 鉄骨・鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根地下２階付11階建 

建築時期 平成20年３月31日 

延床面積 7,201.80㎡ 

種類   店舗・駐車場 

所有・それ以外の別 所有権 

主要なテナント 三井不動産株式会社 

担保設定の有無 なし 

特記事項 

・本土地の一部について境界が確定していません。

・北側隣接地から建物の基礎が、南東側隣接地から地下埋設管の一部が本土地に

越境しています。本建物の建築前に存在した旧建物の地下躯体部分の一部が北

側隣接地に越境しています。
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期末評価額、賃貸借の概況及び損益の状況 

  期別   第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

運用 
期間 

  始期 
平成27年 
７月１日 

平成28年 
１月１日 

平成28年 
７月１日 

平成29年 
１月１日 

平成29年 
７月１日 

  終期 
平成27年 
12月31日 

平成28年 
６月30日 

平成28年 
12月31日 

平成29年 
６月30日 

平成29年 
12月31日 

    日数 184日 182日 184日 181日 184日 

  期末算定価額   15,000百万円 15,000百万円 15,000百万円 15,100百万円 15,100百万円 

 
継続 
評価等 

  算定価額－取得価額 1,400百万円 1,400百万円 1,400百万円 1,500百万円 1,500百万円 

  対取得価額割合 110.3％ 110.3％ 110.3％ 111.0％ 111.0％ 

  期末評価損益   1,900百万円 1,953百万円 2,001百万円 2,146百万円 2,198百万円 

    期末帳簿価額 13,099百万円 13,046百万円 12,998百万円 12,953百万円 12,901百万円 

投資 
比率 

算定価額ベース   5.0％ 5.1％ 4.8％ 4.8％ 4.7％ 

取得価額ベース   4.8％ 5.0％ 4.7％ 4.7％ 4.6％ 

賃貸借 
概況 

期末テナント数   1 1 1 1 1 

期末総賃貸可能面積   5,174.62㎡ 5,174.62㎡ 5,174.62㎡ 5,174.62㎡ 5,174.62㎡ 

期末総賃貸面積   5,174.62㎡ 5,174.62㎡ 5,174.62㎡ 5,174.62㎡ 5,174.62㎡ 

期末入居率   100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

  ①不動産賃貸事業収入合計   422 419 423 415 420 

    賃料 422 417 423 415 420 

    その他収入 － 2 － － － 

  ②不動産賃貸事業費用合計   227 218 222 219 238 

    公租公課 42 42 42 42 42 

    外注委託費 66 65 65 65 67 

 
損益等の 
状況 

（百万円） 

  損害保険料 0 0 0 0 0 

  修繕費 4 3 6 8 16 

  減価償却費 54 54 54 55 56 

    その他 59 51 52 47 55 

 
③不動産賃貸事業利益 
（＝①－②） 

  195 201 200 196 182 

 
④賃貸ＮＯＩ 
（＝③＋減価償却費） 

  250 256 255 252 238 

  ⑤資本的支出   0 1 7 9 4 

  ⑥ＮＣＦ（＝④－⑤）   249 255 248 242 233 
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志村ショッピングセンター 

特定資産の概要  

特定資産の種類 不動産 

取得年月日 平成23年１月18日 

取得価格 4,430百万円 

  土地価格（構成割合） 3,171百万円（71.6％） 

  建物価格（構成割合） 1,258百万円（28.4％） 

期末算定価額（注） 5,800百万円 

  価格時点 平成29年12月31日 

  直接還元法 5,860百万円 

  （還元利回り） 4.5（％） 

  ＤＣＦ法 5,770百万円 

  （割引率） 4.6（％） 

  （最終還元利回り） 4.7（％） 

土地 

立地条件 都営三田線志村三丁目駅より北東約100ｍの位置にあります。

所在地（住居表示） 東京都板橋区志村三丁目26番４号 

面積 5,898.17㎡ 

用途地域 準工業地域 

所有・それ以外の別 所有権 

建物 

構造と階数 鉄骨・鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根地下１階付４階建 

建築時期 平成12年11月17日 

延床面積 16,918.35㎡ 

種類   店舗・駐車場 

所有・それ以外の別 所有権 

主要なテナント サミット株式会社 

担保設定の有無 
本土地及び本建物に抵当権を設定 

本建物に付保された保険に係る保険金債権に保険金債権質権を設定 

特記事項 西側隣接地上のタイル壁の一部が本土地に越境しています。 

（注）株式会社谷澤総合鑑定所の不動産評価書に基づいています。 
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期末評価額、賃貸借の概況及び損益の状況 

  期別   第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

運用 
期間 

  始期 
平成27年 
７月１日 

平成28年 
１月１日 

平成28年 
７月１日 

平成29年 
１月１日 

平成29年 
７月１日 

  終期 
平成27年 
12月31日 

平成28年 
６月30日 

平成28年 
12月31日 

平成29年 
６月30日 

平成29年 
12月31日 

    日数 184日 182日 184日 181日 184日 

  期末算定価額   5,420百万円 5,530百万円 5,550百万円 5,690百万円 5,800百万円 

 
継続 
評価等 

  算定価額－取得価額 990百万円 1,100百万円 1,120百万円 1,260百万円 1,370百万円 

  対取得価額割合 122.3％ 124.8％ 125.3％ 128.4％ 130.9％ 

  期末評価損益   1,068百万円 1,223百万円 1,287百万円 1,453百万円 1,590百万円 

    期末帳簿価額 4,351百万円 4,306百万円 4,262百万円 4,236百万円 4,209百万円 

投資 
比率 

算定価額ベース   1.8％ 1.9％ 1.8％ 1.8％ 1.8％ 

取得価額ベース   1.6％ 1.6％ 1.5％ 1.5％ 1.5％ 

賃貸借 
概況 

期末テナント数   1 1 1 1 1 

期末総賃貸可能面積   17,126.40㎡ 17,126.40㎡ 17,126.40㎡ 17,126.40㎡ 17,126.40㎡ 

期末総賃貸面積   17,126.40㎡ 17,126.40㎡ 17,126.40㎡ 17,126.40㎡ 17,126.40㎡ 

期末入居率   100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

  ①不動産賃貸事業収入合計   158 158 158 158 158 

    賃料 158 158 158 158 158 

    その他収入 0 0 0 0 0 

  ②不動産賃貸事業費用合計   69 64 63 46 46 

    公租公課 15 15 15 15 15 

    外注委託費 3 3 3 3 3 

 
損益等の 
状況 

（百万円） 

  損害保険料 0 0 0 0 0 

  修繕費 6 0 0 0 － 

  減価償却費 44 45 43 27 27 

    その他 0 0 0 0 0 

 
③不動産賃貸事業利益 
（＝①－②） 

  88 93 94 111 111 

 
④賃貸ＮＯＩ 
（＝③＋減価償却費） 

  132 138 138 138 139 

  ⑤資本的支出   45 － － 1 0 

  ⑥ＮＣＦ（＝④－⑤）   86 138 138 137 138 
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三井ショッピングパーク ララガーデン春日部 

特定資産の概要  

特定資産の種類 不動産 

取得年月日 平成23年２月16日 

取得価格 10,000百万円 

  土地価格（構成割合） 4,810百万円（48.1％） 

  建物価格（構成割合） 5,190百万円（51.9％） 

期末算定価額 11,200百万円 

  価格時点 平成29年12月31日 

  直接還元法 11,300百万円 

  （還元利回り） 5.3（％） 

  ＤＣＦ法 11,100百万円 

  （割引率） 5.1（％） 

  （最終還元利回り） 5.5（％） 

土地 

立地条件 東武伊勢崎線・東武野田線春日部駅より南東約300ｍの位置にあります。 

所在地（住居表示） 埼玉県春日部市南一丁目１番１号 

面積 22,380.27㎡ 

用途地域 商業地域 

所有・それ以外の別 所有権 

建物 

構造と階数 
鉄骨造陸屋根６階建（店舗棟） 

鉄骨造陸屋根６階建（駐車場棟） 

建築時期 平成19年10月18日 

延床面積 56,897.33㎡ 

種類   店舗・映画館・駐車場 

所有・それ以外の別 所有権 

主要なテナント 三井不動産株式会社 

担保設定の有無 なし 

特記事項 なし 
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期末評価額、賃貸借の概況及び損益の状況 

  期別   第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

運用 
期間 

  始期 
平成27年 
７月１日 

平成28年 
１月１日 

平成28年 
７月１日 

平成29年 
１月１日 

平成29年 
７月１日 

  終期 
平成27年 
12月31日 

平成28年 
６月30日 

平成28年 
12月31日 

平成29年 
６月30日 

平成29年 
12月31日 

    日数 184日 182日 184日 181日 184日 

  期末算定価額   11,200百万円 10,900百万円 11,000百万円 11,000百万円 11,200百万円 

 
継続 
評価等 

  算定価額－取得価額 1,200百万円 900百万円 1,000百万円 1,000百万円 1,200百万円 

  対取得価額割合 112.0％ 109.0％ 110.0％ 110.0％ 112.0％ 

  期末評価損益   2,059百万円 1,870百万円 2,057百万円 2,169百万円 2,483百万円 

    期末帳簿価額 9,140百万円 9,029百万円 8,942百万円 8,830百万円 8,716百万円 

投資 
比率 

算定価額ベース   3.7％ 3.7％ 3.5％ 3.5％ 3.5％ 

取得価額ベース   3.5％ 3.6％ 3.5％ 3.5％ 3.4％ 

賃貸借 
概況 

期末テナント数   1 1 1 1 1 

期末総賃貸可能面積   63,415.76㎡ 63,415.76㎡ 63,415.76㎡ 63,415.76㎡ 63,415.76㎡ 

期末総賃貸面積   63,415.76㎡ 63,415.76㎡ 63,415.76㎡ 63,415.76㎡ 63,415.76㎡ 

期末入居率   100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

  ①不動産賃貸事業収入合計   370 370 370 370 370 

    賃料 370 370 370 370 370 

    その他収入 － － － － － 

  ②不動産賃貸事業費用合計   165 159 162 177 207 

    公租公課 38 37 37 37 37 

    外注委託費 7 7 7 8 9 

 
損益等の 
状況 

（百万円） 

  損害保険料 0 0 0 0 0 

  修繕費 6 1 3 16 45 

  減価償却費 112 112 112 114 114 

    その他 0 0 0 0 0 

 
③不動産賃貸事業利益 
（＝①－②） 

  205 211 208 192 163 

 
④賃貸ＮＯＩ 
（＝③＋減価償却費） 

  317 323 320 307 277 

  ⑤資本的支出   1 0 25 2 0 

  ⑥ＮＣＦ（＝④－⑤）   315 322 295 304 277 
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サミットストア横浜岡野店（底地） 

特定資産の概要  

特定資産の種類 不動産 

取得年月日 平成24年２月24日 

取得価格 5,700百万円 

  土地価格（構成割合） 5,700百万円（100.0％） 

  建物価格（構成割合） － 

期末算定価額（注１） 6,800百万円 

  価格時点 平成29年12月31日 

  直接還元法 － 

  （還元利回り） 4.6（％）（注２） 

  ＤＣＦ法 6,800百万円 

  （割引率） 4.4（％） 

  （最終還元利回り） － 

土地 

立地条件 相鉄本線平沼駅より西約450ｍの位置にあります。 

所在地（注３） 神奈川県横浜市西区岡野二丁目５番１ 他 

面積 14,394.09㎡ 

用途地域 工業地域 

所有・それ以外の別 所有権 

建物 

構造と階数 － 

建築時期 － 

延床面積 － 

種類   － 

所有・それ以外の別 － 

主要なテナント サミット株式会社 

担保設定の有無 なし 

特記事項 

・本土地において、前所有者が土壌環境調査を実施した結果、敷地の一部から土

壌汚染対策法に定められる基準値を超過する鉛が確認された旨の報告を受けて

います。また、舗装等が施されていることから、現状において、直接摂取によ

る健康被害リスクが生じる可能性はないと考えられる旨の報告を受けていま

す。 

・本投資法人は、取得にあたり、将来建物の再建築等を行う際に敷地内から土壌

を搬出する場合は、関係法令を遵守し適正に処理する必要がある旨及びその際

に必要となる可能性のある土壌汚染対策費用の見込額について、第三者専門機

関から報告を受けており、かかる見込額を考慮して取得価格を決定していま

す。 

（注１）森井総合鑑定株式会社の不動産評価書に基づいています。 

（注２）土地残余法による還元利回りを記載しています。 

（注３）登記簿上に記載された所在及び地番を記載しています。 
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期末評価額、賃貸借の概況及び損益の状況              

  期別   第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

運用 
期間 

  始期 
平成27年 
７月１日 

平成28年 
１月１日 

平成28年 
７月１日 

平成29年 
１月１日 

平成29年 
７月１日 

  終期 
平成27年 
12月31日 

平成28年 
６月30日 

平成28年 
12月31日 

平成29年 
６月30日 

平成29年 
12月31日 

    日数 184日 182日 184日 181日 184日 

  期末算定価額   6,250百万円 6,400百万円 6,470百万円 6,630百万円 6,800百万円 

 
継続 
評価等 

  算定価額－取得価額 550百万円 700百万円 770百万円 930百万円 1,100百万円 

  対取得価額割合 109.6％ 112.3％ 113.5％ 116.3％ 119.3％ 

  期末評価損益   304百万円 454百万円 524百万円 684百万円 854百万円 

    期末帳簿価額 5,945百万円 5,945百万円 5,945百万円 5,945百万円 5,945百万円 

投資 
比率 

算定価額ベース   2.1％ 2.2％ 2.1％ 2.1％ 2.1％ 

取得価額ベース   2.0％ 2.1％ 2.0％ 2.0％ 1.9％ 

賃貸借 
概況 

期末テナント数   1 1 1 1 1 

期末総賃貸可能面積   14,394.09㎡ 14,394.09㎡ 14,394.09㎡ 14,394.09㎡ 14,394.09㎡ 

期末総賃貸面積   14,394.09㎡ 14,394.09㎡ 14,394.09㎡ 14,394.09㎡ 14,394.09㎡ 

期末入居率   100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

  ①不動産賃貸事業収入合計   154 154 154 154 154 

    賃料 147 147 147 147 147 

    その他収入 7 7 7 7 7 

  ②不動産賃貸事業費用合計   9 10 10 10 10 

    公租公課 9 10 10 10 10 

    外注委託費 － － － － － 

 
損益等の 
状況 

（百万円） 

  損害保険料 － － － － － 

  修繕費 － － － － － 

  減価償却費 － － － － － 

    その他 － － － － － 

 
③不動産賃貸事業利益 
（＝①－②） 

  144 144 144 144 144 

 
④賃貸ＮＯＩ 
（＝③＋減価償却費） 

  144 144 144 144 144 

  ⑤資本的支出   － － － － － 

  ⑥ＮＣＦ（＝④－⑤）   144 144 144 144 144 
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VIORO 

特定資産の概要  

特定資産の種類 不動産信託受益権 

取得年月日 平成24年２月28日 

  信託設定日 平成15年２月28日 

  信託受託者 みずほ信託銀行株式会社 

  信託期間満了日 平成34年２月28日 

取得価格 10,100百万円 

  土地価格（構成割合） 8,039百万円（79.6％） 

  建物価格（構成割合） 2,060百万円（20.4％） 

期末算定価額（注） 11,900百万円 

  価格時点 平成29年12月31日 

  直接還元法 12,400百万円 

  （還元利回り） 3.8（％） 

  ＤＣＦ法 11,700百万円 

  （割引率） 3.9（％） 

  （最終還元利回り） 4.0（％） 

土地 

立地条件 西鉄福岡（天神）駅より西約100ｍの位置にあります。 

所在地（住居表示） 福岡県福岡市中央区天神二丁目10番３号 

面積 1,505.15㎡ 

用途地域 商業地域 

所有・それ以外の別 所有権 

建物 

構造と階数 鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根地下３階付８階建 

建築時期 平成18年８月28日 

延床面積 10,830.09㎡ 

種類   店舗 

所有・それ以外の別 所有権 

主要なテナント 東京建物株式会社 

担保設定の有無 なし 

特記事項 なし 

（注）株式会社谷澤総合鑑定所の不動産評価書に基づいています。 
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期末評価額、賃貸借の概況及び損益の状況 

  期別   第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

運用 
期間 

  始期 
平成27年 
７月１日 

平成28年 
１月１日 

平成28年 
７月１日 

平成29年 
１月１日 

平成29年 
７月１日 

  終期 
平成27年 
12月31日 

平成28年 
６月30日 

平成28年 
12月31日 

平成29年 
６月30日 

平成29年 
12月31日 

    日数 184日 182日 184日 181日 184日 

  期末算定価額   11,700百万円 12,100百万円 12,000百万円 11,900百万円 11,900百万円 

 
継続 
評価等 

  算定価額－取得価額 1,600百万円 2,000百万円 1,900百万円 1,800百万円 1,800百万円 

  対取得価額割合 115.8％ 119.8％ 118.8％ 117.8％ 117.8％ 

  期末評価損益   1,832百万円 2,282百万円 2,227百万円 2,173百万円 2,224百万円 

    期末帳簿価額 9,867百万円 9,817百万円 9,772百万円 9,726百万円 9,675百万円 

投資 
比率 

算定価額ベース   3.9％ 4.1％ 3.8％ 3.8％ 3.7％ 

取得価額ベース   3.6％ 3.7％ 3.5％ 3.5％ 3.4％ 

賃貸借 
概況 

期末テナント数   1 1 1 1 1 

期末総賃貸可能面積   5,834.27㎡ 5,834.27㎡ 5,834.27㎡ 5,834.27㎡ 5,834.27㎡ 

期末総賃貸面積   5,834.27㎡ 5,834.27㎡ 5,729.24㎡ 5,763.60㎡ 5,834.27㎡ 

期末入居率   100％ 100％ 98.2％ 98.8％ 100.0％ 

  ①不動産賃貸事業収入合計   550 549 543 540 532 

    賃料 542 509 524 495 526 

    その他収入 7 39 18 44 5 

  ②不動産賃貸事業費用合計   310 303 332 315 327 

    公租公課 39 39 39 39 39 

    外注委託費 114 109 106 122 116 

 
損益等の 
状況 

（百万円） 

  損害保険料 0 0 0 0 0 

  修繕費 1 8 12 14 20 

  減価償却費 52 52 52 52 52 

    その他 102 93 121 86 97 

 
③不動産賃貸事業利益 
（＝①－②） 

  239 245 210 224 204 

 
④賃貸ＮＯＩ 
（＝③＋減価償却費） 

  291 297 262 276 257 

  ⑤資本的支出   0 2 6 6 1 

  ⑥ＮＣＦ（＝④－⑤）   290 295 255 270 255 
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カナート洛北 

特定資産の概要  

特定資産の種類 不動産信託受益権 

取得年月日 平成24年７月４日 

  信託設定日 平成16年１月30日 

  信託受託者 三井住友信託銀行株式会社 

  信託期間満了日 平成34年７月１日 

取得価格 8,800百万円 

  土地価格（構成割合） 5,297百万円（60.2％） 

  建物価格（構成割合） 3,502百万円（39.8％） 

期末算定価額 8,640百万円 

  価格時点 平成29年12月31日 

  直接還元法 8,640百万円 

  （還元利回り） 4.8（％） 

  ＤＣＦ法 8,640百万円 

  （割引率） 4.5（％） 

  （最終還元利回り） 4.9（％） 

土地 

立地条件 
ＪＲ京都駅より北東約８ｋｍ、京阪線・叡山電鉄出町柳駅より北東約1.2ｋｍの

位置にあります。 

所在地（注） 京都府京都市左京区高野西開町36番地１ 他 

面積 12,879.72㎡ 

用途地域 近隣商業地域 

所有・それ以外の別 所有権 

建物 

構造と階数 鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根地下１階付４階建 

建築時期 平成12年11月29日 

延床面積 46,750.90㎡ 

種類   店舗・駐車場 

所有・それ以外の別 所有権 

主要なテナント 株式会社エイチ・ツー・オー アセットマネジメント 

担保設定の有無 なし 
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特記事項 

・本建物は、南東側隣地（以下「本件隣地」といいます。）にかつて所在してお

り、報告書日付現在は建て替えを目的として解体済みであるホテル及び立体駐

車場と併せて建築基準法上一つの建築物として建築されており、本土地及び本

件隣地が一体としてその敷地とされています。本土地と本件隣地との間には、

複数の構造物や配管等の相互越境があります。本投資法人は、本件隣地の所有

者（以下「ホテル跡地所有者」といいます。）との間で、相互に各種合意をし

ておりますが、主な合意内容は以下のとおりです。 

①建物の新築、増築、改築及び建替え等を実施し容積対象延床面積を増加しよ

うとする場合には、相手方と事前に協議しその承諾を得る。また、建物の主

たる使用目的を大幅に変更しようとする場合には、相手方と事前に誠実に協

議する。更に、当該建築する建築物の容積対象延床面積は、本土地と本件隣

地を一体の土地として計算された建築基準法に基づく法定容積率をそれぞれ

の土地の面積に乗じた面積を超えない。 

②建物の建替え又は大規模改修を行う際に解消可能な越境については、それぞ

れの所有者の負担において解消する。 

③双方の施設利用者がそれぞれ他方について無償で通行することを許諾する。 

④双方の施設利用者がそれぞれ他方について駐車場及び駐輪場を相互利用して

いることを確認し、今後も相互に利用可能な状態を維持する。 

⑤本物件又はホテル跡地所有者の所有物件の全部又は一部を譲渡する場合は、

かかる合意を譲受人に承継させる。 

・本土地の北西側の一部に関し、京都市との間で覚書が締結されており、敷地内

歩道が設置されています。 

・本土地の一部について境界が確定していません。 

（注）登記簿上に記載された建物の所在地を記載しています。 
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期末評価額、賃貸借の概況及び損益の状況 

  期別   第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

運用 
期間 

  始期 
平成27年 
７月１日 

平成28年 
１月１日 

平成28年 
７月１日 

平成29年 
１月１日 

平成29年 
７月１日 

  終期 
平成27年 
12月31日 

平成28年 
６月30日 

平成28年 
12月31日 

平成29年 
６月30日 

平成29年 
12月31日 

    日数 184日 182日 184日 181日 184日 

  期末算定価額   9,070百万円 9,070百万円 9,050百万円 9,010百万円 8,640百万円 

 
継続 
評価等 

  算定価額－取得価額 270百万円 270百万円 250百万円 210百万円 △160百万円 

  対取得価額割合 103.1％ 103.1％ 102.8％ 102.4％ 98.2％ 

  期末評価損益   829百万円 921百万円 982百万円 991百万円 686百万円 

    期末帳簿価額 8,240百万円 8,148百万円 8,067百万円 8,018百万円 7,953百万円 

投資 
比率 

算定価額ベース   3.0％ 3.1％ 2.9％ 2.9％ 2.7％ 

取得価額ベース   3.1％ 3.2％ 3.0％ 3.0％ 3.0％ 

賃貸借 
概況 

期末テナント数   1 1 1 1 1 

期末総賃貸可能面積   48,303.21㎡ 48,303.21㎡ 48,303.21㎡ 48,303.21㎡ 48,303.21㎡ 

期末総賃貸面積   48,303.21㎡ 48,303.21㎡ 48,303.21㎡ 48,303.21㎡ 48,303.21㎡ 

期末入居率   100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

  ①不動産賃貸事業収入合計   284 276 276 276 276 

    賃料 276 276 276 276 276 

    その他収入 7 － － － － 

  ②不動産賃貸事業費用合計   139 158 166 206 157 

    公租公課 38 38 38 38 38 

    外注委託費 6 7 7 8 7 

 
損益等の 
状況 

（百万円） 

  損害保険料 0 0 0 0 0 

  修繕費 1 19 27 66 46 

  減価償却費 92 92 92 93 65 

    その他 0 0 0 0 0 

 
③不動産賃貸事業利益 
（＝①－②） 

  145 118 109 69 119 

 
④賃貸ＮＯＩ 
（＝③＋減価償却費） 

  238 211 202 163 184 

  ⑤資本的支出   4 1 11 44 0 

  ⑥ＮＣＦ（＝④－⑤）   233 209 191 118 183 
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池袋スクエア 

特定資産の概要  

特定資産の種類 不動産信託受益権 

取得年月日 平成25年２月１日 

  信託設定日 平成20年２月29日 

  信託受託者 みずほ信託銀行株式会社 

  信託期間満了日 平成35年２月28日 

取得価格 20,400百万円 

  土地価格（構成割合） 15,606百万円（76.5％） 

  建物価格（構成割合） 4,794百万円（23.5％） 

期末算定価額 24,700百万円 

  価格時点 平成29年12月31日 

  直接還元法 25,100百万円 

  （還元利回り） 4.3（％） 

  ＤＣＦ法 24,300百万円 

  （割引率） 4.1（％） 

  （最終還元利回り） 4.5（％） 

土地 

立地条件 ＪＲ池袋駅より東約300ｍの位置にあります。 

所在地（住居表示） 東京都豊島区東池袋一丁目14番1号 

面積 1,511.22㎡ 

用途地域 商業地域 

所有・それ以外の別 所有権 

建物 

構造と階数 鉄骨・鉄筋コンクリート造陸屋根地下３階付10階建 

建築時期 平成24年11月19日 

延床面積 11,957.75㎡ 

種類   遊技場・店舗・駐車場 

所有・それ以外の別 所有権 

主要なテナント 株式会社ラウンドワン 

担保設定の有無 なし 

特記事項 本土地の一部について境界が確定していません。 

 

- 127 -



 
期末評価額、賃貸借の概況及び損益の状況 

  期別   第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

運用 
期間 

  始期 
平成27年 
７月１日 

平成28年 
１月１日 

平成28年 
７月１日 

平成29年 
１月１日 

平成29年 
７月１日 

  終期 
平成27年 
12月31日 

平成28年 
６月30日 

平成28年 
12月31日 

平成29年 
６月30日 

平成29年 
12月31日 

    日数 184日 182日 184日 181日 184日 

  期末算定価額   24,000百万円 24,000百万円 24,000百万円 24,400百万円 24,700百万円 

 
継続 
評価等 

  算定価額－取得価額 3,600百万円 3,600百万円 3,600百万円 4,000百万円 4,300百万円 

  対取得価額割合 117.6％ 117.6％ 117.6％ 119.6％ 121.1％ 

  期末評価損益   4,162百万円 4,282百万円 4,403百万円 4,923百万円 5,338百万円 

    期末帳簿価額 19,837百万円 19,717百万円 19,596百万円 19,476百万円 19,361百万円 

投資 
比率 

算定価額ベース   8.0％ 8.1％ 7.7％ 7.8％ 7.7％ 

取得価額ベース   7.2％ 7.4％ 7.1％ 7.1％ 7.0％ 

賃貸借 
概況 

期末テナント数   4 4 4 4 4 

期末総賃貸可能面積   8,863.86㎡ 8,863.86㎡ 8,863.86㎡ 8,863.86㎡ 8,863.86㎡ 

期末総賃貸面積   8,863.86㎡ 8,863.86㎡ 8,863.86㎡ 8,863.86㎡ 8,863.86㎡ 

期末入居率   100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

  ①不動産賃貸事業収入合計   700 692 694 690 697 

    賃料 700 692 694 690 697 

    その他収入 － 0 － 0 0 

  ②不動産賃貸事業費用合計   273 263 266 261 269 

    公租公課 41 40 40 40 39 

    外注委託費 62 61 63 61 63 

 
損益等の 
状況 

（百万円） 

  損害保険料 0 0 0 0 0 

  修繕費 0 － 0 0 0 

  減価償却費 120 120 120 120 120 

    その他 48 40 41 38 44 

 
③不動産賃貸事業利益 
（＝①－②） 

  427 428 427 429 427 

 
④賃貸ＮＯＩ 
（＝③＋減価償却費） 

  548 549 548 550 548 

  ⑤資本的支出   － 0 － － 5 

  ⑥ＮＣＦ（＝④－⑤）   548 549 548 550 542 
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三井ショッピングパーク アルパーク（東棟） 

特定資産の概要  

特定資産の種類 
不動産 

（土地の所有権（分有）及び建物の区分所有権の共有持分） 

取得年月日 平成25年２月19日 

取得価格 5,400百万円 

  土地価格（構成割合） 2,268百万円（42.0％） 

  建物価格（構成割合） 3,132百万円（58.0％） 

期末算定価額 5,500百万円 

  価格時点 平成29年12月31日 

  直接還元法 5,530百万円 

  （還元利回り） 6.4（％） 

  ＤＣＦ法 5,470百万円 

  （割引率） 6.2（％） 

  （最終還元利回り） 6.7（％） 

土地 

立地条件 ＪＲ山陽本線新井口駅より南東約250ｍの位置にあります。 

所在地（住居表示） 広島県広島市西区草津新町二丁目26番１号 

面積 
一棟建物の敷地   16,682.75㎡ 

所有権を有する敷地 15,033.90㎡ 

用途地域 商業地域 

所有・それ以外の別 所有権（分有） 

建物 

構造と階数（注１） 鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根地下２階付10階建 

建築時期（注２） 平成２年４月10日 

延床面積 
一棟建物全体 64,720.87㎡（注１） 

専有部分   60,383.72㎡（注２） 

種類（注２）   店舗・駐車場 

所有・それ以外の別 区分所有権の共有（持分割合812万8,925分の750万4,832） 

主要なテナント 三井不動産株式会社 

担保設定の有無 なし 

（注１）本投資法人が保有する専有部分が属する一棟の建物全体について記載しています。 

（注２）本投資法人が保有する専有部分全体について記載しています。 

 

- 129 -



 

特記事項 

・本物件は、一棟の建物（以下「本件建物」といいます。）の専有部分（以下

「本件専有部分」といいます。）の共有持分（持分割合：812万8,925分の750

万4,832）及び当該一棟の建物の敷地の一部です。 

・本投資法人は、数筆に分かれた敷地のすべてについて所有権を有しているわけ

ではなく（いわゆる分有）、敷地権の登記もなされていませんが、区分所有者

間の管理規約において、区分所有者は、それぞれの専有部分を所有する範囲内

において、相互に他の区分所有者の所有又は借地する土地を使用できることが

定められています。 

・区分所有者間の管理規約により、専有部分と共用部分の共有持分及び敷地利用

権を相互に分離して処分することが禁止されています。 

・区分所有者間の管理規約において、本件建物の区分所有者がその区分所有権を

譲渡しようとするときは、他に優先して売主等に対して譲渡を申し出るものと

されています。 

・本投資法人は、本件専有部分の他の共有者との間で協定書（以下「本件共有者

間協定書」といいます。）を取り交わしています。本件共有者間協定書におい

ては、本件専有部分の他の共有者がその共有持分を譲渡しようとするときは、

他に優先して本投資法人等に対して譲渡を申し出るものとされ、取得を希望し

た場合には、取得希望者との間で優先的に交渉するものとされています。ま

た、平成30年１月30日から５年間、共有物の分割請求を行わないものとされて

います（ただし、登記はなされていません。）。 

・本件専有部分の他の共有者のうち1名が有する共有持分に根抵当権が設定され

ていますが、当該根抵当権者から、現物分割の方法により分割が行われる場合

に、現物分割により取得する範囲を超えて担保権の効力が及ばず、また当該範

囲を超えて担保権の実行、物上代位権の行使その他の権利行使を行わないこと

について同意を得ています。 

・本件建物は、南西側隣地に所在する三井ショッピングパーク アルパーク（新

館）（以下「新館」といいます。）と併せて建築基準法上一つの建築物として

建築されており、本土地及び新館の敷地が一体としてその敷地とされていま

す。本投資法人を含む本件建物の所有者は、新館の所有者との間で、相互に各

種合意をしていますが、主な合意内容は以下のとおりです。 

①互いに相手方の所有部分に迷惑をかけることの無いよう、自己の所有部分が

建築基準法、消防法その他の法令を遵守した状態を保つよう、適切に管理す

る。 

②本件建物と新館を結ぶ連絡通路が相互に越境していることを確認し、かつ、

それぞれの所有する建物と接続することを容認する。また、当該連絡通路を

双方の来訪者等に対して相互に無償で提供し、通行させる。なお、自己の所

有に属する連絡通路の取壊し又は撤去等を行う場合には、事前に相手方と協

議する。 

③上記合意は、本件建物又は新館の所有者の所有物件の全部又は一部を取得し

た第三者に対しても承継される。 

・本物件は、南東側隣地に所在し、三井ショッピングパーク アルパーク（南

棟）（以下「南棟」といいます。）と併せて大規模小売店舗立地法における届

出を一体で行っており、また、本件建物の受電設備は、南棟と共用されていま

す。本投資法人は、南棟の所有者との間で、相互に各種合意をしていますが、

主な合意内容は以下のとおりです。 

①本件建物と南棟を結ぶ連絡通路が自己の所有する建物に相互に接続すること

を容認する。南棟の所有者は、南棟及び南棟の連絡通路を通常の用法に従っ

て利用可能な状態に維持する。なお、自己の所有に属する連絡通路の取壊し

又は撤去等を行う場合には、事前に相手方と協議する。 

②大規模小売店舗立地法の届出内容等を遵守した状態を保つよう、自己が所有

する物件を適切に管理する。 

③本投資法人は、本件建物に属する受電設備を南棟の所有者が共用しているこ

とを容認する。 

④上記合意は、本物件又は南棟の所有者の所有物件の全部又は一部を取得した

第三者に対しても承継される。 
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期末評価額、賃貸借の概況及び損益の状況              

  期別   第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

運用 
期間 

  始期 
平成27年 
７月１日 

平成28年 
１月１日 

平成28年 
７月１日 

平成29年 
１月１日 

平成29年 
７月１日 

  終期 
平成27年 
12月31日 

平成28年 
６月30日 

平成28年 
12月31日 

平成29年 
６月30日 

平成29年 
12月31日 

    日数 184日 182日 184日 181日 184日 

  期末算定価額   5,540百万円 5,540百万円 5,520百万円 5,520百万円 5,500百万円 

 
継続 
評価等 

  算定価額－取得価額 140百万円 140百万円 120百万円 120百万円 100百万円 

  対取得価額割合 102.6％ 102.6％ 102.2％ 102.2％ 101.9％ 

  期末評価損益   284百万円 369百万円 435百万円 521百万円 587百万円 

    期末帳簿価額 5,255百万円 5,170百万円 5,084百万円 4,998百万円 4,912百万円 

投資 
比率 

算定価額ベース   1.8％ 1.9％ 1.8％ 1.8％ 1.7％ 

取得価額ベース   1.9％ 2.0％ 1.9％ 1.9％ 1.8％ 

賃貸借 
概況 

期末テナント数   1 1 1 1 1 

期末総賃貸可能面積   65,603.50㎡ 65,603.50㎡ 65,603.50㎡ 65,603.50㎡ 65,603.50㎡ 

期末総賃貸面積   65,603.50㎡ 65,603.50㎡ 65,603.50㎡ 65,603.50㎡ 65,603.50㎡ 

期末入居率   100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

  ①不動産賃貸事業収入合計   264 264 264 264 264 

    賃料 264 264 264 264 264 

    その他収入 － － － － － 

  ②不動産賃貸事業費用合計   191 158 176 152 152 

    公租公課 56 56 56 56 56 

    外注委託費 6 5 6 5 5 

 
損益等の 
状況 

（百万円） 

  損害保険料 2 2 2 2 2 

  修繕費 39 7 25 2 1 

  減価償却費 85 85 85 85 85 

    その他 － － － － － 

 
③不動産賃貸事業利益 
（＝①－②） 

  73 105 87 111 111 

 
④賃貸ＮＯＩ 
（＝③＋減価償却費） 

  158 191 173 197 197 

  ⑤資本的支出   － 0 － － － 

  ⑥ＮＣＦ（＝④－⑤）   158 191 173 197 197 
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コーナン川崎小田栄モール（底地） 

特定資産の概要  

特定資産の種類 不動産信託受益権 

取得年月日 平成26年１月31日 

  信託設定日 平成25年１月31日 

  信託受託者 みずほ信託銀行株式会社 

  信託期間満了日 平成48年１月30日 

取得価格 7,000百万円（注１） 

  土地価格（構成割合） 7,000百万円（100.0%） 

  建物価格（構成割合） － 

期末算定価額（注２） 8,950百万円 

  価格時点 平成29年12月31日 

  直接還元法 － 

  （還元利回り） 4.5（％）（注３） 

  ＤＣＦ法 8,950百万円 

  （割引率） 4.3（％） 

  （最終還元利回り） － 

土地 

立地条件 ＪＲ南武線小田栄駅より東約100ｍの位置にあります。 

所在地（注４） 神奈川県川崎市川崎区小田栄二丁目１番１ 他 

面積 23,393.02㎡ 

用途地域 近隣商業地域 

所有・それ以外の別 所有権 

建物 

構造と階数 － 

建築時期 － 

延床面積 － 

種類   － 

所有・それ以外の別 － 

主要なテナント コーナン商事株式会社 

担保設定の有無 なし 

特記事項 

・本土地は、コーナン商事株式会社が店舗を建設しホームセンター小売業を行う

ことを目的に賃借しています。 

・本土地北西側には、都市計画道路（富士見鶴見駅線、計画幅員36ｍ。計画決定

済ですが、事業決定は未だなされていません。）が存在しているため、道路境

界線の後退による道路提供を予定している部分（861.59㎡）が存在します。 

（注１）平成26年９月11日付で本土地の一部（92.45㎡）は川崎市に移転していますが、取得時の価格を記載しています。 

（注２）森井総合鑑定株式会社の不動産評価書に基づいています。 

（注３）土地残余法による還元利回りを記載しています。 

（注４）登記簿上に記載された所在及び地番を記載しています。 
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期末評価額、賃貸借の概況及び損益の状況              

  期別   第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

運用 
期間 

  始期 
平成27年 
７月１日 

平成28年 
１月１日 

平成28年 
７月１日 

平成29年 
１月１日 

平成29年 
７月１日 

  終期 
平成27年 
12月31日 

平成28年 
６月30日 

平成28年 
12月31日 

平成29年 
６月30日 

平成29年 
12月31日 

    日数 184日 182日 184日 181日 184日 

  期末算定価額   8,170百万円 8,360百万円 8,490百万円 8,710百万円 8,950百万円 

 
継続 
評価等 

  算定価額－取得価額 1,170百万円 1,360百万円 1,490百万円 1,710百万円 1,950百万円 

  対取得価額割合 116.7％ 119.4％ 121.3％ 124.4％ 127.9％ 

  期末評価損益   1,100百万円 1,290百万円 1,420百万円 1,640百万円 1,880百万円 

    期末帳簿価額 7,069百万円 7,069百万円 7,069百万円 7,069百万円 7,069百万円 

投資 
比率 

算定価額ベース   2.7％ 2.8％ 2.7％ 2.8％ 2.8％ 

取得価額ベース   2.5％ 2.6％ 2.4％ 2.4％ 2.4％ 

賃貸借 
概況 

期末テナント数   1 1 1 1 1 

期末総賃貸可能面積   23,393.02㎡ 23,393.02㎡ 23,393.02㎡ 23,393.02㎡ 23,393.02㎡ 

期末総賃貸面積   23,393.02㎡ 23,393.02㎡ 23,393.02㎡ 23,393.02㎡ 23,393.02㎡ 

期末入居率   100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

  ①不動産賃貸事業収入合計   208 208 208 208 208 

    賃料 208 208 208 208 208 

    その他収入 0 0 0 0 0 

  ②不動産賃貸事業費用合計   20 20 20 20 20 

    公租公課 20 20 20 20 20 

    外注委託費 0 0 0 0 0 

 
損益等の 
状況 

（百万円） 

  損害保険料 － － － － － 

  修繕費 － － － － － 

  減価償却費 － － － － － 

    その他 0 0 0 0 0 

 
③不動産賃貸事業利益 
（＝①－②） 

  187 187 187 187 187 

 
④賃貸ＮＯＩ 
（＝③＋減価償却費） 

  187 187 187 187 187 

  ⑤資本的支出   － － － － － 

  ⑥ＮＣＦ（＝④－⑤）   187 187 187 187 187 
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三井ショッピングパーク ららぽーと新三郷アネックス 

特定資産の概要  

特定資産の種類 不動産 

取得年月日 平成26年３月25日 

取得価格 3,930百万円 

  土地価格（構成割合） 2,204百万円（56.1％） 

  建物価格（構成割合） 1,725百万円（43.9％） 

期末算定価額 3,980百万円 

  価格時点 平成29年12月31日 

  直接還元法 4,020百万円 

  （還元利回り） 5.2（％） 

  ＤＣＦ法 3,930百万円 

  （割引率） 5.0（％） 

  （最終還元利回り） 5.4（％） 

土地 

立地条件 ＪＲ武蔵野線新三郷駅より南西約100ｍの位置にあります。 

所在地（住居表示） 埼玉県三郷市新三郷ららシティ二丁目１番１号 

面積 3,305.39㎡ 

用途地域 商業地域 

所有・それ以外の別 所有権 

建物 

構造と階数 鉄骨造陸屋根地上４階建 

建築時期 平成24年４月13日 

延床面積 7,772.99㎡ 

種類   店舗・駐車場 

所有・それ以外の別 所有権 

主要なテナント 三井不動産株式会社 

担保設定の有無 なし 

特記事項 

新三郷駅、三井ショッピングパーク ららぽーと新三郷及び三井ショッピングパ

ーク ららぽーと新三郷アネックスはペデストリアンデッキによって相互に接続

しており、三郷市及び本投資法人を含む当該建物の所有者との間で、これに関す

る協定書が締結されています。 
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期末評価額、賃貸借の概況及び損益の状況              

  期別   第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

運用 
期間 

  始期 
平成27年 
７月１日 

平成28年 
１月１日 

平成28年 
７月１日 

平成29年 
１月１日 

平成29年 
７月１日 

  終期 
平成27年 
12月31日 

平成28年 
６月30日 

平成28年 
12月31日 

平成29年 
６月30日 

平成29年 
12月31日 

    日数 184日 182日 184日 181日 184日 

  期末算定価額   3,990百万円 3,990百万円 4,000百万円 3,980百万円 3,980百万円 

 
継続 
評価等 

  算定価額－取得価額 60百万円 60百万円 70百万円 50百万円 50百万円 

  対取得価額割合 101.5％ 101.5％ 101.8％ 101.3％ 101.3％ 

  期末評価損益   135百万円 170百万円 214百万円 228百万円 262百万円 

    期末帳簿価額 3,854百万円 3,819百万円 3,785百万円 3,751百万円 3,717百万円 

投資 
比率 

算定価額ベース   1.3％ 1.3％ 1.3％ 1.3％ 1.2％ 

取得価額ベース   1.4％ 1.4％ 1.4％ 1.4％ 1.3％ 

賃貸借 
概況 

期末テナント数   1 1 1 1 1 

期末総賃貸可能面積   6,714.62㎡ 6,714.62㎡ 6,714.62㎡ 6,714.62㎡ 6,714.62㎡ 

期末総賃貸面積   6,714.62㎡ 6,714.62㎡ 6,714.62㎡ 6,714.62㎡ 6,714.62㎡ 

期末入居率   100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

  ①不動産賃貸事業収入合計   151 141 145 140 145 

    賃料 151 141 145 140 145 

    その他収入 0 0 0 0 0 

  ②不動産賃貸事業費用合計   80 74 74 72 74 

    公租公課 7 7 7 7 7 

    外注委託費 14 15 13 13 14 

 
損益等の 
状況 

（百万円） 

  損害保険料 0 0 0 0 0 

  修繕費 － － 0 2 － 

  減価償却費 34 34 34 34 34 

    その他 24 17 18 15 18 

 
③不動産賃貸事業利益 
（＝①－②） 

  71 67 71 67 70 

 
④賃貸ＮＯＩ 
（＝③＋減価償却費） 

  105 101 105 101 104 

  ⑤資本的支出   － － － 0 － 

  ⑥ＮＣＦ（＝④－⑤）   105 101 105 101 104 
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心斎橋スクエア 

特定資産の概要  

特定資産の種類 不動産信託受益権 

取得年月日 平成27年３月２日 

  信託設定日 平成27年３月２日 

  信託受託者 三井住友信託銀行株式会社 

  信託期間満了日 平成47年３月１日 

取得価格 8,620百万円 

  土地価格（構成割合） 8,353百万円（96.9％） 

  建物価格（構成割合） 267百万円（3.1％） 

期末算定価額 9,500百万円 

  価格時点 平成29年12月31日 

  直接還元法 9,700百万円 

  （還元利回り） 3.5（％） 

  ＤＣＦ法 9,300百万円 

  （割引率） 3.3（％） 

  （最終還元利回り） 3.7（％） 

土地 

立地条件 大阪市営地下鉄御堂筋線心斎橋駅より南約200ｍの位置にあります。 

所在地（住居表示） 
（北棟）大阪府大阪市中央区心斎橋筋二丁目８番21号 

（南棟）大阪府大阪市中央区心斎橋筋二丁目８番20号 

面積 
（北棟）659.21㎡ 

（南棟）343.45㎡ 

用途地域 商業地域 

所有・それ以外の別 所有権 

建物 

構造と階数 
（北棟）鉄骨造陸屋根３階建 

（南棟）鉄骨造陸屋根２階建 

建築時期 平成26年９月１日 

延床面積 
（北棟）1,105.72㎡ 

（南棟） 537.03㎡ 

種類   店舗 

所有・それ以外の別 所有権 

主要なテナント バーバリー・ジャパン株式会社 

担保設定の有無 なし 

特記事項 なし 
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期末評価額、賃貸借の概況及び損益の状況 

  期別   第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

運用 
期間 

  始期 
平成27年 
７月１日 

平成28年 
１月１日 

平成28年 
７月１日 

平成29年 
１月１日 

平成29年 
７月１日 

  終期 
平成27年 
12月31日 

平成28年 
６月30日 

平成28年 
12月31日 

平成29年 
６月30日 

平成29年 
12月31日 

    日数 184日 182日 184日 181日 184日 

  期末算定価額   8,900百万円 8,900百万円 8,910百万円 9,010百万円 9,500百万円 

 
継続 
評価等 

  算定価額－取得価額 280百万円 280百万円 290百万円 390百万円 880百万円 

  対取得価額割合 103.2％ 103.2％ 103.4％ 104.5％ 110.2％ 

  期末評価損益   221百万円 224百万円 240百万円 345百万円 841百万円 

    期末帳簿価額 8,678百万円 8,675百万円 8,669百万円 8,664百万円 8,658百万円 

投資 
比率 

算定価額ベース   3.0％ 3.0％ 2.9％ 2.9％ 3.0％ 

取得価額ベース   3.0％ 3.1％ 3.0％ 3.0％ 2.9％ 

賃貸借 
概況 

期末テナント数   2 2 2 2 2 

期末総賃貸可能面積   1,750.53㎡ 1,750.53㎡ 1,750.53㎡ 1,750.53㎡ 1,750.53㎡ 

期末総賃貸面積   1,750.53㎡ 1,750.53㎡ 1,750.53㎡ 1,750.53㎡ 1,750.53㎡ 

期末入居率   100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

  ①不動産賃貸事業収入合計（注）   － － － － － 

    賃料 － － － － － 

    その他収入 － － － － － 

  ②不動産賃貸事業費用合計（注）   － － － － － 

    公租公課 － － － － － 

    外注委託費 － － － － － 

 
損益等の 
状況 

（百万円） 
 

  損害保険料 － － － － － 

  修繕費 － － － － － 

  減価償却費 － － － － － 

    その他 － － － － － 

 
③不動産賃貸事業利益（注） 
（＝①－②） 

  － － － － － 

 
④賃貸ＮＯＩ（注） 
（＝③＋減価償却費） 

  192 175 174 174 174 

  ⑤資本的支出   － 2 － － － 

  ⑥ＮＣＦ（＝④－⑤）   192 172 174 174 174 

（注）賃借人の承諾を得られていないため、賃貸ＮＯＩのみを開示しています。 
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三井ショッピングパーク ららぽーと新三郷 

特定資産の概要  

特定資産の種類 不動産信託受益権 

取得年月日 平成27年４月１日（注１) 

  信託設定日 平成27年４月１日 

  信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  信託期間満了日 平成37年４月30日 

取得価格 19,840百万円（注１） 

  土地価格（構成割合） 13,850百万円（69.8％） 

  建物価格（構成割合） 5,990百万円（30.2％） 

期末算定価額 20,200百万円（注１） 

  価格時点 平成29年12月31日 

  直接還元法 20,262百万円 

  （還元利回り） 4.8（％） 

  ＤＣＦ法 20,130百万円 

  （割引率） 4.5（％） 

  （最終還元利回り） 4.9（％） 

土地 

立地条件 ＪＲ武蔵野線新三郷駅より西約100ｍの位置にあります。 

所在地（住居表示） 埼玉県三郷市新三郷ららシティ三丁目１番１号 

面積（注２） 85,153.29㎡ 

用途地域 商業地域 

所有・それ以外の別 所有権の共有（持分割合66％） 

建物 

構造と階数 

鉄骨・鉄筋コンクリート造陸屋根アルミニューム板ぶき地下１階付４階建 

鉄骨造陸屋根５階建（駐車場棟） 

鉄骨造陸屋根６階建（駐車場棟） 

建築時期 平成21年８月６日 

延床面積（注２） 136,161.36㎡ 

種類   店舗・遊技場・駐車場 

所有・それ以外の別 所有権の共有（持分割合66％） 

主要なテナント 三井不動産株式会社 

担保設定の有無 なし 

 

- 138 -



 

特記事項 

・信託受託者及び本投資法人は、共有者である三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社及び

当該共有持分を信託財産とする信託に係る信託受益権を保有する三井住友ファ

イナンス＆リース株式会社（以下、総称して又は個別に「本件共有者」といい

ます。）との間で共有者間協定書（以下「本件共有者間協定書」といいま

す。）を取り交わしています。本件共有者間協定書においては、信託受託者及

び本投資法人が保有する共有持分又はその信託受益権の全部又は一部を譲渡し

ようとするときは、他に優先して本件共有者に譲渡を申し出るものとされ、取

得を希望した場合には、優先的に交渉するものとされています。また、本件共

有者が保有する共有持分又はその信託受益権の全部又は一部を譲渡しようとす

るときは、本投資法人の事前の書面による承諾を得るものとされています。ま

た、本件共有者間協定書の効力発生日（平成30年２月21日）から５年間、互い

に共有物の分割請求を行わないものとされています（ただし、登記はなされて

いません。）。 

・新三郷駅、三井ショッピングパーク ららぽーと新三郷及び三井ショッピング

パーク ららぽーと新三郷アネックスはペデストリアンデッキによって相互に

接続しており、三郷市及び本投資法人を含む当該建物の所有者との間で、これ

に関する協定書が締結されています。 

（注１）本投資法人は、平成28年８月10日付で本物件の共有持分（持分割合50％）を信託財産とする信託受益権を追加取得していますが、取得

年月日には本物件の当初の取得年月日を記載しています。また、取得価格及び期末算定価額（直接還元法による期末算定価額及びＤＣ

Ｆ法による期末算定価額を含みます。）は、当期末日現在、本投資法人が有する本物件の共有持分（66％）を信託財産とする信託受益

権の取得価格及び期末算定価額を記載しています。 

（注２）本物件について、本書の日付現在、本投資法人が有するのは本物件の共有持分（持分割合66％）を信託財産とする信託受益権ですが、

土地の面積及び建物の延床面積については、本物件全体について記載しています。 
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期末評価額、賃貸借の概況及び損益の状況 

  期別   第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

運用 
期間 

  始期 
平成27年 
７月１日 

平成28年 
１月１日 

平成28年 
７月１日 

平成29年 
１月１日 

平成29年 
７月１日 

  終期 
平成27年 
12月31日 

平成28年 
６月30日 

平成28年 
12月31日 

平成29年 
６月30日 

平成29年 
12月31日 

    日数 184日 182日 184日 181日 184日 

  期末算定価額   4,820百万円 4,830百万円 20,200百万円 20,300百万円 20,200百万円 

 
継続 
評価等 

  算定価額－取得価額 80百万円 90百万円 360百万円 460百万円 360百万円 

  対取得価額割合 101.7％ 101.9％ 101.8％ 102.3％ 101.8％ 

  期末評価損益   78百万円 122百万円 411百万円 651百万円 692百万円 

    期末帳簿価額 4,741百万円 4,707百万円 19,788百万円 19,648百万円 19,507百万円 

投資 
比率 

算定価額ベース   1.6％ 1.6％ 6.5％ 6.5％ 6.3％ 

取得価額ベース   1.7％ 1.7％ 6.9％ 6.9％ 6.8％ 

賃貸借 
概況 

期末テナント数   1 1 1 1 1 

期末総賃貸可能面積   142,315.54㎡ 142,315.54㎡ 142,315.54㎡ 142,315.54㎡ 142,315.54㎡ 

期末総賃貸面積   142,315.54㎡ 142,315.54㎡ 142,315.54㎡ 142,315.54㎡ 142,315.54㎡ 

期末入居率   100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

  ①不動産賃貸事業収入合計   142 142 490 586 586 

    賃料 142 142 490 586 586 

    その他収入 － － － － － 

  ②不動産賃貸事業費用合計   39 57 157 231 232 

    公租公課 － 14 14 60 60 

    外注委託費 2 2 10 12 12 

 
損益等の 
状況 

（百万円） 

  損害保険料 0 0 1 1 1 

  修繕費 0 3 6 14 15 

  減価償却費 35 35 124 142 142 

    その他 0 0 0 0 0 

 
③不動産賃貸事業利益 
（＝①－②） 

  102 84 333 354 353 

 
④賃貸ＮＯＩ 
（＝③＋減価償却費） 

  138 120 457 496 496 

  ⑤資本的支出   0 1 0 2 1 

  ⑥ＮＣＦ（＝④－⑤）   137 118 457 494 494 
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コストコホールセール 新三郷倉庫店（底地） 

特定資産の概要  

特定資産の種類 不動産信託受益権 

取得年月日 平成27年４月１日 

  信託設定日 平成27年４月１日 

  信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  信託期間満了日 平成37年４月30日 

取得価格 3,810百万円 

  土地価格（構成割合） 3,810百万円（100.0％） 

  建物価格（構成割合） － 

期末算定価額 3,950百万円 

  価格時点 平成29年12月31日 

  直接還元法 3,970百万円 

  （還元利回り） 4.4（％） 

  ＤＣＦ法 3,920百万円 

  （割引率） 4.5（％） 

  （最終還元利回り） 4.3（％） 

土地 

立地条件 ＪＲ武蔵野線新三郷駅より北西約400ｍの位置にあります。 

所在地（注） 埼玉県三郷市新三郷ららシティ三丁目１番７ 他 

面積 30,292.76㎡ 

用途地域 商業地域 

所有・それ以外の別 所有権 

建物 

構造と階数 － 

建築時期 － 

延床面積 － 

種類   － 

所有・それ以外の別 － 

主要なテナント コストコホールセールジャパン株式会社 

担保設定の有無 なし 

特記事項 なし 

（注）登記簿上に記載された所在及び地番を記載しています。 
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期末評価額、賃貸借の概況及び損益の状況              

  期別   第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

運用 
期間 

  始期 
平成27年 
７月１日 

平成28年 
１月１日 

平成28年 
７月１日 

平成29年 
１月１日 

平成29年 
７月１日 

  終期 
平成27年 
12月31日 

平成28年 
６月30日 

平成28年 
12月31日 

平成29年 
６月30日 

平成29年 
12月31日 

    日数 184日 182日 184日 181日 184日 

  期末算定価額   3,820百万円 3,820百万円 3,860百万円 3,950百万円 3,950百万円 

 
継続 
評価等 

  算定価額－取得価額 10百万円 10百万円 50百万円 140百万円 140百万円 

  対取得価額割合 100.3％ 100.3％ 101.3％ 103.7％ 103.7％ 

  期末評価損益   △34百万円 △34百万円 5百万円 95百万円 95百万円 

    期末帳簿価額 3,854百万円 3,854百万円 3,854百万円 3,854百万円 3,854百万円 

投資 
比率 

算定価額ベース   1.3％ 1.3％ 1.2％ 1.3％ 1.2％ 

取得価額ベース   1.3％ 1.4％ 1.3％ 1.3％ 1.3％ 

賃貸借 
概況 

期末テナント数   1 1 1 1 1 

期末総賃貸可能面積   30,292.76㎡ 30,292.76㎡ 30,292.76㎡ 30,292.76㎡ 30,292.76㎡ 

期末総賃貸面積   30,292.76㎡ 30,292.76㎡ 30,292.76㎡ 30,292.76㎡ 30,292.76㎡ 

期末入居率   100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

  ①不動産賃貸事業収入合計（注）   － － － － － 

    賃料 － － － － － 

    その他収入 － － － － － 

  ②不動産賃貸事業費用合計（注）   － － － － － 

    公租公課 － － － － － 

    外注委託費 － － － － － 

 
損益等の 
状況 

（百万円） 
 

  損害保険料 － － － － － 

  修繕費 － － － － － 

  減価償却費 － － － － － 

    その他 － － － － － 

 
③不動産賃貸事業利益（注） 
（＝①－②） 

  － － － － － 

 
④賃貸ＮＯＩ（注） 
（＝③＋減価償却費） 

  98 86 86 86 86 

  ⑤資本的支出   － － － － － 

  ⑥ＮＣＦ（＝④－⑤）   98 86 86 86 86 

（注）賃借人の承諾を得られていないため、賃貸ＮＯＩのみを開示しています。 
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コジマ×ビックカメラ那覇店 

特定資産の概要  

特定資産の種類 不動産 

取得年月日 平成28年１月25日 

取得価格 1,850百万円 

  土地価格（構成割合） 1,404百万円（75.9％） 

  建物価格（構成割合） 445百万円（24.1％） 

期末算定価額（注１） 2,450百万円 

  価格時点 平成29年12月31日 

  直接還元法 2,480百万円 

  （還元利回り） 5.6（％） 

  ＤＣＦ法 2,420百万円 

  （割引率） 5.4（％） 

  （最終還元利回り） 5.8（％） 

土地 

立地条件 那覇空港の北東約６ｋｍ、国道58号線沿いに位置します。 

所在地（注２） 沖縄県那覇市字安謝664番地５、664番地９ 

面積 6,161.29㎡ 

用途地域 近隣商業地域、第二種中高層住居専用地域 

所有・それ以外の別 所有権 

建物 

構造と階数 鉄骨造亜鉛メッキ鋼板ぶき４階建 

建築時期 平成18年３月10日 

延床面積 7,301.89㎡ 

種類   店舗 

所有・それ以外の別 所有権 

主要なテナント 株式会社コジマ 

担保設定の有無 なし 

特記事項 なし 

（注１）森井総合鑑定株式会社の不動産評価書に基づいています。 

（注２）登記簿上に記載された建物の所在地を記載しています。 
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期末評価額、賃貸借の概況及び損益の状況 

  期別   第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

運用 
期間 

  始期 － 
平成28年 
１月25日 

平成28年 
７月１日 

平成29年 
１月１日 

平成29年 
７月１日 

  終期 － 
平成28年 
６月30日 

平成28年 
12月31日 

平成29年 
６月30日 

平成29年 
12月31日 

    日数 － 158日 184日 181日 184日 

  期末算定価額   － 2,360百万円 2,370百万円 2,410百万円 2,450百万円 

 
継続 
評価等 

  算定価額－取得価額 － 510百万円 520百万円 560百万円 600百万円 

  対取得価額割合 － 127.6％ 128.1％ 130.3％ 132.4％ 

  期末評価損益   － 422百万円 430百万円 480百万円 527百万円 

    期末帳簿価額 － 1,937百万円 1,939百万円 1,929百万円 1,922百万円 

投資 
比率 

算定価額ベース   － 0.8％ 0.8％ 0.8％ 0.8％ 

取得価額ベース   － 0.7％ 0.6％ 0.6％ 0.6％ 

賃貸借 
概況 

期末テナント数   － 1 1 1 1 

期末総賃貸可能面積   － 7,301.89㎡ 7,301.89㎡ 7,301.89㎡ 7,301.89㎡ 

期末総賃貸面積   － 7,301.89㎡ 7,301.89㎡ 7,301.89㎡ 7,301.89㎡ 

期末入居率   － 100％ 100％ 100％ 100％ 

  ①不動産賃貸事業収入合計（注）   － － － － － 

    賃料 － － － － － 

    その他収入 － － － － － 

  ②不動産賃貸事業費用合計（注）   － － － － － 

    公租公課 － － － － － 

    外注委託費 － － － － － 

 
損益等の 
状況 

（百万円） 
 

  損害保険料 － － － － － 

  修繕費 － － － － － 

  減価償却費 － － － － － 

    その他 － － － － － 

 
③不動産賃貸事業利益（注） 
（＝①－②） 

  － － － － － 

 
④賃貸ＮＯＩ（注） 
（＝③＋減価償却費） 

  － 65 71 68 70 

  ⑤資本的支出   － － 1 － 3 

  ⑥ＮＣＦ（＝④－⑤）   － 65 70 68 67 

（注）賃借人の承諾を得られていないため、賃貸ＮＯＩのみを開示しています。 
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スーパービバホーム座間店・スーパー三和 座間東原店（底地） 

特定資産の概要  

特定資産の種類 不動産信託受益権 

取得年月日 平成29年７月31日 

  信託設定日 平成26年７月31日 

  信託受託者 三井住友信託銀行株式会社 

  信託期間満了日 平成36年７月31日 

取得価格 4,320百万円 

  土地価格（構成割合） 4,320百万円（100.0％） 

  建物価格（構成割合） － 

期末算定価額 4,560百万円 

  価格時点 平成29年12月31日 

  直接還元法 － 

  （還元利回り） － 

  ＤＣＦ法 4,560百万円 

  （割引率） 4.0（％） 

  （最終還元利回り） － 

土地 

立地条件 相模鉄道本線さがみ野駅より北約1.2ｋｍの位置にあります。 

所在地（注） 神奈川県座間市東原一丁目6000番１ 

面積 28,926.76㎡ 

用途地域 準工業地域 

所有・それ以外の別 所有権 

建物 

構造と階数 － 

建築時期 － 

延床面積 － 

種類   － 

所有・それ以外の別 － 

主要なテナント 三井住友ファイナンス＆リース株式会社 

担保設定の有無 なし 

特記事項 

・本投資法人は本物件の賃借人である三井住友ファイナンス＆リース株式会社と

の間で以下の事項について合意しています。 

三井住友ファイナンス＆リース株式会社が本物件上の建物又は当該建物を信託

財産とする信託受益権（以下「本建物等」といいます。）を譲渡しようとする

ときは、その旨を本投資法人に書面により通知し、かかる通知が本投資法人に

到達した日から６か月が経過した日又は本投資法人が買受けを希望しない旨を

三井住友ファイナンス＆リース株式会社に対して書面で通知した日のいずれか

早く到達する日までの間、本投資法人との間で本建物等の譲渡について優先的

に交渉する。 

・公道からバスの標識、境界ブロック及び樹木が本土地に、また、本土地上のカ

ーブミラー、道路標識、私設柱の電線、防犯灯のコード、アコーディオンゲー

トの一部及び樹木が公道に、それぞれ越境しています。 

（注）登記簿上に記載された所在及び地番を記載しています。 
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期末評価額、賃貸借の概況及び損益の状況 

  期別   第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

運用 
期間 

  始期 － － － － 
平成29年 
７月31日 

  終期 － － － － 
平成29年 
12月31日 

    日数 － － － － 154日 

  期末算定価額   － － － － 4,560百万円 

 
継続 
評価等 

  算定価額－取得価額 － － － － 240百万円 

  対取得価額割合 － － － － 105.6％ 

  期末評価損益   － － － － 174百万円 

    期末帳簿価額 － － － － 4,385百万円 

投資 
比率 

算定価額ベース   － － － － 1.4％ 

取得価額ベース   － － － － 1.5％ 

賃貸借 
概況 

期末テナント数   － － － － 1 

期末総賃貸可能面積   － － － － 28,926.76㎡ 

期末総賃貸面積   － － － － 28,926.76㎡ 

期末入居率   － － － － 100％ 

  ①不動産賃貸事業収入合計（注）   － － － － － 

    賃料 － － － － － 

    その他収入 － － － － － 

  ②不動産賃貸事業費用合計（注）   － － － － － 

    公租公課 － － － － － 

    外注委託費 － － － － － 

 
損益等の 
状況 

（百万円） 
 

  損害保険料 － － － － － 

  修繕費 － － － － － 

  減価償却費 － － － － － 

    その他 － － － － － 

 
③不動産賃貸事業利益（注） 
（＝①－②） 

  － － － － － 

 
④賃貸ＮＯＩ（注） 
（＝③＋減価償却費） 

  － － － － 76 

  ⑤資本的支出   － － － － － 

  ⑥ＮＣＦ（＝④－⑤）   － － － － 76 

（注）賃借人の承諾を得られていないため、賃貸ＮＯＩのみを開示しています。 
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栄グローブ 

特定資産の概要  

特定資産の種類 
不動産信託受益権 

（準共有持分60％） 

取得年月日 平成30年３月28日 

  信託設定日 平成25年10月25日 

  信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  信託期間満了日 平成35年9月29日 

取得価格（注１） 9,300百万円 

  土地価格（構成割合） 8,649百万円（93.0％） 

  建物価格（構成割合） 651百万円（7.0％） 

不動産鑑定評価額（注１） 9,300百万円 

  価格時点 平成29年12月１日 

  直接還元法 15,800百万円 

  （還元利回り） 3.7（％） 

  ＤＣＦ法 15,200百万円 

  （割引率） 3.5（％） 

  （最終還元利回り） 3.9（％） 

土地 

立地条件 名古屋市営地下鉄東山線・名城線栄駅より南約180ｍの位置にあります。 

所在地（住居表示） 愛知県名古屋市中区栄３丁目７番17号 

面積 1,288.50㎡ 

用途地域 商業地域 

所有・それ以外の別 所有権 

建物 

構造と階数 鉄骨・鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根地下１階付４階建 

建築時期 平成29年７月12日 

延床面積 4,595.52㎡ 

種類   店舗・駐車場 

所有・それ以外の別 所有権 

主要なテナント 株式会社ザラ・ジャパン 

担保設定の有無 なし 

特記事項 

・本投資法人、本物件を信託財産とする信託受益権準共有持分にかかる他の準共

有者である三井不動産株式会社及び信託受託者は、準共有者間協定書（以下

「本件準共有者間協定書」といいます。）を取り交わしています。本件準共有

者間協定書においては、準共有者の一方が保有する準共有持分の全部又は一部

を譲渡しようとするときは、他に優先して準共有者に譲渡を申し出るものとさ

れ、取得を希望した場合には、優先的に交渉するものとされています。また、

一定の重要事項を除き、本物件の信託受益者としての意思決定が必要となる場

合、準共有者のうち準共有持分割合が最大である本投資法人が単独の裁量に基

づいて決定するものとされています。加えて、本物件の共有持分が現物で受託

者から受益者に返還される場合には、当該返還の日から5年間、民法第256条に

基づく本物件全体の分割を請求しないことが合意されます（ただし、登記はな

されません。）。 

・本土地の北側の一部に関し、北側隣地所有者との間で覚書が締結されており、

共同利用する通路が設置されています。 

（注１）取得価格及び不動産鑑定評価額は、本投資法人が保有する信託受益権の準共有持分（持分割合60％）相当額を記載しています。 

（注２）本投資法人の保有資産は、信託受益権の準共有持分（持分割合60％）ですが、取得価格及び不動産鑑定評価額以外は本物件全体

（100％）に関する情報を記載しています。 
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期末評価額、賃貸借の概況及び損益の状況 

  期別   第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

運用 
期間 

  始期 － － － － － 

  終期 － － － － － 

    日数 － － － － － 

  期末算定価額   － － － － － 

 
継続 
評価等 

  算定価額－取得価額 － － － － － 

  対取得価額割合 － － － － － 

  期末評価損益   － － － － － 

    期末帳簿価額 － － － － － 

投資 
比率 

算定価額ベース   － － － － － 

取得価額ベース   － － － － － 

賃貸借 
概況 

期末テナント数   － － － － － 

期末総賃貸可能面積   － － － － － 

期末総賃貸面積   － － － － － 

期末入居率   － － － － － 

  ①不動産賃貸事業収入合計   － － － － － 

    賃料 － － － － － 

    その他収入 － － － － － 

  ②不動産賃貸事業費用合計   － － － － － 

    公租公課 － － － － － 

    外注委託費 － － － － － 

 
損益等の 
状況 

（百万円） 
 

  損害保険料 － － － － － 

  修繕費 － － － － － 

  減価償却費 － － － － － 

    その他 － － － － － 

 
③不動産賃貸事業利益 
（＝①－②） 

  － － － － － 

 
④賃貸ＮＯＩ 
（＝③＋減価償却費） 

  － － － － － 

  ⑤資本的支出   － － － － － 

  ⑥ＮＣＦ（＝④－⑤）   － － － － － 
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（ハ）テナントへの賃貸条件

ａ．主要テナントの概要

本書の日付現在における主要テナント及びテナント毎の当期実績賃料と賃貸面積は、下表のとおりで

す。なお、主要テナントとは、当該テナントへの賃貸面積が本投資法人のポートフォリオ全体に係る総賃

貸面積の10％以上を占めるテナントをいいます。

テナントの名称 業種 物件の名称 

当期実績賃料 
（消費税等別） 
（百万円） 
（注１） 
（注４） 

比率 
（％） 

（注２） 
（注４） 

賃貸面積 
（㎡） 
（注３） 

比率 
（％） 

三井不動産 

株式会社 
不動産 

三井アウトレット 

パーク入間 

3,088 30.5 518,075.09 36.1 

三井ショッピング 

パークららぽーと 

磐田 

ギンザ・グラッセ 

三井ショッピング 

パーク ララガー 

デン春日部 

三井ショッピング 

パーク アルパー 

ク（東棟） 

三井ショッピング 

パーク ららぽー 

と新三郷アネック 

ス 

三井ショッピング 

パーク ららぽー 

と新三郷（注４） 

イオンリテール 

株式会社 
総合スーパー 

イオンスタイル品

川シーサイド 

2,293 22.6 383,405.83 26.7 イオンモール茨木 

イオンモールナゴ 

ヤドーム前 

合計 5,381 53.1 901,480.92 62.9 

             

テナント全体の合計 10,135 100.0 1,433,781.86 100.0 

（注１）「当期実績賃料」は賃貸事業収入と、その他賃貸事業収入の合計額を、百万円未満を切り捨てて記載しています。 

（注２）当期実績賃料の合計額に対する比率を記載しています。 

（注３）「賃貸面積」は、パススルー型マスターリース契約を締結している物件においては、エンドテナントとの賃貸借契約に

基づく面積の合計を記載しています。 

（注４）三井ショッピングパーク ららぽーと新三郷について、平成28年８月10日付で当該物件の共有持分（持分割合50％）を追

加取得し、当期末日現在、本投資法人は当該物件の共有持分（持分割合66％）を信託財産とする信託受益権を保有して

いますが、「賃貸面積」については、本物件全体の面積に基づいて算出しています。また、「当期実績賃料」について

は、本投資法人に帰属する賃料収入額に基づいて記載しています。 
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ｂ．主要テナントへの賃貸条件 

本書の日付現在における主要テナントへの賃貸条件は、それぞれ以下のとおりです。

なお、「敷金」及び「保証金」は、当期末日現在における各不動産及び信託不動産に係る各賃貸借契約

に付随する敷金及び保証金の残高を記載しています。

テナントの名称 物件の名称 契約期間 

年間賃料 
（消費税等別） 
（百万円） 
（注１） 

敷金 
（円） 

保証金 
（円） 

三井不動産 

株式会社 

 

三井アウトレッ 

トパーク入間 

30年 

（平成50年7月9日まで） 
1,284 642,000,000 － 

三井ショッピン 

グパークらら 

ぽーと磐田 

20年 

（平成42年6月30日まで） 
1,201 600,646,500 － 

ギンザ・グラッ 

セ 

22年（注２） 

（平成42年6月30日まで） 
698 688,945,803 － 

三井ショッピン 

グパーク ララ 

ガーデン春日部 

20年 

（平成43年2月15日まで） 
741 370,800,000 － 

三井ショッピン 

グパーク アル 

パーク（東棟） 

（注３） 

20年 

（平成45年2月18日まで） 
529 264,500,000 － 

三井ショッピン 

グパーク らら 

ぽーと新三郷ア 

ネックス 

20年 

（平成46年3月31日まで） 

－ 

（注４） 

－ 

（注４） 
－ 

三井ショッピン 

グパーク らら 

ぽーと新三郷 

（注５） 

20年 

（平成47年3月31日まで） 
1,172 586,080,000 － 

イオンリテール 

株式会社 

イオンスタイル品

川シーサイド 

20年 

（平成34年10月10日まで） 
1,468 2,150,000,000 

2,012,000,000 

（注６） 

イオンモール茨 

木 

20年 

（平成47年４月28日まで） 
1,507 5,363,072,701 － 

イオンモールナ 

ゴヤドーム前 

20年 

（平成38年３月23日まで） 
1,547 1,922,331,060 

3,139,807,398 

（注７） 

（注１）「年間賃料」は本書の日付現在において効力を有する各賃貸借契約書に表示された年間賃料又は月間賃料の合計額を12

倍することにより年換算して算出した金額を百万円未満を切り捨てて記載しています。一部売上歩合賃料を含む固定賃

料を採用している物件については、売上歩合賃料を除いた金額を記載しています。 

（注２）エンドテナントとの契約期間は２～15年です。 

（注３）三井ショッピングパーク アルパーク（東棟）は、本投資法人が保有するのは区分所有権の共有持分であり、上記テナ

ントは当該区分所有権に係る専有部分全体を賃借していますが、契約期間、年間賃料、敷金及び保証金は、本投資法人

に帰属するもののみを記載しています。なお、敷金につきましては、当期末日現在の数値を記載しています。 

（注４）賃借人の承諾が得られていないため開示していません。 

（注５）三井ショッピングパーク ららぽーと新三郷については、当期末日現在、本投資法人は当該物件の共有持分（持分割合

66％）を信託財産とする信託受益権を保有していますが、年間賃料、敷金及び保証金は、本投資法人に帰属するものの

みを記載しています。なお、敷金につきましては、当期末日現在の数値を記載しています。 

（注６）平成24年10月11日を第１回として以降10か年（計10回）にわたり、毎年10月11日に年利１％の利息を付して年賦均等に

て返還します。 

（注７）平成18年３月末日を第１回として以降20か年（計240回）にわたり、毎月末日までに月賦均等にて返還します。 
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本書の日付現在における主要テナントに係る契約の更新は、以下のとおりです。 

・三井不動産株式会社

三井アウトレットパーク入間

契約期間を30年とする定期建物賃貸借契約であり、同契約上は更新の定めはありません。

三井ショッピングパークららぽーと磐田

契約期間を20年とする定期建物賃貸借契約であり、同契約上は更新の定めはありません。

ギンザ・グラッセ

期間満了の１年前までに、賃貸人又は賃借人が各相手方に対し書面による別段の通知をした場

合を除き、自動的に契約満了日の翌日より１年間更新され、以降この例によります。

三井ショッピングパーク ララガーデン春日部

期間満了の１年前までに、賃貸人又は賃借人が各相手方に対し書面による別段の通知をした場

合を除き、自動的に契約満了日の翌日より２年間更新され、以降この例によります。

三井ショッピングパーク アルパーク（東棟）

期間満了の１年前までに、賃貸人又は賃借人が各相手方に対し書面による別段の通知をした場

合を除き、自動的に契約満了日の翌日より２年間更新され、以降この例によります。

三井ショッピングパークららぽーと新三郷アネックス

契約期間を20年とする定期建物賃貸借契約であり、同契約上は更新の定めはありません。

三井ショッピングパークららぽーと新三郷

期間満了の１年前までに、賃貸人又は賃借人が各相手方に対し書面による別段の通知をした場

合を除き、自動的に契約満了日の翌日より２年間更新され、以降この例によります。

・イオンリテール株式会社

イオンスタイル品川シーサイド

 期間満了の１年前までに、賃貸人又は賃借人が相手方に対して、書面による更新拒絶の意思表

示をしないときは、同一条件で更に２年間更新され、以降この例によります。

イオンモール茨木

 契約期間を20年とする定期建物賃貸借契約であり、同契約上は更新の定めはありません。

イオンモールナゴヤドーム前

 契約期間を20年とする定期建物賃貸借契約であり、同契約上は更新の定めはありません。

 

（ニ）主要な不動産等の物件に関する情報 

本投資法人が本書の日付現在保有している資産における、「年間賃料合計」が「全年間賃料合計」の

10％以上を占める不動産又は信託不動産はありません。

 

（ホ）ポートフォリオの状況

本投資法人が保有する不動産及び信託不動産の本書の日付現在におけるポートフォリオの状況は以下の

とおりです。

ａ．地域分散

地域 物件数 
取得価格 
（百万円） 

比率 
（％） 
（注１） 

総賃貸可能面積 
の合計 

（㎡）（注２） 

比率 
（％） 

（注１） 

首都圏 19 161,580 53.4 622,517.35 43.3 

中部 ３ 49,300 16.3 295,515.79 20.5 

関西 ４ 37,650 12.4 212,322.12 14.8 

中国 ３ 30,540 10.1 193,827.90 13.5 

九州・沖縄 ５ 23,638 7.8 114,211.77 7.9 

合計 34 302,708 100.0 1,438,394.93 100.0 

（注１） 「比率」は小数第２位を四捨五入して記載しています。 

（注２） パススルー型マスターリース契約が締結されている物件については、エンドテナントに対して賃貸可能な面積を

もって集計した数値を記載しています。 
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ｂ．築年数の状態 

築年数 物件数 
取得価格 
（百万円） 

比率 
（％） 

（注２） 

総賃貸可能面積 
の合計 
（㎡） 

比率 
（％） 

（注２） 

10年超 20 183,270 66.8 926,297.08 75.2 

５年超10年以内 ５ 72,970 26.6 299,204.79 24.3 

５年以内 ２ 17,920 6.5 6,363.60 0.5 

合計 27 274,160 100.0 1,231,865.47 100.0 

（注１） 上記の数値の算出にあたっては、フレスポ鳥栖（底地）、コストコホールセール入間倉庫店（底地）、サミット

ストア横浜岡野店（底地）、コーナン川崎小田栄モール（底地）、コストコホールセール新三郷倉庫店（底

地）、ホームセンターコーナン広島皆実町店（底地）及びスーパービバホーム座間店・スーパー三和 座間東原

店（底地）は除いています。 

（注２） 「比率」は小数第２位を四捨五入して記載しています。 

 

ｃ．賃貸借期間の分布

賃貸借期間（注１） 
年間賃料 
（百万円） 

比率 
（％） 
（注２） 

（契約期間）      

10年超 31 17,477 88.1 

10年以内 85 2,371 11.9 

（残存期間）      

10年超 15 9,237 46.5 

10年以内 101 10,612 53.5 

合計 116 19,849 100.0 

（注１） 賃貸借期間の欄の数字は賃貸借契約の個数を記載しています。なお、パススルー型マスターリース契約が締結さ

れている物件については、マスターリース会社とエンドテナントとの賃貸借契約の個数を記載しています。 

（注２） 「比率」は小数第２位を四捨五入して記載しています。 

 

（ヘ）資本的支出の状況

ａ．当期末後の資本的支出及び資本的支出の予定

本投資法人が保有している不動産及び信託不動産に関して、当期末後に行われた資本的支出及び本書の

日付現在計画している資本的支出の予定は以下のとおりです。なお、下記の工事（予定）金額には、会計

上費用処理される部分が含まれています。

不動産等の名称 所在地 目的 工事（予定）期間 

工事（予定）金額（百万円） 
（注） 

総額 
当期 

支払額 
既支払 
総額 

イオンスタイル品川 

シーサイド 
東京都品川区 非常用発電機新設工事 

自 平成30年１月 

至 平成30年６月 
105 － － 

イオンスタイル品川 

シーサイド 
東京都品川区 防火設備改修工事 

自 平成30年４月 

至 平成30年６月 
５ － － 

志村ショッピングセン

ター 
東京都板橋区 

駐車場信号装置更新工

事 

自 平成30年６月 

至 平成30年６月 
３ － － 

その他の資本的支出 44 － － 

合計 158 － － 

（注）「工事（予定）金額」は百万円未満を切り捨てて記載しています。 
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ｂ．期中に行った資本的支出 

本投資法人が当期中に不動産及び信託不動産に関して行った資本的支出に該当する工事の概要は以下の

とおりです。当期の資本的支出は171百万円であり、当期の費用に区分された修繕費317百万円と合わせ、

合計488百万円の工事を実施しています。

不動産等の名称 所在地 目的 期間 
工事金額（百万円） 

（注） 

イオンモール茨木 大阪府茨木市 空調機更新工事 
自 平成29年10月 

至 平成29年12月 
32 

イオンモール茨木 大阪府茨木市 受信機設備更新工事 
自 平成29年11月 

至 平成29年12月 
27 

イオンスタイル品川シ

ーサイド 
東京都品川区 電気設備更新工事 

自 平成29年９月 

至 平成29年10月 
16 

その他の資本的支出 94 

合計 171 

（注）「工事金額」は百万円未満を切り捨てて記載しています。 

 

ｃ．長期修繕計画のために積立てた金銭（修繕積立金）

本投資法人は、各不動産及び信託不動産毎に策定している長期修繕計画に基づき、期中のキャッシュ・

フローの中から、中長期的な資本的支出又は修繕に備えるための金銭の積立てを以下のとおり行っていま

す。

営業期間 
第18期 

（自 平成25年１月１日 
至 平成25年６月30日） 

第19期 
（自 平成25年７月１日 

至 平成25年12月31日） 

第20期 
（自 平成26年１月１日 

至 平成26年６月30日） 

第21期 
（自 平成26年７月１日 

至 平成26年12月31日） 

第22期 
（自 平成27年１月１日 

至 平成27年６月30日） 

当期首積立

金残高 
300百万円 300百万円 400百万円 400百万円 400百万円 

当期積立額 － 100百万円 － － － 

当期積立金

取崩額 
－ － － － － 

次期繰越額 300百万円 400百万円 400百万円 400百万円 400百万円 

 

営業期間 
第23期 

（自 平成27年７月１日 
至 平成27年12月31日） 

第24期 
（自 平成28年１月１日 
 至 平成28年６月30日） 

第25期 
（自 平成28年７月１日 
 至 平成28年12月31日） 

第26期 
（自 平成29年１月１日 
 至 平成29年６月30日） 

第27期 
（自 平成29年７月１日 

至 平成29年12月31日） 

当期首積立

金残高 
400百万円 400百万円 400百万円 400百万円 400百万円 

当期積立額 － － － － 100百万円 

当期積立金

取崩額 
－ － － － － 

次期繰越額 400百万円 400百万円 400百万円 400百万円 500百万円 
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（ト）建物状況評価報告書及び地震リスク分析の概要 

本投資法人が本書の日付現在保有する不動産及び信託不動産に係る各建物の建物状況評価報告書及び地

震リスク分析の概要は以下のとおりです。

なお、以下に記載する各建物状況評価報告書及び地震リスク分析の概要は、本投資法人が、各建物に関

して、清水建設株式会社又は株式会社シミズ・ビルライフケアに対し、建物劣化診断調査、短期・長期修

繕計画の策定、建築基準法等の法令遵守状況調査、建物有害物質含有調査、土壌環境調査等の建物状況評

価を委託し作成された建物状況評価報告書に基づくものです。当該報告書の内容は、あくまで上記調査業

者の意見であり、本投資法人がその内容の妥当性、正確性を保証するものではありません。

物件名称 調査業者 報告書日付 

長期修繕の 
費用見積 
合計 

（百万円） 
（注１） 

地震リスク分析における 
予想最大損失率 

（ＰＭＬ）（％） 

イオンスタイル品川シーサ

イド 
清水建設株式会社 平成27年10月27日 1,000 14 

イオンモール茨木 同上 平成27年６月15日 1,571 

（店舗等）13 

（立体駐車場棟）11 

（スポーツ棟）10 

パピヨンプラザ 同上 平成26年12月２日 420 1 

上池台東急ストア 同上 平成27年10月27日 21 11 

ベルタウン丹波口駅前店 同上 平成27年10月14日 68 9 

イオンモールナゴヤドーム

前 
同上 平成28年６月９日 1,148 13 

サミットストア 

滝野川紅葉橋店 
同上 平成28年11月29日 36 12 

ゆめタウン広島 同上 平成25年６月４日 69 10 

クイーンズ伊勢丹 

杉並桃井店 
同上 平成25年９月４日 35 12 

三井アウトレットパーク 

入間 
同上 平成25年９月３日 509 

（店舗棟）14 

（駐車場棟）13 

Desigual Harajuku 同上 平成25年３月４日 11 14 

イトーヨーカドー東大和店 同上 平成26年４月14日 549 12 

イオンタウン田無芝久保 同上 平成26年４月４日 220 11 

ドン・キホーテ福岡天神 

本店 

清水建設株式会社 

株式会社シミズ・ 

ビルライフケア 

平成26年11月７日 

平成29年６月30日 
124（注２） 2（注２） 

三井ショッピングパーク 

ららぽーと磐田 
清水建設株式会社 平成27年５月27日 1,156 16 

ギンザ・グラッセ 同上 平成27年６月18日 169 11 

志村ショッピングセンター 同上 平成27年10月16日 213 14 

三井ショッピングパーク 

ララガーデン春日部 
同上 平成28年３月31日 629 13 
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物件名称 調査業者 報告書日付 

長期修繕の 
費用見積 
合計 

（百万円） 
（注１） 

地震リスク分析における 
予想最大損失率 

（ＰＭＬ）（％） 

VIORO 清水建設株式会社 平成29年４月20日 295 1 

カナート洛北 同上 平成29年12月21日 713 9 

池袋スクエア 同上 平成30年３月１日 185 14 

三井ショッピングパーク 

アルパーク（東棟） 
同上 平成25年１月11日 

565 

（注３） 
12 

三井ショッピングパーク 

ららぽーと新三郷アネック

ス 

同上 平成25年12月26日 27 12 

心斎橋スクエア 同上 平成27年３月４日 9 7 

三井ショッピングパーク 

ららぽーと新三郷 
同上 平成28年１月18日 

1,074 

（注４） 
11 

コジマ×ビックカメラ那覇

店 
同上 平成27年９月16日 53 6 

栄グローブ 同上 平成30年１月10日 16 9 

合計 10,899 7.66（注５） 

（注１）「長期修繕の費用見積合計」は調査業者により調査・作成された建物状況評価報告書に基づく長期的修繕・更新費用予測（12

年）の金額を百万円未満を切り捨てて記載しています。なお、修繕とは部分的に劣化、破損及び汚損した部分・部品を機能上

支障のない状態まで回復させる工事を、更新とは全体的に劣化、破損及び汚損した部材・部品や機器などを新しいものに取り

替える工事を意味します。 

（注２）「長期修繕の費用見積合計」については、株式会社シミズ・ビルライフケア作成の平成29年６月30日付建物状況評価報告書に

記載の内容を、「地震リスク分析における予想最大損失率」については、清水建設株式会社作成の平成26年11月７日付建物状

況評価報告書に記載の内容を、それぞれ記載しています。 

（注３）三井不動産との間の建物賃貸借契約において、賃借人が負担することとなっている修繕費及び更新費については上記金額に含

んでいません。 

（注４）三井ショッピングパーク ららぽーと新三郷について、本書の日付現在、本投資法人が有するのは当該物件の共有持分（持分

割合66％）を信託財産とする信託受益権ですが、本物件全体の金額を記載しています。 

（注５）地震リスク分析における予想最大損失率（ＰＭＬ）の合計の欄は本書の日付現在のポートフォリオ全体のＰＭＬを記載してい

ます。 
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（チ）設計者、施工者、建築確認機関

本投資法人が本書の日付現在保有する不動産及び信託不動産に係る各建物の設計者、施工者及び建築確認

機関は、以下のとおりです。

物件名称 設計者 施工者 建築確認機関 

イオンスタイル品川 

シーサイド 

アール・アイ・エー・ジェイテ

ィ不動産設計監理共同企業体 

清水・三井特定建設工事共同企

業体 
東京都品川区 

イオンモール茨木 
株式会社竹中工務店大阪本店一

級建築士事務所 

竹中工務店・日産建設共同企業

体 
茨木市 

パピヨンプラザ 
ジェイティ不動産株式会社一級

建築士事務所 
ジェイティ不動産株式会社 福岡市 

上池台東急ストア 
飛島建設株式会社関東支店一級

建築士事務所 
飛島建設株式会社 東京都大田区 

ベルタウン丹波口駅前店 
鹿島建設株式会社関西支店一級

建築士事務所 
鹿島建設株式会社関西支店 株式会社京都確認検査機構 

イオンモールナゴヤドーム前 
株式会社ジェイティ開発コンサ

ルティング一級建築士事務所 
大成建設株式会社名古屋支店 日本ＥＲＩ株式会社 

サミットストア滝野川紅葉橋店 
三井住友建設株式会社一級建築

士事務所 
三井住友建設株式会社東京支店 

イーホームズ株式会社（当初設

計時） 

株式会社東京建築検査機構 

（設計変更時） 

ゆめタウン広島 
株式会社ジェイティ開発コンサ

ルティング一級建築士事務所 
清水建設株式会社 日本ＥＲＩ株式会社 

クイーンズ伊勢丹 

杉並桃井店 

三井住友建設株式会社一級建築

士事務所 
三井住友建設株式会社 東京都 

三井アウトレットパーク 

入間 

三井住友建設株式会社一級建築

士事務所 
三井住友建設株式会社東京支店 株式会社東京建築検査機構 

Desigual Harajuku 浅井謙建築研究所株式会社 住友建設株式会社 東京都渋谷区 

イトーヨーカドー東大和店 株式会社日本設計 鹿島建設株式会社 一般財団法人日本建築センター 

イオンタウン田無芝久保 
株式会社大本組東京本社一級建

築士事務所 
株式会社大本組 株式会社都市居住評価センター 

ドン・キホーテ福岡天神本店 株式会社坂倉建築研究所 株式会社竹中工務店 福岡市 

三井ショッピングパーク 

ららぽーと磐田 

株式会社大林組名古屋支店一級

建築士事務所 
株式会社大林組 一般財団法人日本建築センター 

ギンザ・グラッセ 
清水建設株式会社一級建築士事

務所 
清水建設株式会社 株式会社東京建築検査機構 

志村ショッピングセンター 株式会社Ａ＆Ｆ建築事務所 前田建設工業株式会社 東京都 

三井ショッピングパーク 

ララガーデン春日部 

株式会社錢高組一級建築士事務

所 
株式会社錢高組 日本建築検査協会株式会社 

VIORO 株式会社竹中工務店 株式会社竹中工務店 日本ＥＲＩ株式会社 

カナート洛北 
鹿島建設株式会社一級建築士事

務所 
鹿島建設株式会社 株式会社京都確認検査機構 

池袋スクエア 
鹿島建設株式会社一級建築士事

務所 
鹿島建設株式会社 

ビューローベリタスジャパン株

式会社 

三井ショッピングパーク 

アルパーク（東棟） 

フジタ工業株式会社広島支店一

級建築士事務所 

フジタ工業株式会社、三井不動

産建設株式会社、広電建設株式

会社 共同企業体 

広島市西区 

三井ショッピングパーク 

ららぽーと新三郷アネックス 

株式会社錢高組一級建築士事務

所 
株式会社錢高組 日本建築検査協会株式会社 

心斎橋スクエア 
株式会社錢高組一級建築士事務

所 
株式会社錢高組 株式会社国際確認検査センター 

三井ショッピングパーク 

ららぽーと新三郷 

株式会社錢高組一級建築士事務

所 
株式会社錢高組 日本建築検査協会株式会社 

コジマ×ビックカメラ那覇店 株式会社檜綜合設計 株式会社商建 日本ＥＲＩ株式会社 

栄グローブ 
三井住友建設株式会社中部支店

一級建築士事務所 
三井住友建設株式会社中部支店 株式会社確認サービス 

（注）上記物件には国や自治体が公表している構造計算書偽造物件は含まれていません。 
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（リ）担保提供の状況（本書の日付現在） 

（単位：千円） 
 

物件の名称 担保状況 
担保 
種類 

担保権者 

被担保債権 

種類 
金額 

（注１） 

イオンスタイル品川 

シーサイド 
－ 有担保 抵当権 

イオンリテール株式

会社 

敷金返還請 

求権 
2,150,000 

保証金返還

請求権 
2,012,000 

イオンモール茨木（注２） － 有担保 抵当権 
イオンリテール株式

会社 

敷金返還請

求権 
5,363,072 

パピヨンプラザ 無担保 － － － － － 

上池台東急ストア － 有担保 抵当権 株式会社東急ストア 

敷金返還請 

求権 
36,900 

保証金返還 

請求権 
40,682 

ベルタウン丹波口駅前店 － 有担保 抵当権 株式会社マツモト 

敷金返還請 

求権 
100,000 

保証金返還 

請求権 
202,548 

イオンモールナゴヤドーム 

前 
－ 有担保 抵当権 

イオンリテール株式

会社 

敷金返還請 

求権 
1,922,331 

保証金返還 

請求権 
3,139,807 

サミットストア滝野川 

紅葉橋店 
無担保 － － － － － 

ホームセンターコーナン 

広島皆実町店（底地） 
無担保 － － － － － 

フレスポ鳥栖（底地） 無担保 － － － － － 

ゆめタウン広島 無担保 － － － － － 

三井アウトレットパーク 

入間 
無担保 － － － － － 

コストコホールセール入間 

倉庫店（底地） 
無担保 － － － － － 

クイーンズ伊勢丹 

杉並桃井店（注３） 
無担保 － － － － － 

Desigual Harajuku 無担保 － － － － － 

イトーヨーカドー東大和店 無担保 － － － － － 
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物件の名称 担保状況 
担保 
種類 

担保権者 

被担保債権 

種類 
金額 

（注１） 

イオンタウン田無芝久保 

（注４） 
無担保 － － － － － 

ドン・キホーテ福岡天神 

本店 
無担保 － － － － － 

三井ショッピングパーク 

ららぽーと磐田 
無担保 － － － － － 

ギンザ・グラッセ 無担保 － － － － － 

志村ショッピングセンター 

（注５） 
－ 有担保 抵当権 サミット株式会社 

敷金返還請 

求権 
357,360 

保証金返還 

請求権 
285,888 

三井ショッピングパーク 

ララガーデン春日部 
無担保 － － － － － 

サミットストア横浜岡野店 

（底地） 
無担保 － － － － － 

VIORO 無担保 － － － － － 

カナート洛北 無担保 － － － － － 

池袋スクエア 無担保 － － － － － 

三井ショッピングパーク 

アルパーク（東棟） 
無担保 － － － － － 

コーナン川崎小田栄モール 

（底地） 
無担保 － － － － － 

三井ショッピングパーク 

ららぽーと新三郷アネック 

ス 

無担保 － － － － － 

心斎橋スクエア 無担保 － － － － － 

三井ショッピングパーク 

ららぽーと新三郷 
無担保 － － － － － 

コストコホールセール 

新三郷倉庫店（底地） 
無担保 － － － － － 

コジマ×ビックカメラ那覇 

店 
無担保 － － － － － 

スーパービバホーム座間

店・スーパー三和 座間東原

店（底地） 

無担保 － － － － － 

栄グローブ 無担保 － － － － － 

（注１）「金額」は当期末日現在における残高を、千円未満を切り捨てて記載しています。 

（注２）当該物件に関し、上記抵当権の他、建物に付保された保険に係る本投資法人の損害保険ジャパン日本興亜株式会社に対

する保険金債権について、本投資法人に対する敷金及び保証金請求権を被担保債権とした、イオンリテール株式会社を

質権者とする保険金債権質権設定がされています。 

（注３）当該物件に関し、本投資法人は担保提供を行っていませんが、信託受託者の預金債権について、信託受託者に対する敷

金返還債権を被担保債権とした、株式会社三越伊勢丹フードサービスを質権者とする預金債権質権設定がされていま

す。 

（注４）当該物件に関し、本投資法人は担保提供を行っていませんが、信託受託者の預金債権について、信託受託者に対する敷

金返還債権を被担保債権とした、イオンタウン株式会社を質権者とする預金債権質権設定がされています。 

（注５）当該物件に関し、上記抵当権の他、建物に付保された保険に係る本投資法人の損害保険ジャパン日本興亜株式会社に対

する保険金債権について、本投資法人に対する敷金及び保証金請求権を被担保債権とした、サミット株式会社を質権者

とする保険金債権質権設定がされています。 
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（ヌ）投資不動産物件及び信託不動産以外の投資資産 

 

 投資不動産物件及び信託不動産以外に本書の日付現在本投資法人によるその他投資資産の組入れは、以下

のとおりです。

 

名称 数量 投資資産 評価額（注） 投資比率

パピヨンプラザ １ 商標権 324,609円 0.0％

（注）「評価額」は貸借対照表に計上した金額を記載しています。 
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（３）【運用実績】

①【純資産等の推移】

 第27期の直近６計算期間末日における本投資法人の総資産額、純資産総額及び投資口の１口当たり純資産額は次

のとおりです。なお、総資産額、純資産総額及び投資口の１口当たり純資産額について、期中では正確に把握でき

ないため、各月末における推移は記載していません。

年月日
総資産額
（百万円）

（注１）（注２）

純資産総額
（百万円）

（注１）（注２）

１口当たり純資産額
（円）

第22期計算期間末

（平成27年６月末日）

269,014

（264,371)

151,762

（147,119)

305,972

（296,612)

第23期計算期間末

（平成27年12月末日）

268,098

（263,289)

151,928

（147,119)

306,307

（296,612)

第24期計算期間末

（平成28年６月末日）

267,353

(262,545)

151,587

（146,779)

305,620

（295,926)

第25期計算期間末

（平成28年12月末日）

274,263

(269,351)

151,691

（146,779)

305,829

（295,926)

第26期計算期間末

（平成29年６月末日）

274,826

(269,855)

151,750

（146,779)

305,948

（295,926)

第27期計算期間末

（平成29年12月末日）

272,792

(267,759)

151,811

（146,779)

306,072

（295,926)

（注１）帳簿価額を記載しています。 

（注２）百万円未満を切り捨てて記載しています。 

（注３）括弧内の数値は、分配落ち後の金額です。 

 

（本投資証券の取引所価格の推移）

直近６計算期間

の最高・最低投

資口価格 

期 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

決算 

年月 

平成27年 

６月 

平成27年 

12月 

平成28年 

６月 

平成28年 

12月 

平成29年 

６月 

平成29年 

12月 

最高 

（円） 
597,000 550,000 572,000 557,000 523,000 480,000 

最低 

（円） 
504,000 428,500 440,000 471,000 462,500 436,500 

 

第27期開始日以

降の月別最高・

最低投資口価格

及び売買高 

月別 
平成29年 

７月 
８月 ９月 10月 11月 12月 

平成30年 

１月 
２月 

最高 

（円） 
472,500 480,000 476,500 462,500 464,000 458,000 467,500 456,000 

最低 

（円） 
442,500 460,000 455,500 443,500 439,000 436,500 436,500 435,500 

売買高 

（口） 
21,644 16,195 16,085 15,745 18,245 20,732 20,624 22,420 

（注）「最高・最低投資口価格」は、東京証券取引所不動産投資信託証券市場の取引値によります。 
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②【分配の推移】

計算期間 分配総額（百万円） １口当たり分配金（円）

第22期（自 平成27年１月１日

     至 平成27年６月30日）
4,642 9,360（注） 

第23期（自 平成27年７月１日

     至 平成27年12月31日）
4,808 9,695（注） 

第24期（自 平成28年１月１日

     至 平成28年６月30日）
4,808 9,694（注） 

第25期（自 平成28年７月１日

     至 平成28年12月31日）
4,911 9,903（注） 

第26期（自 平成29年１月１日

     至 平成29年６月30日）
4,970 10,022（注） 

第27期（自 平成29年７月１日

     至 平成29年12月31日）
5,032 10,146（注） 

（注）うち、１口当たり利益超過分配金は０円です。 

 

③【自己資本利益率（収益率）の推移】

計算期間 自己資本利益率（注） （年換算値）

第22期（自 平成27年１月１日

     至 平成27年６月30日）
3.1％ （6.2％）

第23期（自 平成27年７月１日

     至 平成27年12月31日）
3.2％ （6.3％）

第24期（自 平成28年１月１日

     至 平成28年６月30日）
2.9％ （5.9％）

第25期（自 平成28年７月１日

     至 平成28年12月31日）
3.2％ （6.4％）

第26期（自 平成29年１月１日

     至 平成29年６月30日）
3.3％ （6.6％）

第27期（自 平成29年７月１日

     至 平成29年12月31日）
3.3％ （6.6％）

（注）自己資本利益率＝当期純利益／（（期首純資産額＋期末純資産額）÷２）×100（小数第２位を四捨五入して記載しています。） 
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第二部【投資法人の詳細情報】

第１【投資法人の追加情報】

１【投資法人の沿革】

平成16年５月11日   設立企画人（フロンティア・リート・マネジメント株式会社（現三井不動産フ

ロンティアリートマネジメント株式会社））による投信法第69条第１項に基づ

く本投資法人の設立に係る届出

平成16年５月12日   投信法第166条に基づく本投資法人の設立の登記、本投資法人の成立

平成16年５月17日   投信法第188条に基づく本投資法人の登録の申請

平成16年６月16日   内閣総理大臣による投信法第187条に基づく本投資法人の登録の実施（登録番

号 関東財務局長 第27号）

平成16年８月７日   日本国内における公募による新投資口発行

平成16年８月９日   東京証券取引所に上場

資産運用の開始

平成16年９月８日   第三者割当による新投資口発行

平成18年３月28日   規約の変更

平成20年３月24日   第三者割当による新投資口発行

平成20年３月25日   規約の変更

平成20年７月24日   日本国内における公募による新投資口発行

平成22年３月26日   規約の変更

平成22年５月１日   東京都中央区銀座六丁目８番７号交詢ビルディング６階へ本店移転

平成22年５月１日   規約の変更

平成22年７月１日   日本国内における公募による新投資口発行

平成22年７月28日   第三者割当による新投資口発行

平成24年３月23日   規約の変更

平成24年７月10日   日本国内における公募による新投資口発行

平成24年８月８日   第三者割当による新投資口発行

平成25年３月５日   日本国内における公募による新投資口発行

平成25年３月21日   第三者割当による新投資口発行

平成26年１月１日   投資口の分割（投資口１口につき２口の割合）

平成26年１月１日   規約の変更

平成26年３月26日   規約の変更

平成28年３月24日   規約の変更
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２【役員の状況】

（本書の日付現在）
 

役職名 氏名 主要略歴
所有投
資口数

執行役員 永田 和一

昭和44年 ４月 三井不動産株式会社 入社

０口

平成２年 ４月 同社 関西支社業務施設事業部長

平成８年 ４月 同社 グループ経営企画本部

グループ経営企画部長

平成10年 ６月 同社 取締役 グループ経営企画

本部 グループ経営企画部長

平成13年 ４月 同社 取締役 常務執行役員

グループ経営本部長

平成13年 ６月 同社 常務執行役員 グループ経

営本部長

平成15年 ４月 同社 専務執行役員 関連事業本

部長

平成15年 ６月 同社 専務取締役 専務執行役員

関連事業本部長

平成17年 ４月 同社 専務取締役 専務執行役員

商業施設本部長

平成19年 ４月 同社 専務取締役

平成19年 ６月 同社 常任監査役

平成23年 ６月 同社 顧問

平成26年 ４月 本投資法人 執行役員就任

（現在に至る）

監督役員

落合 孝彰

昭和50年 １月 監査法人朝日会計社（現 有限責任あずさ監

査法人） 入社

０口 

昭和53年 ３月 公認会計士登録

平成元年 ５月 監査法人朝日新和会計社（現 有限責任 あ

ずさ監査法人） 社員

平成11年 ５月 朝日監査法人（現 有限責任 あずさ監査法

人） 代表社員

平成20年 ６月 あずさ監査法人（現 有限責任 あずさ監査

法人） 監事

平成22年 ７月 有限責任 あずさ監査法人 パートナー

平成23年 ６月 有限責任 あずさ監査法人 退職

平成23年 ７月 落合公認会計士事務所開設

（現在に至る）

平成24年 ４月 本投資法人 監督役員就任

（現在に至る）

平成25年 ６月

 

日本電産コパル電子株式会社

監査役

鈴木 敏雄

昭和46年 ４月 三菱商事株式会社 入社

０口 

平成12年 ４月 同社 退職

平成21年 12月 弁護士登録（第一東京弁護士会）

平成21年 12月 小岩井・桜木・櫻井法律特許事務所（現 桜

木・中野法律事務所）入所（現在に至る）

平成28年 ４月 本投資法人 監督役員就任

（現在に至る）
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なお、平成30年３月27日開催の投資主総会において、平成30年４月１日付で執行役員として岩藤孝雄（新任）

が、監督役員として落合孝彰（重任）及び鈴木敏雄（重任）が、それぞれ選任されています。本書の日付現在の新

任として選任された執行役員の主要略歴等は以下のとおりです。

（本書の日付現在）
 

役職名 氏名 主要略歴
所有投
資口数

執行役員 岩藤 孝雄

昭和48年 ４月 三井不動産株式会社 入社

０口

平成11年 ４月 同社 グループ経営本部関連事業部長

平成13年 ４月 同社 総務部長 兼 監査室長

平成15年 ４月 同社 執行役員 総務部長 兼

監査室長

平成17年 ４月 同社 執行役員 総務部長

平成19年 ４月 同社 顧問

  三井不動産レジデンシャル株式会社

常任監査役

平成26年 ３月 三井不動産株式会社 顧問 退任

  三井不動産レジデンシャル株式会社

常任監査役 退任

（注）執行役員が欠けた場合又は法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、平成30年３月27日開催の投資主総会において、藤山吾

朗及び金井潤を補欠執行役員として選任することが決議されています。なお、藤山吾朗は、本書の日付現在、本資産運用会社の代

表取締役社長であり、金井潤は、本書の日付現在、本資産運用会社の取締役企画・管理部長です。 
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３【その他】

（１）役員の変更 

 執行役員及び監督役員は、投資主総会の決議によって選任されます（投信法第96条、規約第18条第１項）。

 執行役員及び監督役員の任期は、選任後２年です（規約第18条第２項本文）。ただし、補欠として又は増員の

ため選任された執行役員又は監督役員の任期は、前任者又は在任者の残存期間と同一とします（規約第18条第２

項ただし書）。補欠の役員の選任に係る決議が効力を有する期間は、当該決議がなされた投資主総会（当該投資

主総会において役員が選任されなかった場合には、役員が選任された直近の投資主総会）において選任された役

員の任期が満了する時までとします。ただし、投資主総会の決議によってその期間を短縮することを妨げません

（規約第18条第３項）。

 執行役員及び監督役員の解任は、投資主総会において、発行済投資口の過半数の投資口を有する投資主が出席

し、出席した当該投資主の議決権の過半数をもって行われます（投信法第104条、第106条）。執行役員又は監督

役員の職務の執行に関し不正の行為又は法令若しくは規約に違反する重大な事実があったにもかかわらず、当該

執行役員又は監督役員を解任する旨の議案が投資主総会において否決されたときは、発行済投資口の100分の３以

上に当たる投資口を有する投資主（６か月前より引き続き当該投資口を有するものに限ります。）は、当該投資

主総会の日から30日以内に訴えをもって当該執行役員又は監督役員の解任を請求することができます（投信法第

104条第３項、会社法第854条第１項）。なお、投資主総会における決議の方法については、後記「第３ 管理及

び運営 ３ 投資主・投資法人債権者の権利 Ａ．投資主の権利 （１）投資主総会における議決権」をご参照

ください。

 

（２）規約の変更、事業譲渡又は事業譲受、出資の状況その他の重要事項 

① 規約の変更

 規約の変更の手続等については、後記「第３ 管理及び運営 １ 資産管理等の概要 （５）その他 ③ 

規約の変更に関する手続」をご参照ください。

② 事業譲渡又は事業譲受

 該当事項はありません。

③ 出資の状況その他の重要事項

 該当事項はありません。

 

（３）訴訟事件その他投資法人に重要な影響を及ぼすことが予想される事実 

 本書の日付現在、訴訟事件その他本投資法人に重要な影響を及ぼした事実及び重要な影響を及ぼすことが予想

される事実はありません。

 

第２【手続等】

１【申込（販売）手続等】

 該当事項はありません。 

 

２【買戻し手続等】

 本投資法人は、クローズド・エンド型であり、投資主の請求による投資口の払戻しを行いません（規約第８条第

１項）。 

 本投資証券は、東京証券取引所を通じて売買することが可能です。また、金融商品取引所外で本投資証券を譲渡

することも可能です。なお、本投資法人は、投資主との合意により本投資法人の投資口を有償で取得することがで

きるものとしています（規約第８条第２項）。 
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第３【管理及び運営】

１【資産管理等の概要】

（１）【資産の評価】

① 本投資法人が発行する投資口の１口当たりの純資産額は、後記「（４）計算期間」記載の決算期毎に、以下

の算式にて算出します。 

 １口当たり純資産額＝（総資産の資産評価額－負債総額）÷発行済投資口の総口数 

 

② 本投資法人の資産評価の方法及び基準は、運用資産の種類毎に定めるものとし、原則として以下のとおりと

します（規約第34条第１項）。

ａ．不動産、不動産の賃借権及び地上権

 取得価額から減価償却累計額を控除した価額により評価します。なお、建物及び設備等についての減価償

却額の算定方法は定額法によります。ただし、本投資法人が採用する算定方法が合理的な理由により適当で

はないと判断する場合でかつ投資者保護上、問題ないと合理的に判断できる場合には、法令に従い他の算定

方法に変更することができるものとします。

ｂ．不動産、不動産の賃借権又は地上権のみを信託する信託の受益権

 信託財産が上記ａ．に掲げる資産の場合は上記ａ．に従った評価を行い、金融資産及び負債の場合は一般

に公正妥当と認められる企業会計の慣行に従った評価をした上で、資産の合計額から負債の合計額を控除し

て当該信託の受益権の持分相当額を算定した価額により評価します。

ｃ．信託財産を主として不動産、不動産の賃借権又は地上権に対する投資として運用することを目的とする金

銭の信託の受益権

 信託財産の構成資産が上記ａ．に掲げる資産の場合は、上記ａ．に従った評価を行い、金融資産及び負債

の場合は一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行に従った評価を行った上で、資産の合計額から負債の

合計額を控除して当該信託の受益権の持分相当額を算定した価額により評価します。

ｄ．不動産に関する匿名組合出資持分

 匿名組合出資持分の構成資産が上記ａ．からｃ．までに掲げる資産の場合は、それぞれに定める方法に従

った評価を行い、金融資産及び負債の場合は一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行に従った評価を行

った上で、資産の合計額から負債の合計額を控除して当該匿名組合出資の持分相当額を算定した価額により

評価します。

ｅ．信託財産を主として不動産に関する匿名組合出資持分に対する投資として運用することを目的とする金銭

の信託の受益権

 信託財産である匿名組合出資持分について上記ｄ．に従った評価を行い、金融資産及び負債については一

般に公正妥当と認められる企業会計の慣行に従った評価を行った上で、資産の合計額から負債の合計額を控

除して当該信託の受益権の持分相当額を算定した価額により評価します。

ｆ．有価証券

 当該有価証券の市場価格がある場合には、市場価格に基づく価額を用います。市場価格がない場合には、

合理的に算定された価額により評価します。

ｇ．金銭債権

 取得価額から、貸倒引当金を控除した金額により評価します。ただし、当該金銭債権を債権金額より低い

価額又は高い価額で取得した場合において、取得金額と債権金額との差額の性格が金利の調整と認められる

ときは、償却原価法に基づいて算定された価額から貸倒引当金を控除した金額により評価します。

ｈ．金銭の信託の受益権

 投資運用する資産に応じて、上記ａ．からｇ．まで及び下記ｊ．に定める当該投資資産の評価方法に従い

評価を行い、金融資産及び負債の場合は一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行に従った評価を行った

上で、資産の合計額から負債の合計額を控除して当該信託の受益権の持分相当額を算定した価額により評価

します。

ｉ．デリバティブ取引に係る権利

（ⅰ）金融商品取引所に上場しているデリバティブ取引により生じる債権及び債務は、当該金融商品取引所

の最終価格（終値。終値がなければ気配値（公表された売り気配の最安値又は買い気配の最高値、それら

がともに公表されている場合にはそれらの仲値））に基づき算出した価額により評価します。なお、同日

において最終価格がない場合には、同日前直近における最終価格に基づき算出した価額により評価しま

す。

（ⅱ）金融商品取引所の相場がない非上場デリバティブ取引により生じる債権及び債務は、市場価格に準ず

るものとして合理的な方法により算定された価額により評価します。なお、公正な評価額を算定すること

が極めて困難と認められる場合には、取得価額により評価します。
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（ⅲ）上記にかかわらず、金融商品に関する会計基準その他一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行に

より、ヘッジ会計の要件を充足するものについては、ヘッジ会計を適用することができるものとし、さら

に金融商品に関する会計基準により特例処理の要件を充足するものについては、特例処理を適用すること

ができるものとします。

ｊ．その他

 上記に定めのない資産については、投信法、投資信託協会の評価規則に準じて付されるべき評価額又は一

般に公正妥当と認められる企業会計の慣行により付されるべき評価額をもって評価します。

 

③ 資産運用報告等に価格を記載する目的で、上記②と異なる方法で評価する場合には、下記のように評価する

ものとします（規約第34条第２項）。

ａ．不動産、不動産の賃借権及び地上権

 原則として、不動産鑑定士による鑑定評価等により求めた評価額

ｂ．不動産、地上権又は不動産の賃借権のみを信託する信託の受益権及び不動産に関する匿名組合出資持分

 信託財産又は匿名組合出資持分の構成資産が上記ａ．に掲げる資産については上記ａ．に従った評価を、

金融資産については一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行に従った評価をした上で、資産の合計額か

ら負債の合計額を控除して当該匿名組合出資持分相当額又は信託の受益権の持分相当額を算定した価額によ

り評価します。

 

④ 資産評価の基準日は、各決算期（毎年６月末日と12月末日）とします。ただし、規約第30条第２項第４号か

ら第７号まで、第３項及び第４項第４号に定める資産であって、市場価格に基づく価額で評価できる資産につい

ては、毎月末とします（規約第34条第３項）。

 

⑤ １口当たりの純資産額については、投資法人の計算書類の注記表に記載されることになっています（投資法

人の計算に関する規則（平成18年内閣府令第47号。その後の改正を含みます。）（以下「投資法人計算規則」と

いいます。）第58条、第68条）が、計算書類等は決算期毎に作成され（投信法第129条）、役員会により承認さ

れた場合に、遅滞なく投資主に対して承認された旨が通知され、承認済みの計算書類等が会計監査報告とともに

投資主に提供される（投信法第131条、投資法人計算規則第81条）ほか、金融商品取引法に基づいて決算日後３

か月以内に提出される有価証券報告書に記載されます。

投資主は、純資産額の情報を、本資産運用会社に照会することにより入手することができ、また、本投資法人

のウェブサイトにおいて、財務諸表等を閲覧することができます。

 

（２）【保管】

本投資法人の発行する投資口は振替投資口であるため、該当事項はありません。 

 

（３）【存続期間】

本投資法人には存続期間の定めはありません。 

 

（４）【計算期間】

本投資法人の営業期間は、毎年１月１日から６月末日まで、及び７月１日から12月末日までの各６か月間とし、各

営業期間の末日を決算期とします（規約第36条）。 
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（５）【その他】

① 増減資に関する制限

ａ．最低純資産額

 本投資法人が常時保持する最低限度の純資産額は、5,000万円です（規約第７条）。

ｂ．投資口を引き受ける者の募集

 本投資法人の発行可能投資口総口数は、400万口とします。本投資法人は、かかる発行可能投資口総口数

の範囲内において、役員会の承認を得てその発行する投資口を引き受ける者の募集をすることができます。

募集投資口（当該募集に応じて当該投資口の引受けの申込みをした者に対して割り当てる投資口をいいま

す。）１口当たりの払込金額は、本投資法人の保有する資産の内容に照らし公正な金額として役員会で決定

した金額とします（規約第５条第１項及び第３項）。

ｃ．国内における募集

 本投資法人の投資口の発行価額の総額のうち、国内において募集される投資口の発行価額の占める割合

は、100分の50を超えるものとします（規約第５条第２項）。 

 

② 解散条件

本投資法人における解散事由は以下のとおりです（投信法第143条）。

ａ．投資主総会の決議

ｂ．合併（合併により本投資法人が消滅する場合に限ります。）

ｃ．破産手続開始の決定

ｄ．解散を命ずる裁判

ｅ．投信法第216条に基づく投信法第187条の登録の取消し

 

③ 規約の変更に関する手続

 規約を変更するには、発行済投資口の過半数の投資口を有する投資主が出席し、出席した当該投資主の議決権

の３分の２以上に当たる多数をもって可決される必要があります（投信法第140条、第93条の２第２項）。な

お、投資主総会における決議の方法については、後記「３ 投資主・投資法人債権者の権利 Ａ．投資主の権利 

（１）投資主総会における議決権」をご参照ください。

 投資主総会において規約の変更が決議された場合には、東京証券取引所の定める有価証券上場規程に従ってそ

の旨が開示されるほか、かかる規約の変更が、運用に関する基本方針、投資制限又は分配方針に関する重要な変

更に該当する場合には、金融商品取引法に基づいて遅滞なく提出する臨時報告書により開示されます。また、変

更後の規約は、金融商品取引法に基づいて本投資法人が提出する有価証券報告書の添付書類として開示されま

す。
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④ 関係法人との契約の更改等に関する手続

 本投資法人と各関係法人との間で締結されている契約における、当該契約の期間、更新、解約、変更等に関す

る規定は、以下のとおりです。

ａ．本資産運用会社：三井不動産フロンティアリートマネジメント株式会社

資産運用委託契約

期間 平成16年６月16日に効力を生じ、契約期間の定めはありません。

更新 契約期間の定めはないため、該当事項はありません。

解約 ⅰ 本投資法人又は本資産運用会社は、相手方当事者に対し、６か月前の文書による事

前通知を行い、本投資法人は投資主総会の決議を得た上で、本資産運用会社は本投

資法人の同意を得た上で、本契約を解約することができます。ただし、本投資法人

は、投資主総会の承認又は内閣総理大臣の許可を得なければ、かかる同意をするこ

とができません。

  ⅱ 本投資法人は、次に掲げるいずれかの事由が生じた場合、役員会の決議により、本

契約を解約することができます。

ａ 本資産運用会社が本契約の規定に違反した場合（ただし、当該違反が是正可能な

ものである場合で、本資産運用会社が、本投資法人からの是正を求める催告を受

領した日から30営業日以内にこれを是正した場合を除きます。）。

ｂ 本契約に定める本資産運用会社の表明及び保証違反の事実が判明した場合（ただ

し、当該違反が是正可能なものである場合で、本資産運用会社が、本投資法人か

らの是正を求める催告を受領した日から30営業日以内にこれを是正した場合を除

きます。）。

ｃ 本資産運用会社につき、支払停止、破産手続開始、再生手続開始、更生手続開始

又は特別清算開始の申立て、手形交換所における取引停止処分、重要な財産に対

する差押命令の送達等の事由が発生した場合。

ｄ 上記に掲げる場合のほか、資産運用に係る業務を引き続き委託することに堪えな

い重大な事由がある場合。

  ⅲ その他、本投資法人は、本資産運用会社において投信法に定める解約事由が発生し

た場合に、本契約を解約します。

変更等 本投資法人及び本資産運用会社は、双方の書面による合意に基づき、法令に規定される

手続に従って、本契約を変更することができます。
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ｂ．機関運営事務に関する一般事務受託者兼資産保管会社兼投資主名簿等管理人：三井住友信託銀行株式会社

機関の運営に関する一般事務委託契約

期間 本書の日付現在の有効期間は、平成30年６月15日までです。

更新 有効期間満了予定日の３か月前までに、本投資法人又は機関運営事務に関する一般事務

受託者のいずれか一方から文書による申出がなされなかったときは、本契約は従前と同

一の条件にて自動的に１年間延長されるものとし、その後も同様とします。

解約 本契約は、次に掲げる事由が生じたときに、その効力を失います。

ⅰ 当事者間の文書による解約の合意。ただし、本投資法人の役員会の承認を条件とし

ます。この場合には本契約は、両当事者の合意によって指定したときから失効しま

す。

  ⅱ 当事者のいずれか一方が本契約に違反し催告後も違反が是正されず、他方が行う文

書による解除の通知があった場合、文書で指定された日をもって本契約は失効する

ものとします。ただし、本投資法人からの解除は本投資法人の役員会の承認を条件

とします。なお、本投資法人及び機関運営事務に関する一般事務受託者は本契約失

効後においても本契約に基づく残存債権を相互に請求することを妨げないものとし

ます。

変更等 本投資法人及び機関運営事務に関する一般事務受託者は、本投資法人の役員会の承認を

得ることを条件として、双方の合意により、本契約の内容を変更することができます。

当該変更にあたっては、本投資法人の規約並びに投信法を含む法令及び諸規則等を遵守

するものとします。

 

資産保管業務委託契約

期間 本書の日付現在の有効期間は、平成30年６月15日までです。

更新 有効期間満了予定日の３か月前までに、当事者のいずれか一方から文書による申し出が

なされなかったときは、本契約は従前と同一の条件にて自動的に１年間延長されるもの

とし、その後も同様とします。

解約 本契約は、次に掲げる事由が生じたときに、その効力を失います。

ⅰ 当事者間の文書による解約の合意。ただし、本投資法人の役員会の承認を条件とし

ます。この場合には本契約は、両当事者の合意によって指定したときから失効しま

す。

  ⅱ 当事者のいずれか一方が本契約に違反し催告後も違反が是正されず、他方が行う文

書による解除の通知があった場合、文書で指定された日をもって本契約は失効する

ものとします。ただし、本投資法人からの解除は本投資法人の役員会の承認を条件

とします。なお、本投資法人及び資産保管会社は本契約失効後においても本契約に

基づく残存債権を相互に請求することを妨げないものとします。

変更等 本投資法人及び資産保管会社は、本投資法人の役員会の承認を得ることを条件として双

方の合意により本契約の内容を変更することができます。

当該変更にあたっては、本投資法人の規約並びに投信法を含む法令及び諸規則等を遵守

するものとします。
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投資主名簿等管理事務委託契約

期間 平成25年９月10日に効力を生じ、契約期間の定めはありません。

更新 契約期間の定めはないため、該当事項はありません。

解約 本契約は、次に掲げる事由によって終了します。

ⅰ 当事者の文書による解約の合意。この場合には本契約は、両当事者の合意によって

指定された日に終了します。

  ⅱ 前記iの合意が調わない場合、当事者のいずれか一方より他方に対してなされた文

書による解約の通知。この場合には、本契約はその通知到達の日から６か月以上経

過後の当事者間の合意によって指定した日に終了します。

  ⅲ 当事者のいずれか一方が本契約に違反した場合、他方からの文書による解約の通

知。この場合には、本契約はその通知到達の日から６か月以上経過後の当事者間の

合意によって指定した日に失効します。ただし、契約違反の内容が重大で契約の続

行に重大なる障害が及ぶと判断されるときは、その通知において指定した日に終了

します。

iv 以下のa又はbに掲げる事由が生じた場合、相手方が行う文書による解約の通知。こ

の場合には、本契約はその通知において指定する日に終了します。

ａ 当事者のいずれか一方において破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続

開始若しくは特別清算開始の申立があったとき又は手形交換所の取引停止処分が

生じたとき。

ｂ 住所変更等の届出等を怠るなど当事者のいずれか一方の責めに帰すべき理由によ

って、他方の所在が不明となったとき。

変更等 手数料が経済情勢の変動又は当事者の一方若しくは双方の事情の変化等により、著しく

不適正になったときは、本投資法人及び投資主名簿等管理人間で協議の上、随時これを

変更することができます。

 

ｃ．特別口座管理人：三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

特別口座の管理に関する契約

期間 平成21年１月５日に効力を生じ、契約期間の定めはありません。

更新 契約期間の定めはないため、該当事項はありません。

解約 本契約は、次に掲げる事由が生じたときに、その効力を失います。

ⅰ 特別口座の加入者が存在しなくなった場合。この場合、本契約は特別口座管理人が

速やかに全ての特別口座の廃止手続を行い、その手続が完了したときに失効しま

す。

  ⅱ 振替法に定めるところにより、本投資法人の発行する全ての振替投資口（本投資法

人が合併により消滅する場合は、本投資法人の投資主又は登録投資口質権者に対価

として交付された他の投資法人の振替投資口を含みます。）が振替機関によって取

り扱われなくなった場合。この場合、本契約は特別口座管理人が速やかに全ての特

別口座の廃止手続を行い、その手続が完了したときに失効します。

  ⅲ 当事者のいずれか一方が本契約に違反し、かつ引き続き本契約の履行に重大なる支

障を及ぼすと認められた場合における、他方が行う文書による解約の通知。この場

合、本契約は当該通知到達の日から２週間経過後又は当該通知において指定された

日のいずれか遅い日に失効します。

変更等 本契約について、法令の変更又は監督官庁及び振替機関の指示、その他本契約の変更が

必要な事由が生じた場合は、本投資法人及び特別口座管理人間で協議の上、本契約を改

定します。
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ｄ．会計事務等に関する一般事務受託者：税理士法人平成会計社

会計事務等に関する業務委託契約

期間 本書の日付現在の有効期限は、平成30年９月30日までです。

更新 期間満了の３か月前までに、当事者のいずれからも文書による別段の申出がなされなか

ったときは、本契約は従前と同一の条件にて更に１年間延長されるものとし、以後も同

様とします。

解約 ⅰ 本契約を解約する場合は、当事者のいずれか一方から相手方に対し、３か月前まで

に書面により通知します。ただし、会計事務等に関する一般事務受託者が本契約を

解約する場合は、本投資法人が法令に基づき会計事務等に関する業務の委託を義務

付けられていることに鑑み、会計事務等に関する一般事務受託者以外の者との間で

会計事務等に関する業務委託契約を締結し会計事務等に関する業務が引き継がれる

まで、本契約は引き続き効力を有します。

  ⅱ いずれか一方の当事者は、相手方が次に掲げる事由に該当する場合、当該相手方に

対する文書による通知により、直ちに本契約を解約することができます。

ａ 本契約の各条項のいずれかに違背し、かつ、かかる違背が継続して本契約の履行

に重大な支障を及ぼすと認められる場合

ｂ 破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始若しくは特別清算手続開始

の申立てがなされたとき又は手形交換所の取引停止処分がなされたとき

変更等 本投資法人及び会計事務等に関する一般事務受託者は、互いに協議し合意の上、本契約

の各条項の定めを変更することができます。変更に当たっては関係法令を遵守するとと

もに本投資法人の規約との整合性に配慮するものとし、書面をもって行います。

 

ｅ．特定関係法人、本資産運用会社の親会社：三井不動産株式会社

ＳＣマネジメント基本契約書

期間 平成20年７月１日に効力を生じ、契約期間の定めはありません。

更新 契約期間の定めはないため、該当事項はありません。

解約 三井不動産株式会社が以下のいずれかに該当し、本投資法人が催告を行った後30日を経

過しても当該事由につき是正がなされない場合、本投資法人は、三井不動産株式会社に

書面で通知して本契約を解除することができます。

ⅰ 三井不動産株式会社の責に帰すべき事由により運営管理業務の遂行に著しく障害を

きたしたとき。

ⅱ 三井不動産株式会社の責に帰すべき事由により、本投資法人又は第三者の財産、信

用又は身体に著しい損害が生じたとき。

ⅲ 三井不動産株式会社が本契約に関し重大な違反をしたとき。

ⅳ 三井不動産株式会社の財産・信用又は事業等に重大な変更を生じ、本契約の継続が

困難であると合理的に判断されるとき。

変更等 経済情勢・社会情勢等の著しい変化が生じた場合は、当事者が誠意をもって協議のう

え、本契約を変更することができます。

 本投資法人の保有資産の一部（本書の日付現在７物件）に係る建物賃貸借契約の期間・更新等について

は、物件ごとの各契約の定める条件に従います。前記「第一部 ファンド情報 第１ ファンドの状況 ５ 

運用状況 (2) 投資資産 ③ その他投資資産の主要なもの (ハ) テナントへの賃貸条件」をご参照くだ

さい。

 

ｆ．投資法人債に関する一般事務受託者：三井住友信託銀行株式会社 

財務代理契約証書

期間 平成28年11月18日に効力を生じ、契約期間の定めはありません。

更新 契約期間の定めはないため、該当事項はありません。

解約 該当事項はありません。

変更等 本契約に定められた事項につき変更の必要が生じたときは、その都度本投資法人及び投

資法人債に関する一般事務受託者は相互にこれに関する協定をします。この協定は、本

契約と一体をなすものとします。
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ｇ．会計監査人：新日本有限責任監査法人

 本投資法人は、新日本有限責任監査法人を会計監査人に選任しています。

 会計監査人は、投資主総会の決議によって選任します（規約第25条）。会計監査人の任期は、就任後１年

経過後に最初に迎える決算期後に開催される最初の投資主総会の終結の時までとします。会計監査人は、上

記の投資主総会において別段の決議がされなかったときは、当該投資主総会において再任されたものとみな

されます（規約第26条）。

 

⑤ 関係法人との契約の変更に関する開示の方法

 関係法人との契約が変更された場合には、東京証券取引所の有価証券上場規程に従って開示される場合がある

他、主要な関係法人の異動が本投資法人の役員会により決定された場合若しくは主要な関係法人の異動があった

場合又はかかる契約の変更が運用に関する基本方針、運用体制、投資制限若しくは分配方針に関する重要な変更

に該当する場合には、金融商品取引法に基づいて遅滞なく提出する臨時報告書により開示されます（ただし、当

該主要な関係法人の異動が本投資法人の役員会により決定されたことについて臨時報告書を既に提出した場合又

は当該主要な関係法人の異動若しくは変更があったことを記載した有価証券報告書を既に提出した場合を除きま

す。）。

 

⑥ 公告の方法

 本投資法人の公告は、日本経済新聞に掲載する方法により行います（規約第４条）。
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２【利害関係人との取引制限】

（１）法令に基づく制限 

① 利益相反取引の制限

資産運用会社が登録投資法人の委託を受けて当該登録投資法人の資産の運用を行う場合において、当該

登録投資法人と当該資産運用会社の利害関係人等との間で、有価証券の取得若しくは譲渡、有価証券の貸

借、不動産の取得若しくは譲渡又は不動産の貸借が行われることとなるときは、当該資産運用会社は、予

め、当該登録投資法人の資産に与える影響が軽微なものとして投信法施行規則に定める一定の場合を除

き、当該登録投資法人の同意を得なければならないものとされており、執行役員は、かかる同意を与える

ためには、役員会の承認を受けなければならないものとされています（投信法第201条の２）。

また、資産運用会社が自己又はその取締役若しくは執行役との間における取引を行うことを内容とした

運用を行うこと（金融商品取引法第42条の２第１号）又は資産運用会社が自己の監査役、役員に類する役

職にある者又は使用人との間における取引を行うことを内容とした運用を行うこと（金融商品取引業等に

関する内閣府令（平成19年内閣府令第52号。その後の改正を含みます。）（以下「業府令」といいま

す。）第130条第１項第１号）は、業府令に定めるものを除き、禁じられています。

更に、資産運用会社は、法令の定めるところにより、以下のとおりその親法人等又は子法人等が関与す

る行為につき禁止行為が定められています（金融商品取引法第44条の３第１項、投信法第223条の３第３

項、投信法施行令第130条第２項）。ここで、「親法人等」とは、金融商品取引業者の総株主等の議決権の

過半数を保有していることその他の当該金融商品取引業者と密接な関係を有する法人その他の団体として

政令で定める要件に該当する者をいい（金融商品取引法第31条の４第３項）、「子法人等」とは、金融商

品取引業者が総株主等の議決権の過半数を保有していることその他の当該金融商品取引業者と密接な関係

を有する法人その他の団体として政令で定める要件に該当する者をいいます（金融商品取引法第31条の４

第４項）。

ａ．通常の取引の条件と異なる条件であって取引の公正を害するおそれのある条件で、当該金融商品取引

業者の親法人等又は子法人等と有価証券の売買その他の取引、店頭デリバティブ取引又は対象資産の売

買その他の取引を行うこと（金融商品取引法第44条の３第１項第１号、投信法第223条の３第３項、投信

法施行令第130条第２項）。

ｂ．当該金融商品取引業者との間で金融商品取引法第２条第８項各号に掲げる行為に関する契約を締結す

ることを条件としてその親法人等又は子法人等がその顧客に対して信用を供与していることを知りなが

ら、当該顧客との間で当該契約を締結すること（金融商品取引法第44条の３第１項第２号、投信法第223

条の３第３項）。

ｃ．当該金融商品取引業者の親法人等又は子法人等の利益を図るため、その行う投資助言業務に関して取

引の方針、取引の額若しくは市場の状況に照らして不必要な取引を行うことを内容とした助言を行い、

又はその行う投資運用業に関して運用の方針、運用財産の額若しくは市場の状況に照らして不必要な取

引を行うことを内容とした運用を行うこと（金融商品取引法第44条の３第１項第３号、投信法第223条の

３第３項）。

ｄ．ａ．からｃ．までに掲げるもののほか、当該金融商品取引業者の親法人等又は子法人等が関与する行

為であって投資者の保護に欠け、若しくは取引の公正を害し、又は金融商品取引業の信用を失墜させる

おそれのあるものとして内閣府令に定めるその他の行為（金融商品取引法第44条の３第１項第４号、業

府令第153条、投信法第223条の３第３項、投信法施行規則第267条）。

 

② 利益相反のおそれがある場合の書面の交付

資産運用会社は、資産の運用を行う投資法人と自己又はその取締役若しくは執行役、資産の運用を行う

他の投資法人、利害関係人等その他の投信法施行令で定める者との間における特定資産（投信法に定める

指定資産及び投信法施行規則で定めるものを除きます。以下、本②において同じです。）の売買その他の

投信法施行令で定める取引が行われたときは、投信法施行規則で定めるところにより、当該取引に係る事

項を記載した書面を当該投資法人、資産の運用を行う他の投資法人（当該特定資産と同種の資産を投資の

対象とするものに限ります。）その他投信法施行令で定める者に対して交付しなければなりません（投信

法第203条第２項）。ただし、資産運用会社は、かかる書面の交付に代えて投信法施行令に定めるところに

より、当該資産の運用を行う投資法人、資産の運用を行う他の投資法人（当該特定資産と同種の資産を投

資の対象とするものに限ります。）その他投信法施行令で定める者の承諾を得て、当該書面に記載すべき

事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって投信法施行規則

に定めるものにより提供することができます（投信法第203条第４項、第５条第２項）。
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③ 資産の運用の制限 

登録投資法人は、その執行役員又は監督役員、その資産の運用を行う資産運用会社、その執行役員又は

監督役員の親族、その資産の運用を行う資産運用会社の取締役、会計参与（会計参与が法人であるとき

は、その職務を行うべき社員を含みます。）、監査役若しくは執行役若しくはこれらに類する役職にある

者又は使用人との間で、次に掲げる行為（資産運用会社に、宅地又は建物の売買又は貸借の代理又は媒介

を行わせること等、投資主の保護に欠けるおそれが少ないと認められる一定の行為を除きます。）を行っ

てはなりません（投信法第195条、第193条、投信法施行令第116条から第118条まで）。

ａ．有価証券の取得又は譲渡

ｂ．有価証券の貸借

ｃ．不動産の取得又は譲渡

ｄ．不動産の貸借

ｅ．次に掲げる取引以外の特定資産に係る取引

・宅地の造成又は建物の建築を自ら行うことに係る取引

・商品の生産、製造、加工その他これらに類するものとして内閣府令で定める行為を自ら行うことに

係る取引

・再生可能エネルギー発電設備の製造、設置その他これらに類するものとして内閣府令で定める行為

を自ら行うことに係る取引

 

④ 特定資産の価格等の調査

資産運用会社は、特定資産（土地若しくは建物又はこれらに関する権利若しくは資産であって投信法施

行令で定めるものに限ります。以下本④において「不動産等資産」といいます。）の取得又は譲渡が行わ

れたときは、当該特定資産に係る不動産の鑑定評価を、不動産鑑定士であって利害関係人等でないものに

行わせなければならないものとされています（ただし、当該取得又は譲渡に先立って当該鑑定評価を行わ

せている場合は、この限りでありません。）。

また、資産運用会社は、不動産等資産以外の特定資産（指定資産を除きます。）の取得又は譲渡等の行

為が行われたときは、投資法人、その資産運用会社（その利害関係人等を含みます。）及びその資産保管

会社以外の者であって投信法施行令で定めるものに当該特定資産の価格等の調査を行わせなければならな

いものとされています（ただし、当該行為に先立って当該調査を行わせている場合は、この限りでありま

せん。）。

なお、ここで規定する鑑定評価の実施及び価格等の調査は、投信法上の利害関係人等以外の第三者との

間で取引が行われる際にも、実施します。

 

（２）本投資法人に関する利益相反対策ルール 

 本資産運用会社は、利害関係者との取引について、本投資法人に関する利益相反対策ルールを以下のとおり定

めています。

① 利害関係者

 利害関係者とは以下の者をいいます。

ａ．投信法施行令に定める本資産運用会社の利害関係人等

ｂ．以下に定めるその他の利害関係人

ｉ．本資産運用会社の株主並びに連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵

省令第28号。その後の改正を含みます。）（以下「連結会計基準」といいます。）における本資産運

用会社の株主の子会社及び関連会社

ⅱ．本資産運用会社の株主並びに連結会計基準における本資産運用会社の株主の子会社及び関連会社が

合計で15％以上の出資、匿名組合出資又は優先出資を行っている特別目的会社（資産流動化法上の特

定目的会社、特例有限会社及び株式会社等を含みます。）（以下「ＳＰＣ」といいます。）

 

② 取引内容の審議

ａ．利害関係者との間で下記ⅰ.からⅸ.までに定める取引（本投資法人の資産の運用に係る業務における

取引及びそれに関連する取引（資金調達業務における取引を除きます。）とします。）を行う場合、社

内規程の定めに従い、当該利害関係者との間の取引内容について、以下に定めるところに従い、承認等

を得なければならないものとします。

ⅰ．不動産、不動産の賃借権、地上権並びに不動産、不動産の賃借権及び地上権を信託する不動産信託

受益権（不動産信託受益権の場合、その裏付けたる不動産、不動産の賃借権及び地上権を含み、以

下、本②から⑧までにおいて「不動産等」といいます。）の取得

ⅱ．不動産等の売却
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ⅲ．不動産等の貸借

ⅳ．有価証券の取得又は譲渡（上記ⅰ.及びⅱ.に定める取引を除きます。）

ⅴ．有価証券の貸借（上記ⅲ.に定める取引を除きます。）

ⅵ．不動産等にかかる不動産管理委託契約の締結・変更

ⅶ．不動産等の売買・貸借の媒介契約の締結・変更

ⅷ．上記ⅰ.からⅶ.まで記載の取引以外の取引で、１件１千万円以上の単発取引又は年額１千万円以上

の継続取引

ⅸ．上記ⅰ.からⅶ.までに定める取引以外の取引で、１件１千万円未満の単発取引又は年額１千万円未

満の継続取引（１件１百万円未満の取引を除きます。）

ｂ．上記ａ．ⅰ.からⅴ.までに定める取引については、投資運用部は、議案を立案し、コンプライアンス

部長の事前審査を受けます。コンプライアンス部長は、法令等に照らしたコンプライアンス上の問題の

有無につき審査し、経営会議に付議します。経営会議は、当該議案について審議し、可決した場合、コ

ンプライアンス委員会に付議します。コンプライアンス委員会は、当該議案について審議し、全委員の

賛成により可決した場合、本投資法人役員会に付議してその承認（その承認に基づく本投資法人の同意

を含みます。以下本②において同じです。）を得ます（ただし、当該取引が、上記ａ．ⅲからⅴまでに

定める取引である場合において、投信法施行規則第245条の２に定める取引に該当する場合には、本投資

法人役員会の承認を得ることを要せず、取締役会に付議します。）。本投資法人役員会の承認を得た場

合、取締役会に付議します。取締役会は、当該議案について審議し、取締役会規則の定めるところに従

い、当該取引の可否を決定するものとします。なお、いずれかの審査又は決議等において否決された場

合には、当該議案は、直ちに立案した部に差し戻されます。

ｃ．上記ａ．ⅵ.からⅷ.までに定める取引については、投資運用部は、議案を立案し、コンプライアンス

部長の事前審査を受けます。コンプライアンス部長は、法令等に照らしたコンプライアンス上の問題の

有無につき審査し、経営会議に付議します。経営会議は、当該議案について審議し、可決した場合、コ

ンプライアンス委員会に付議します。コンプライアンス委員会は、当該議案について審議し、全委員の

賛成により可決した場合、取締役会に付議します。取締役会は、当該議案について審議し、取締役会規

則の定めるところに従い、当該取引の可否を決定するものとします。なお、いずれかの審査又は決議等

において否決された場合には、当該議案は、直ちに立案した部に差し戻されます。

ｄ．上記ａ．ⅸ.に定める取引については、投資運用部は、議案を立案し、コンプライアンス部長の事前審

査を受けます。コンプライアンス部長は、法令等に照らしたコンプライアンス上の問題の有無につき審

査し、コンプライアンス委員会に付議します。コンプライアンス委員会は、当該議案について審議し、

全委員の賛成により可決した場合、経営会議に付議します。経営会議は、当該議案について審議し、当

該取引の可否を決定するものとします。なお、いずれかの審査又は決議等において否決された場合に

は、当該議案は、直ちに立案した部に差し戻されます。

 

③ 利害関係者からの物件の取得

ａ．利害関係者から不動産等を取得する場合は、利害関係者でない不動産鑑定士（法人を含むものとし、

以下同様とします。）が鑑定した鑑定評価額を超えて取得してはなりません。ただし、鑑定評価額は、

物件そのものの価格であり、税金、取得費用、信託設定に要する費用、信託勘定内の積立金及び信託収

益並びに固定資産税等の期間按分精算額等を含みません。

ｂ．利害関係者が本投資法人への譲渡を前提に、一時的にＳＰＣ等の組成を行うなどして負担した費用

（会社設立費用、デュー・ディリジェンス費用等）が存する場合、上記ａ．にかかわらず、当該費用を

鑑定評価額に加えて取得することができるものとします。

ｃ．利害関係者からその他の特定資産を取得する場合は、その取得価格は時価が把握できるものは時価と

し、それ以外は上記ａ．及びｂ．に準ずるものとします。

 

④ 利害関係者への物件の譲渡

ａ．利害関係者へ不動産等を譲渡する場合は、利害関係者でない不動産鑑定士が鑑定した鑑定評価額未満

で譲渡してはなりません。ただし、鑑定評価額は、物件そのものの価格であり、税金、売却費用、信託

設定に要した費用、信託勘定内の積立金、信託収益、固定資産税等の期間按分精算額等を含みません。

ｂ．利害関係者へその他の特定資産を譲渡する場合は、その譲渡価格は時価が把握できるものは時価と

し、それ以外は上記ａ．に準ずるものとします。
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⑤ 利害関係者への物件の賃貸

 利害関係者へ不動産等を賃貸する場合は、市場価格、周辺相場等を調査し、利害関係者でない第三者の

意見書等を参考の上、適正と判断される条件で賃貸しなければなりません。

 

⑥ 利害関係者との有価証券の取得、譲渡又は貸借

 利害関係者との間で有価証券を取得、譲渡又は貸借する場合（上記③から⑤までに定める取引を除きま

す。）は、上記③から⑤までに準ずるものとします。

 

⑦ 利害関係者への不動産管理業務等の委託

ａ．利害関係者へ不動産管理業務等を委託する場合は、事前に実績、会社信用度等を調査するとともに、

委託料については、市場水準、提供役務の内容、業務総量等を勘案し決定します。

ｂ．取得する物件について、利害関係者が既に不動産管理業務等を行っている場合は、取得後の不動産管

理業務等は原則として当該利害関係者に委託することとしますが、委託料の決定については上記ａ．に

準じます。

 

⑧ 利害関係者への不動産等の売買、貸借の媒介委託

ａ．利害関係者へ不動産等の売買の媒介を委託する場合は、宅建業法に規定する報酬の範囲内とし、売買

価格の水準、媒介の難易度等を勘案して決定します。

ｂ．利害関係者へ不動産等の貸借の媒介を委託する場合は、宅建業法に規定する報酬以下とし、賃料水

準、媒介の難易度等を勘案して決定します。

 

⑨ 利害関係者への工事等の発注

 利害関係者へ工事等を発注する場合は、第三者の見積り価格及び内容等を比較検討した上で、適正と判

断される条件で工事の発注を行うものとします。ただし、災害・事故等による物件の損傷復旧工事等緊急

を要するときは、その実施について投資運用部長が工事等の発注を決定します。この場合の工事等に関す

る内容及び契約金額等詳細については本⑨及び上記②の定めに則り、別途承認を得なければならないもの

とします。

 

（３）利害関係人等との取引状況等 

① 取引状況

 利害関係人等（注１）との売買取引等については、該当事項はありません。

 

② 利害関係人等への支払手数料等の金額

 第27期に係る利害関係人等（注１）への支払手数料等は以下のとおりです。

区分 支払手数料総額(Ａ) 
利害関係人等との取引内訳 総額に対する 

割合(注３) 
（Ｂ）／（Ａ） 支払先 支払金額(Ｂ) 

外注委託費等 

（注２） 
496,168千円 三井不動産株式会社 249,749千円 50.3% 

（注１）「利害関係人等」とは、投信法第201条第１項、投信法施行令第123条及び一般社団法人投資信託協会の投資信託及び投資法

人に係る運用報告書等に関する規則第26条第27号に規定される本投資法人と資産運用委託契約を締結している本資産運用会

社の利害関係人等であり、第27期に取引実績又は支払手数料等の支払実績のある三井不動産株式会社について記載していま

す。 

（注２）外注委託費等の支払手数料総額、支払金額には、三井不動産株式会社に対する資産工事に係る工事管理料7,211千円が含まれ

ています。 

（注３）小数第２位を四捨五入して記載しています。 
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３【投資主・投資法人債権者の権利】

Ａ．投資主の権利 

（１）投資主総会における議決権 

① 本投資法人の投資主は、保有する投資口数に応じ、投資主総会における議決権を有しています（投信法

第77条第２項第３号、第94条第１項、会社法第308条第１項本文）。投資主総会において決議される事項

は、以下のとおりです。

ａ．執行役員、監督役員及び会計監査人の選任（ただし、設立の際選任されたものとみなされる者の選任

を除きます。）及び解任（投信法第96条、第104条、第106条）

ｂ．資産運用会社との資産運用委託契約の締結及び解約の承認又は同意（投信法第198条第２項、第205

条、第206条第１項） 

ｃ．投資口の併合（投信法第81条の２第２項、会社法第180条第２項（第３号及び第４号を除きます。）） 

ｄ．投資法人の解散（投信法第143条第３号） 

ｅ．規約の変更（投信法第140条） 

ｆ．その他投信法又は本投資法人の規約で定める事項（投信法第89条）

② 投資主の有する議決権の権利行使の手続は、以下のとおりです。

ａ．投資主総会の決議は、法令又は規約に別段の定めがある場合を除き、出席した投資主の議決権の過半

数をもって行います（規約第11条）。

ｂ．投資主は、本投資法人の議決権を有する他の投資主１名を代理人として、その議決権を行使すること

ができます（規約第12条第１項）。ただし、投資主総会毎に代理権を証する書面を予め本投資法人に提

出しなければなりません（投信法第94条第１項、会社法第310条第１項、規約第12条第２項）。 

ｃ．書面による議決権の行使は、議決権を行使するための書面（以下「議決権行使書面」といいます。）

に必要な事項を記載し、法令で定める時までに当該記載をした議決権行使書面を本投資法人に提出して

行います（投信法第90条の２第２項、第92条第１項、規約第13条第１項）。 

ｄ．電磁的方法による議決権の行使は、法令で定めるところにより、本投資法人の承諾を得て、法令で定

める時までに議決権行使書面に記載すべき事項を、電磁的方法により本投資法人に提供して行います

（投信法第92条の２第１項、規約第13条第２項）。 

ｅ．上記ｃ.又はｄ.に基づき、書面又は電磁的方法によって行使した議決権の数は、出席した投資主の議

決権の数に算入します（投信法第92条第２項、投信法第92条の２第３項、規約第13条第３項）。 

ｆ．投資主が投資主総会に出席せず、かつ、議決権を行使しないときは、当該投資主は、その投資主総会

に提出された議案（複数の議案が提出された場合において、これらのうちに相反する趣旨の議案がある

ときは、当該議案のいずれをも除きます。）について賛成するものとみなします（投信法第93条第１

項、規約第14条第１項）。 

ｇ．上記ｆ.に基づき議案に賛成するものとみなした投資主の有する議決権の数は、出席した投資主の議決

権の数に算入します（投信法第93条第３項、規約第14条第２項）。 

ｈ．投資主総会において権利を行使すべき投資主は、各決算期から３か月以内に開催する投資主総会につ

いては、当該決算期の、また、その他の必要に応じて開催する投資主総会については、役員会の決議を

経て法令に従い予め公告し定める基準日現在の最終の投資主名簿に記載又は記録された投資主とします

（投信法第77条の３、会社法第124条、規約第15条）。
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（２）その他の共益権 

① 代表訴訟提起権（投信法第204条第３項、第116条、第119条第３項、会社法第847条（第２項を除きま

す。））

 ６か月前から引き続き投資口を有する投資主は、本投資法人に対し、書面その他投信法施行規則で定め

る方法により、資産運用会社、執行役員、監督役員若しくは会計監査人又は一般事務受託者の責任を追及

する訴えの提起を請求することができ、本投資法人が請求の日から60日以内に訴えを提起しないときは、

当該請求をした投資主は、本投資法人のために訴えを提起することができます。

② 投資主総会決議取消訴権等（投信法第94条第２項、会社法第830条、第831条）

 投資主は、投資主総会の招集の手続又は決議の方法が法令若しくは規約に違反し又は著しく不公正なと

き、決議の内容が規約に違反するとき、又は決議について特別の利害関係を有する者が議決権を行使した

ことによって著しく不当な決議がされたときには、決議の日から３か月以内に、訴えをもって当該投資主

総会の決議の取消しを請求することができます。また、投資主総会の決議が存在しない場合又は決議の内

容が法令に違反する場合には、それぞれ投資主総会の決議が存在しないこと又は無効であることの確認を

訴えをもって請求することができます。

③ 執行役員等の違法行為差止請求権（投信法第109条第５項、第153条の３第２項、会社法第360条第１項）

 執行役員が本投資法人の目的の範囲外の行為その他法令若しくは規約に違反する行為をし、又はこれら

の行為をするおそれがある場合において、当該行為によって本投資法人に回復することができない損害が

生ずるおそれがあるときは、６か月前から引き続き投資口を有する投資主は、執行役員に対し、その行為

をやめることを請求することができます。本投資法人が清算手続に入った場合には清算執行人に対しても

同様です。

④ 新投資口発行の差止請求権（投信法第84条第１項、会社法第210条）

投資主は、新投資口の発行が法令若しくは規約に違反する場合又は著しく不公正な方法により行われる

場合において、投資主が不利益を受けるおそれがあるときは、本投資法人に対し、新投資口の発行をやめ

ることを請求することができます。

⑤ 新投資口及び新投資口予約権発行無効訴権（投信法第84条第２項、第88条の23第1項、会社法第828条第

１項第２号、第４号、第２項第２号、第４号）

 投資主は、新投資口及び新投資口予約権の発行について重大な法令・規約違反があった場合には、新投

資口及び新投資口予約権の発行の効力が生じた日から６か月以内に、本投資法人に対して新投資口及び新

投資口予約権の発行無効の訴えを提起することができます。

⑥ 合併無効訴権（投信法第150条、会社法第828条第１項第７号、第８号、第２項第７号、第８号）

 投資主は、合併手続に重大な瑕疵があった場合等には、本投資法人に対して合併の効力が生じた日から

６か月以内に合併無効の訴えを提起することができます。

⑦ 投資主提案権（投信法第94条第１項、会社法第303条第２項、第305条第１項）

 発行済投資口の100分の１以上の口数の投資口を６か月前から引き続き有する投資主は、執行役員に対

し、投資主総会の日の８週間前までに一定の事項を投資主総会の目的とすることを請求することができ、

また、投資主総会の目的である事項につき当該投資主の提出しようとする議案の要領を投資主総会の招集

通知に記載し、又は記録することを請求することができます。

⑧ 投資主総会招集権（投信法第90条第３項、会社法第297条第１項、第４項）

 発行済投資口の100分の３以上の口数の投資口を６か月前から引き続き有する投資主は、執行役員に対

し、投資主総会の目的である事項及び招集の理由を示して、投資主総会の招集を請求することができ、遅

滞なく投資主総会招集の手続が行われない場合又は請求があった日から８週間以内の日を投資主総会の日

とする投資主総会の招集の通知が発せられない場合には、招集の請求をした投資主は、内閣総理大臣の許

可を得て、投資主総会を招集することができます。

⑨ 検査役選任請求権（投信法第94条第１項、会社法第306条第１項、投信法第110条）

 発行済投資口の100分の１以上の口数の投資口を６か月前から引き続き有する投資主は、投資主総会に係

る招集の手続及び決議の方法を調査させるため、当該投資主総会に先立ち、内閣総理大臣に対し、検査役

の選任の申立てをすることができます。また、発行済投資口の100分の３以上の口数の投資口を有する投資

主は、本投資法人の業務の執行に関し、不正の行為又は法令若しくは規約に違反する重大な事実があるこ

とを疑うに足りる事由があるときに本投資法人の業務及び財産の状況を調査させるため、内閣総理大臣に

対し、検査役の選任の申立てをすることができます。

⑩ 執行役員等解任請求権等（投信法第104条第１項、第３項、会社法第854条第１項第２号）

 執行役員及び監督役員は、投資主総会の決議により解任することができます。また、発行済投資口の100

分の３以上の口数の投資口を６か月前から引き続き有する投資主は、執行役員又は監督役員の職務の執行

に関し不正の行為又は法令若しくは規約に違反する重大な事実があったにもかかわらず当該役員を解任す

- 179 -



る旨の議案が投資主総会において否決されたときは、当該投資主総会の日から30日以内に訴えをもって当

該役員の解任を請求することができます。

⑪ 解散請求権（投信法第143条の３）

 発行済投資口の10分の１以上の口数の投資口を有する投資主は、本投資法人が業務の執行において著し

く困難な状況に至り、本投資法人に回復することができない損害が生じ、又は生じるおそれがあるとき

や、本投資法人の財産の管理又は処分が著しく失当で、本投資法人の存立を危うくするときにおいて、や

むを得ない事由があるときは、訴えをもって本投資法人の解散を請求することができます。

⑫ 投資口併合差止請求権（投信法第81条の２第２項、会社法第182条の３）

投資主は、投資口の併合が法令又は規約に違反する場合において、投資主が不利益を受けるおそれがあ

るときは、本投資法人に対し、投資口の併合をやめることを請求することができます。

⑬ 合併差止請求権（投信法第150条、会社法第784条の２、第796条の２、第805条の２）

投資主は、本投資法人の合併が法令又は規約に違反する場合等において、投資主が不利益を受けるおそ

れがあるときは、本投資法人に対し、当該合併をやめることを請求することができます。

 

（３）分配金請求権（投信法第77条第２項第１号、第137条） 

 本投資法人の投資主は、本投資法人の規約及び法令に則り、役員会の承認を受けた金銭の分配に係る計算書に

基づき、保有する投資口数に応じて金銭の分配を受けることができます。本投資法人の金銭の分配方針に関して

は、前記「第一部 ファンド情報 第１ ファンドの状況 ２ 投資方針 （３）分配方針」をご参照くださ

い。

 なお、本振替投資口については、本投資法人が誤って本投資法人に対抗できないものとされた振替投資口につ

いて行った金銭の分配についても、本投資法人は当該分配に係る金額の返還を求めることができません。この場

合、本投資法人は、当該分配に係る金額の限度において、投資主の振替機関等に対する損害賠償請求権を取得し

ます（振替法第228条、第149条）。

 

（４）残余財産分配請求権（投信法第77条第２項第２号、第158条） 

 本投資法人が解散し、清算される場合、投資主は、各投資主の所有する投資口の口数に応じて残余財産の分配

を受ける権利を有しています。 

 

（５）払戻請求権（規約第８条第１項） 

 投資主は、投資口の払戻請求権を有していません。 

なお、本投資法人は、投資主との合意により本投資法人の投資口を有償で取得することができるものとしてい

ます（規約第８条第２項）。 

 

（６）投資口の処分権（投信法第78条第１項から第３項まで） 

 投資主は、投資証券を交付する方法により投資口を自由に譲渡することができます。 

 本振替投資口については、投資主は、振替機関等に対して振替の申請を行い、譲渡人の口座から譲受人の口座

に本振替投資口の振替（譲受人の口座における保有欄の口数を増加させることをいいます。以下本振替投資口に

ついて同じです。）が行われることにより、本振替投資口の譲渡を行うことができます（振替法第228条、第140

条）。ただし、本振替投資口の譲渡は、本振替投資口を取得した者の氏名又は名称及び住所を投資主名簿に記載

し、又は記録しなければ、本投資法人に対抗することができません（投信法第79条第１項）。なお、投資主名簿

の記載又は記録は、総投資主通知（振替機関が、本投資法人に対して行う、投資主の氏名又は名称、保有投資口

数、基準日等の通知をいいます。以下同じです。）により行われます（振替法第228条、第152条第１項）。 

 

（７）投資証券交付請求権及び不所持請求権（投信法第85条第１項、第３項、会社法第217条） 

 投資主は、本投資法人が投資口を発行した日以後、遅滞なく投資証券の交付を受けることができます。また、

投資主は、投資証券の不所持を申し出ることもできます。 

 本振替投資口については、本投資法人は、投資証券を発行することができません（振替法第227条第１項）。た

だし、投資主は、株式会社証券保管振替機構（以下「保管振替機構」といいます。）が振替機関の指定を取り消

された場合若しくは当該指定が効力を失った場合であって保管振替機構の振替業を承継する者が存しない場合、

又は本振替投資口が振替機関によって取り扱われなくなった場合は、本投資法人に対して、投資証券の発行を請

求することができます（振替法第227条第２項）。 
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（８）帳簿閲覧請求権（投信法第128条の３） 

 投資主は、本投資法人の営業時間内は、いつでも、会計帳簿又はこれに関する資料の閲覧又は謄写を請求する

ことができます。ただし、この請求は、理由を明らかにしてしなければなりません。 

 

（９）少数投資主権の行使手続（振替法第228条、第154条） 

振替投資口に係る少数投資主権等の行使に際しては、投資主名簿の記載又は記録ではなく、振替口座簿の記載

又は記録により判定されることになります。したがって、少数投資主権を行使しようとする投資主は、振替機関

が個別投資主通知（振替機関が、本投資法人に対して行う、投資主の氏名又は名称、保有投資口数等の通知をい

います。以下同じです。）を行うよう、投資主の口座を開設している口座管理機関に対して申し出ることができ

ます。投資主は、かかる個別投資主通知が本投資法人に対して行われた後４週間が経過する日までに限り、少数

投資主権を行使することができます。 

 

Ｂ．投資法人債権者の権利 

（１）元利金支払請求権 

投資法人債権者は、投資法人債の要項に従い、元利金の支払いを受けることができます。投資法人債の消滅時

効は、元金については10年、利息については５年です（投信法第139条の７、会社法第701条）。 

 

（２）投資法人債の処分権 

投資法人債券を発行する旨の定めのある投資法人債の譲渡は、投資法人債券を交付する方法により自由に譲渡

することができます（投信法第139条の７、会社法第687条）。 

本振替投資法人債については、投資法人債権者は、振替機関等に対して振替の申請を行い、譲渡人の口座から

譲受人の口座に本振替投資法人債の振替（譲受人の口座における保有欄の金額を増額させることをいいます。以

下本振替投資法人債について同じです。）が行われることにより、本振替投資法人債の譲渡を行うことができま

す（振替法第115条、第73条）。 

なお、本振替投資法人債については、本投資法人は、投資法人債券を発行することができません（振替法第115

条、第67条第１項）。ただし、投資法人債権者は、保管振替機構が振替機関の指定を取り消された場合若しくは

当該指定が効力を失った場合であって保管振替機構の振替業を承継する者が存しない場合、又は本振替投資法人

債が振替機関によって取り扱われなくなった場合は、本投資法人に対して、本投資法人債券の発行を請求するこ

とができます（振替法第115条、第67条第２項）。 

 

（３）投資法人債権者集会における議決権 

投資法人債権者の権利に重大な関係がある事項について、投資法人債権者の総意を決定するために、投信法の

規定に基づき、投資法人債権者集会が設置されます。 

① 投資法人債権者集会は、投信法に規定する事項及び投資法人債権者の利害に関する事項について、決議

を行うことができます（投信法第139条の10第２項、会社法第716条）。 

 投資法人債権者集会において、投資法人債権者は、その有する当該種類の投資法人債の金額の合計額

（償還済みの額を除きます。）に応じて議決権を行使することができます（投信法第139条の10第２項、会

社法第723条第１項）。 

 投資法人債権者集会における決議は、裁判所の認可によって効力を生じます（投信法第139条の10第２

項、会社法第734条）。 

② 投資法人債権者の有する議決権の決議要件は、以下のとおりです（投信法第139条の10第２項、会社法第

724条）。 

ａ．投資法人債権者集会の決議は、原則として、出席した投資法人債権者の議決権の総額の２分の１を超

える議決権を有する者の同意をもって行われます（普通決議）。 

ｂ．投資法人債権者集会の決議は、一定の重要な事項については、投資法人債権者の議決権の総額の５分

の１以上を有する投資法人債権者が出席し、その議決権の総額の３分の２以上の議決権を有する者の同

意をもって行われます（特別決議）。 

③ 投資法人債権者による投資法人債権者集会招集請求権 

 投資法人債権者集会は、必要がある場合には、いつでも招集することができ、原則として、本投資法人

又は投資法人債管理者が招集します（投信法第139条の10第２項、会社法第717条第１項、第２項）。 

 ただし、ある種類の投資法人債の総額（償還済みの額を除きます。）の10分の１以上に当たる投資法人

債を保有する投資法人債権者は、本投資法人又は投資法人債管理者に対し、投資法人債権者集会の目的で

ある事項及び招集の理由を示して、本投資法人又は投資法人債管理者に対して投資法人債権者集会の招集

を請求することができます（投信法第139条の10第２項、会社法第718条第1項）。 
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 かかる請求の後遅滞なく投資法人債権者集会の招集手続が行われない場合、又は、かかる請求があった

日から８週間以内の日を投資法人債権者集会の日とする投資法人債権者集会の招集の通知が発せられない

場合には、かかる請求を行った投資法人債権者は、裁判所の許可を得て投資法人債権者集会の招集をする

ことができます（投信法第139条の10第２項、会社法第718条第３項）。 

④ 投資法人債権者は、本投資法人の営業時間内は、いつでも、投資法人債権者集会の議事録の閲覧又は謄

写を請求することができます（投信法第139条の10第２項、会社法第731条第３項）。 

 

（４）投資法人債管理者 

本投資法人は、投資法人債を発行する場合には、投資法人債管理者を定め、投資法人債権者のために、弁済の

受領、債権の保全その他の投資法人債の管理を行うことを委託しなければなりません。ただし、各投資法人債の

金額が１億円以上である場合その他投資法人債権者の保護に欠けるおそれがないものとして投信法施行規則で定

める場合は、この限りではありません（投信法第139条の８）。 
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第４【関係法人の状況】

１【資産運用会社の概況】

（１）【名称、資本金の額及び事業の内容】

① 名称

 三井不動産フロンティアリートマネジメント株式会社

② 資本金の額

 本書の日付現在  ４億5,000万円

③ 事業の内容

（イ） 金融商品取引法に基づく投資運用業及び不動産の管理業務

（ロ） 宅地建物取引業 

（ハ） 宅地建物取引業法第50条の２第１項第１号に規定する取引一任代理等の業務 

（ニ） 上記（イ）から（ハ）までに関連又は付帯する一切の業務

 

ａ．会社の沿革

年月日 事項

平成15年８月26日 会社設立 

平成15年10月４日 宅地建物取引業免許取得 

（免許証番号 東京都知事(１）第82379号） 

平成15年10月14日 東京都港区赤坂二丁目17番22号赤坂ツインタワー東館13階へ本店移転 

平成16年３月12日 宅地建物取引業法上の取引一任代理等の認可取得 

（認可番号 国土交通大臣認可第20号） 

平成16年４月26日 投資信託委託業者に係る業務認可取得 

（認可番号 内閣総理大臣第30号） 

平成19年９月30日 金融商品取引業に係る登録（関東財務局長（金商）第395号）（注） 

平成20年３月24日 商号をフロンティア・リート・マネジメント株式会社から三井不動産フ

ロンティアリートマネジメント株式会社に変更 

平成22年５月１日 東京都中央区銀座六丁目８番７号交詢ビルディング６階へ本店移転 

（注）平成19年９月30日付で金融商品取引業者の登録を受けたものとみなされ、平成19年12月13日付で証券取引法の一部を改

正する法律（平成18年法律第65号）附則第159条第２項の手続を完了しています。 

 

ｂ．株式の総数及び資本金の額の増減

（ⅰ）発行可能株式総数（本書の日付現在）

 36,000株

（ⅱ）発行済株式の総数（本書の日付現在）

 9,000株

（ⅲ）最近５年間における資本金の額の増減

 最近５年間における資本金の額の増減はありません。

 

ｃ．純資産の額

 平成29年３月31日現在 17億4,220万円

 

ｄ．その他

（ⅰ）役員の変更

 本資産運用会社の取締役及び監査役は、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権

の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の過半数の賛成によって選任します。

取締役の選任については、累積投票によりません。取締役の任期は、選任後２年内の最終の決算期に関す

る定時株主総会の終結の時までで、監査役の任期は、選任後４年内の最終の決算期に関する定時株主総会

の終結の時までです。ただし、補欠又は増員として選任された取締役の任期は、他の在任取締役の任期が

満了すべき時までとし、補欠として選任された監査役の任期は、退任した監査役の任期の満了する時まで

とします。本資産運用会社において取締役及び監査役の変更があった場合には、２週間以内に監督官庁へ

届け出ます（金融商品取引法第31条第１項、第29条の２第１項第３号）。また、本資産運用会社の取締役

は、他の会社の取締役、会計参与（会計参与が法人であるときは、その職務を行うべき社員）、監査役若

しくは執行役に就任した場合（他の会社の取締役、会計参与、監査役又は執行役が金融商品取引業者の取

締役又は執行役を兼ねることとなった場合を含みます。）又は他の会社の取締役、会計参与、監査役若し
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くは執行役を退任した場合には、遅滞なく、その旨を内閣総理大臣に届け出なければなりません（金融商

品取引法第31条の４第１項）。

 

（ⅱ）訴訟事件その他本資産運用会社に重要な影響を及ぼすことが予想される事実

 本書の日付現在、本資産運用会社に関して、訴訟事件その他重要な影響を及ぼすことが予想される事実

はありません。

 

ｅ．関係業務の概要

 本投資法人が、本資産運用会社に委託する業務の内容は次のとおりです。

（ⅰ）本投資法人の資産の運用に係る業務

（ⅱ）本投資法人の資金調達に係る業務 

（ⅲ）本投資法人への報告業務 

（ⅳ）その他本投資法人が随時委託する前記（ⅰ）から（ⅲ）までに関連し又は付随する業務

 

（２）【運用体制】

 本資産運用会社の運用体制については、前記「第一部 ファンド情報 第１ ファンドの状況 １ 投資法人の概

況 （４）投資法人の機構」をご参照ください。 

 

（３）【大株主の状況】

    （本書の日付現在）
 

名称 住所 
所有株式数 

（株） 

比率 

（％） 

三井不動産株式会社 東京都中央区日本橋室町二丁目１番１号 9,000 100

合計 － 9,000 100

（注）「比率」とは、発行済株式数に対する所有株式数の比率をいいます。 
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（４）【役員の状況】

      （本書の日付現在）
 

役職名 氏名 主要略歴 
所有
株式数 

代表取締役社長 藤山 吾朗 

昭和61年４月 三井不動産株式会社入社 

０

平成23年４月 同社 開発企画部 開発企画グループ長 

平成28年４月 三井不動産フロンティアリートマネジメント株式会社 

出向 

取締役企画・管理部長 

平成29年４月 同社代表取締役社長就任（現在に至る） 

取締役 

金井 潤 

昭和63年４月 三井不動産株式会社入社 

０

平成26年４月 三井不動産レジデンシャルサービス株式会社 出向 

経営企画部長 

平成28年４月 同社 執行役員経営企画部長 

平成29年４月 三井不動産フロンティアリートマネジメント株式会社 

出向 

取締役企画・管理部長就任（現在に至る） 

小野 敏 

平成３年４月 三井不動産株式会社入社 

０

平成22年４月 同社 商業施設事業本部 アーバン事業部 

事業企画グループ 

平成25年４月 同社 アコモデーション事業本部 賃貸住宅事業部 

事業グループ 

平成27年10月 三井不動産レジデンシャル株式会社 出向 

平成29年４月 三井不動産フロンティアリートマネジメント株式会社 

出向 

取締役投資運用部長就任（現在に至る） 

岩本 貴志 

平成８年４月 三井不動産株式会社入社 

０

平成20年10月 同社 国際事業部 業務グループ 

平成23年４月 三井不動産（上海）投資諮詢有限公司 出向 

平成28年４月 三井不動産フロンティアリートマネジメント株式会社 

出向 

取締役投資運用部長 

平成29年４月 同社 取締役財務部長就任（現在に至る） 
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役職名 氏名 主要略歴 
所有
株式数 

取締役 

（非常勤） 
山中 拡 

昭和59年４月 三井不動産株式会社 入社 

０

平成12年４月 三井不動産住宅サービス株式会社（現三井不動産レジ

デンシャルサービス株式会社） 出向 

高層住宅事業部 部長代理 

平成13年４月 同社 総務部人材開発室長 

平成16年４月 三井不動産株式会社横浜支店 事業グループ長 

平成18年10月 三井不動産レジデンシャル株式会社 出向 

横浜支店 開発グループ長 

平成20年４月 株式会社ユニリビング 取締役 

平成25年４月 三井不動産株式会社 関連事業部 業務グループ長就

任（現在に至る） 

日本ビルファンドマネジメント株式会社 

取締役就任（現在に至る） 

三井不動産フロンティアリートマネジメント株式会社 

取締役就任（現在に至る） 

監査役 

（非常勤） 
國兼 洋一 

昭和59年４月 三井不動産株式会社 入社 

０

平成13年６月 日本ビルファンドマネジメント株式会社 出向 

平成15年４月 三井不動産株式会社 広報部 広報グループ 

平成16年４月 同社 広報部 広報グループ長 

平成21年４月 同社 不動産ソリューションサービス本部 

法人ソリューション部 ソリューション営業グループ

長 

平成27年４月 同社 関連事業部 部長補佐（現在に至る） 

三井不動産フロンティアリートマネジメント株式会社 

監査役就任（現在に至る） 

（注１）平成30年3月31日付で取締役（非常勤）山中拡及び監査役（非常勤）國兼洋一が辞任により退任することに伴い、本資産運用会社は、平

成30年3月27日開催の株主総会において、岡本正彦を後任の取締役（非常勤）として、石田真を後任の監査役（非常勤）として、それぞ

れ選任しています。 

（注２）本書の日付現在、本資産運用会社の従業員は、18名です。 
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（５）【事業の内容及び営業の概況】

① 事業の内容

 本資産運用会社は、投信法上の資産運用会社として投資運用業を行っています。 

 

② 営業の概況 

 本書の日付現在、本資産運用会社が資産の運用を行う投資法人又は運用の指図を行う投資法人は、本投資法人

のみです。 

 

③ 関係業務の概況 

 資産運用会社としての業務

（イ）投資運用業務

 本資産運用会社は、投信法及び規約の規定等に従い、本投資法人の資産の運用に係る業務を行います。ま

た、本投資法人がその資産の運用に関し第三者より苦情を申し立てられた場合、当該苦情の処理その他必要な

行為、及びその他本投資法人の資産の運用に関連し又は付随する業務を行います。

 

（ロ）資金調達業務

 本資産運用会社は、本投資法人が行う、投資口を引き受ける者の募集、投資法人債の発行、借入れ若しくは

借換え、又はこれらに類似する資金調達行為に関し、本投資法人のために必要な業務を行います。

 

（ハ）報告業務

 本資産運用会社は、投信法に従った報告書の作成及び交付、その他本投資法人の要求に基づき委託業務に関

する報告を行います。

 

（ニ）本資産運用会社は、その他本投資法人が随時委託する前記（イ）から（ハ）までに関連し又は付随する業

務を行います。
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２【その他の関係法人の概況】

Ａ．機関運営事務に関する一般事務受託者及び資産保管会社（投信法第117条第４号から第６号まで及び第208条

関係）、投資主名簿等管理人（投信法第117条第２号、第３号及び第６号関係）並びに投資法人債に関する一

般事務受託者（投信法第117条第２号、第３号及び第６号関係） 

（１）【名称、資本金の額及び事業の内容】 

① 名称 

 三井住友信託銀行株式会社 

 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 

② 資本金の額 

 平成29年９月30日現在  342,037百万円 

③ 事業の内容 

 銀行法（昭和56年法律第59号。その後の改正を含みます。）（以下「銀行法」といいます。）に基づき銀

行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営等に関する法律（昭和18年法律第43号。その後の改正を含

みます。）（以下「兼営法」といいます。）に基づき信託業務を営んでいます。 

 

（２）【関係業務の概要】 

① 機関運営事務に関する一般事務等受託者としての業務 

（イ）本投資法人の役員会の運営に関する事務 

（ロ）その他上記（イ）に準ずる業務又は付随する業務（委託事務の具体的範囲及び処理方法等は、本投資法

人と機関運営事務に関する一般事務等受託者が協議の上、別途定めるものとします。） 

（ハ）本投資法人の投資主総会の運営に関する事務 

（ニ）その他上記（ハ）に準ずる業務又は付随する業務（委託事務の具体的範囲及び処理方法等は、本投資法

人と機関運営事務に関する一般事務等受託者が協議の上、別途定めるものとします。） 

② 資産保管会社としての業務 

（イ）資産保管業務 

（ロ）金銭出納管理業務 

（ハ）その他上記（イ）及び（ロ）に関連し又は付随する業務 

③ 投資主名簿等管理人としての業務 

（イ）投資主名簿等の作成、管理及び備置に関する事務 

（ロ）投資主名簿への投資主及び登録投資口質権者又はこれらの者の代理人等（以下本③において「投資主

等」といいます。）の投資主名簿記載事項の記録並びに投資主名簿と振替口座簿に記録すべき振替投資口

数との照合に関する事務 

（ハ）投資主等の住所及び氏名の記録又はその変更事項の記録に関する事務 

（ニ）投資主等の提出する届出の受理に関する事務 

（ホ）投資主総会の招集通知、決議通知及びこれらに付随する参考書類等各種送付物の送付及びこれらの返戻

履歴の管理に関する事務 

（ヘ）議決権行使書面の作成、受理及び集計に関する事務 

（ト）金銭の分配（以下本③において「分配金」といいます。）の計算及び支払に関する事務 

（チ）分配金支払事務取扱銀行等における支払期間経過後の分配金の確定及びその支払いに関する事務 

（リ）投資主名簿等の閲覧又は謄写若しくは証明書の交付に関する事務 

（ヌ）投資口に関する諸統計及び官庁、証券取引所等への届出若しくは報告に関する資料の作成事務 

（ル）投資口の併合、投資口の分割、募集投資口の発行、合併等に関する事務等の臨時事務 

（ヲ）委託事務を処理するため使用した本投資法人に帰属する書類の整理保管に関する事務 

（ワ）その他振替機関との情報の授受に関する事項 

（カ）上記（イ）から（ワ）に関する照会に対する応答 

（ヨ）行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号。その

後の改正を含みます。）（以下「番号法」といいます。）に係る以下の個人番号関係事務 

ａ．支払調書等の作成対象となる投資主等（登録投資口質権者を含みます。以下同じです。）及び新投資

口予約権者等の個人番号及び法人番号（以下「個人番号等」といいます。）に係る、保管振替機関宛

請求及び通知の受領に関する事務 

ｂ．本投資法人の投資主等及び新投資口予約権者等にかかる個人番号等の収集に関する事務 

ｃ．本投資法人の投資主等及び新投資口予約権者等の個人番号等の登録、保管及び別途定める保管期間経

過後の廃棄又は削除に関する事務 

ｄ．行政機関等宛個人番号等の提供に関する事務 

ｅ．その他、番号法に基づく上記ａ．からｄ．までに付随する事務 
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（タ）上記（イ）から（ヨ）に掲げる事項に付随する事務 

④ 投資法人債に関する一般事務受託者としての業務 

（イ）本投資法人債の発行事務のうち次に定める事務 

ａ．本投資法人債の買取引受をした者から受領した払込金額の本投資法人への交付 

ｂ．投資法人債原簿の作成 

ｃ．投資法人債券台帳の作成 

ｄ．その他本投資法人、投資法人債に関する一般事務受託者の協議のうえ必要と認められる事務 

（ロ）本投資法人債の発行代理人事務 

（ハ）本投資法人債の期中事務のうち次に定める事務 

ａ．投資法人債原簿の調製及び備置きその他の投資法人債原簿に関する事務 

ｂ．投資法人債券台帳の調製 

ｃ．租税特別措置法に基づく利子所得税の納付 

ｄ．買入消却に係る事務 

ｅ．その他本投資法人、投資法人債に関する一般事務受託者の協議のうえ必要と認められる事務（投資法

人債権者の権利行使に関する請求その他の投資法人債権者からの申出の受付に関する事務を含みま

す。） 

（ニ）本投資法人債の支払代理人事務として次に定める事務 

ａ．本投資法人債の発行後、本投資法人債の銘柄情報のうち業務規程等（株式会社証券保管振替機構（以

下、本（ニ）において「機構」といいます。）が定める社債等に関する業務規程、同施行規則その他

その時々において適用のある規則をいいます。以下、本（ニ）において同じです。）で定める事項に

ついて決定等がなされた場合の当該事項の機構への通知 

ｂ．元金の償還及び利息支払の機構加入者からの請求内容に関し業務規程等に定める情報の機構からの取

得及びその内容の確認 

ｃ．元金の償還及び利息支払の機構加入者への配分に関し業務規程等に定める情報の機構からの取得 

ｄ．決済予定額情報に係る資金決済について日本銀行金融ネットワークシステムを利用する場合はその旨

及び決済予定額情報の資金決済会社への通知 

ｅ．買入消却申請情報（買入消却において減額の記録又は記載がされるべき金額その他業務規程等で定め

る事項をいいます。）及び当該買入消却を行った旨の通知の機構からの取得並びにその内容の確認 

ｆ．元利金支払取りまとめ事務 

ｇ．その他業務規程等に定める支払代理人の事務 

 

（３）【資本関係】 

 該当事項はありません。 

 

Ｂ．特別口座管理人（投信法第117条第２号及び第６号関係） 

（１）名称、資本金の額及び事業の内容 

① 名称 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

② 資本金の額 

 平成29年９月30日現在  324,279百万円 

③ 事業の内容 

 銀行法に基づき銀行業を営むとともに、兼営法に基づき信託業務を営んでいます。 

 

（２）関係業務の概要 

特別口座管理人としての業務 

（イ）振替口座簿並びにこれに附属する帳簿の作成・管理及び備置に関する事務 

（ロ）総投資主通知に係る報告に関する事務 

（ハ）新規記載又は記録手続き及び抹消手続き又は全部抹消手続に関する事務 

（ニ）保管振替機構その他の振替機関（以下本（２）において「機構等」といいます。）からの本投資法人に

対する個別投資主通知に関する事務 

（ホ）振替口座簿への記載又は記録、質権に係る記載又は記録及び信託の受託者並びに信託財産に係る記載又

は記録に関する事務 

（ヘ）特別口座の開設及び廃止に関する事務 

- 189 -



（ト）加入者情報及び届出印鑑の登録又はそれらの変更の登録及び加入者情報の機構等への通知及び届出に関

する事務 

（チ）特別口座の加入者本人のために開設された他の口座又は本投資法人の口座との間の振替手続に関する事

務 

（リ）振替法で定める取得者等のための特別口座開設等請求に関する事務 

（ヌ）加入者からの個別投資主通知の申出に関する事務 

（ル）加入者又は利害関係を有する者からの情報提供請求（機構等を通じて請求されるものを含みます。）に

関する事務 

（ヲ）上記（イ）から（ル）までに掲げるもののほか、加入者等（投資主、登録投資口質権者及びこれらの法

定代理人又は以上の者の常任代理人をいいます。以下同じです。）による請求に関する事務 

（ワ）上記（イ）から（ヲ）までに掲げるもののほか、加入者等からの加入者等に係る情報及び届出印鑑に関

する届出の受理に関する事務 

（カ）加入者等からの照会に対する応答に関する事務 

（ヨ）投資口の併合・分割に関する事務 

（タ）上記（イ）から（ヨ）までに掲げる事務に付随する事務 

（レ）番号法に係る加入者等の個人番号等の収集、登録、保管、利用及び廃棄又は削除に関する事務 

（ソ）上記（イ）から（レ）までに掲げる事務のほか、振替制度の運営に関する事務並びに本投資法人及び特

別口座管理人間で協議のうえ定める事務 

 

（３）資本関係 

 該当事項はありません。 

 

Ｃ．会計事務等に関する一般事務受託者（投信法第117条第５号及び第６号関係） 

（１）名称、資本金の額及び事業の内容 

① 名称 

 税理士法人平成会計社 

 東京都中央区日本橋一丁目４番１号 日本橋一丁目ビルディング 

② 資本金の額 

 該当事項はありません。 

③ 事業の内容 

 税理士業を営んでいます。 

 

（２）関係業務の概要 

① 投信法第117条第５号に規定される計算に関する事務 

② 投信法施行規則第169条第２項第６号に規定される会計帳簿の作成に関する事務 

③ 投信法施行規則第169条第２項第７号に規定される納税に関する事務の補助業務 

④ 番号法に係る個人番号関係事務 

⑤ そのほか上記①から④までの事務に関連し又は付随する業務 

 

（３）資本関係 

 該当事項はありません。 
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Ｄ．特定関係法人（資産運用会社の親会社） 

（１）名称、資本金の額及び事業の内容 

① 名称 

 三井不動産株式会社 

 東京都中央区日本橋室町二丁目１番１号 

② 資本金の額 

 平成29年12月31日現在  339,766百万円 

③ 事業の内容 

 不動産等の貸借事業、分譲事業、マネジメント事業、その他の事業を営んでいます。 

 

（２）関係業務の概要 

 ＳＣマネジメント基本契約書に基づき、ＳＣマネジメント業務を提供します。また、本投資法人は、本投

資法人の保有資産の一部（本書の日付現在７物件）に係る建物賃貸借契約を締結しています。詳細について

は、前記「第一部 ファンド情報 第１ ファンドの状況 ５ 運用状況 (2) 投資資産 ③ その他投資

資産の主要なもの (ハ) テナントへの賃貸条件」をご参照ください。 

 

（３）資本関係 

 該当事項はありません。 

 

Ｅ．特定関係法人（運用資産の一部の売主） 

（１）名称、資本金の額及び事業の内容 

① 名称 

 新三郷デベロップメント・スリー特定目的会社 

 東京都中央区日本橋一丁目４番１号 

② 資本金の額 

 平成29年12月31日現在  2,048百万円 

③ 事業の内容 

 資産の流動化に関する法律に基づく資産流動化計画に従った特定資産の譲受け並びにその管理及び処分に

かかる業務等を営んでいます。 

 

（２）関係業務の概要 

 不動産信託受益権売買契約等に基づき、本投資法人に対して、平成27年４月１日に三井ショッピングパー

クららぽーと新三郷（共有持分16％）及びコストコホールセール新三郷倉庫店（底地）を、平成28年８月10

日に三井ショッピングパークららぽーと新三郷（共有持分 50％）を、それぞれ譲渡しています。 

 

（３）資本関係 

 該当事項はありません。 
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第５【投資法人の経理状況】
１．財務諸表の作成方法について 

 本投資法人の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号、そ

の後の改正を含みます。）及び同規則第２条の規定により、投資法人計算規則に基づいて作成しています。 

 

２．監査証明について 

 本投資法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第27期計算期間（平成29年７月１日から平成29

年12月31日まで）の財務諸表について新日本有限責任監査法人の監査を受けています。 

 

３．連結財務諸表について 

 本投資法人には子会社がありませんので、連結財務諸表は作成していません。 
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１【財務諸表】

（１）【貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前期 

(平成29年６月30日) 
当期 

(平成29年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 11,800,831 7,623,664 

信託現金及び信託預金 ※1 4,031,553 ※1 3,683,544 

営業未収入金 131,216 146,433 

前払費用 34,557 29,896 

繰延税金資産 13 13 

流動資産合計 15,998,172 11,483,552 

固定資産    

有形固定資産    

建物 55,775,870 55,789,773 

減価償却累計額 △17,780,044 △18,801,923 

建物（純額） ※1 37,995,825 ※1 36,987,849 

構築物 1,128,567 1,128,567 

減価償却累計額 △734,797 △770,207 

構築物（純額） ※1 393,769 ※1 358,359 

工具、器具及び備品 59,712 60,834 

減価償却累計額 △27,310 △30,371 

工具、器具及び備品（純額） ※1 32,402 ※1 30,463 

土地 ※1 72,924,783 ※1 72,924,783 

信託建物 50,028,057 50,168,212 

減価償却累計額 △16,622,622 △17,572,992 

信託建物（純額） ※1 33,405,434 ※1 32,595,220 

信託構築物 844,607 844,607 

減価償却累計額 △461,026 △485,129 

信託構築物（純額） ※1 383,581 ※1 359,478 

信託機械及び装置 669,558 680,741 

減価償却累計額 △447,104 △480,143 

信託機械及び装置（純額） ※1 222,453 ※1 200,598 

信託工具、器具及び備品 67,598 72,619 

減価償却累計額 △26,405 △30,934 

信託工具、器具及び備品（純額） ※1 41,193 ※1 41,684 

信託土地 ※1 113,359,080 ※1 117,744,997 

信託建設仮勘定 12,033 12,033 

有形固定資産合計 258,770,556 261,255,468 

無形固定資産    

その他 1,271 1,371 

無形固定資産合計 1,271 1,371 

投資その他の資産    

長期前払費用 3,837 － 

差入敷金及び保証金 10,000 10,000 

信託差入敷金及び保証金 20,400 20,400 

投資その他の資産合計 34,237 30,400 

固定資産合計 258,806,066 261,287,240 

繰延資産    

投資法人債発行費 22,033 21,269 

繰延資産合計 22,033 21,269 

資産合計 274,826,272 272,792,061 
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    （単位：千円） 

 
前期 

(平成29年６月30日) 
当期 

(平成29年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

営業未払金 870,002 895,197 

短期借入金 3,000,000 4,500,000 

1年内返済予定の長期借入金 15,500,000 11,700,000 

未払金 15,127 25,656 

未払費用 257,688 244,848 

未払法人税等 863 888 

未払消費税等 431,826 187,191 

前受金 1,098,572 1,073,320 

預り金 2,329 2,748 

その他 32,400 32,400 

流動負債合計 21,208,810 18,662,252 

固定負債    

投資法人債 3,000,000 3,000,000 

長期借入金 64,900,000 66,200,000 

預り敷金及び保証金 ※1 17,672,625 ※1 17,491,798 

信託預り敷金及び保証金 ※1 16,278,832 ※1 15,613,479 

その他 15,586 12,599 

固定負債合計 101,867,044 102,317,877 

負債合計 123,075,854 120,980,129 

純資産の部    

投資主資本    

出資総額 146,590,931 146,590,931 

剰余金    

任意積立金    

圧縮積立金 188,321 188,321 

任意積立金合計 188,321 188,321 

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 4,971,165 5,032,679 

剰余金合計 5,159,486 5,221,000 

投資主資本合計 151,750,418 151,811,931 

純資産合計 ※2 151,750,418 ※2 151,811,931 

負債純資産合計 274,826,272 272,792,061 
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（２）【損益計算書】

    （単位：千円） 

 
前期 

自 平成29年１月１日 
至 平成29年６月30日 

当期 
自 平成29年７月１日 
至 平成29年12月31日 

営業収益    

賃貸事業収入 ※1 9,947,686 ※1 10,110,805 

その他賃貸事業収入 ※1 63,712 ※1 24,731 

営業収益合計 10,011,398 10,135,537 

営業費用    

賃貸事業費用 ※1 4,091,364 ※1 4,163,616 

資産運用報酬 498,324 504,528 

資産保管手数料 13,713 13,741 

一般事務委託手数料 21,418 21,503 

役員報酬 6,600 6,600 

その他営業費用 79,937 94,101 

営業費用合計 4,711,358 4,804,091 

営業利益 5,300,040 5,331,445 

営業外収益    

受取利息 150 15 

未払分配金戻入 1,184 1,074 

還付加算金 1,085 － 

受取保険金 3,665 － 

その他 100 － 

営業外収益合計 6,185 1,089 

営業外費用    

支払利息 311,444 275,153 

投資法人債利息 10,532 10,707 

投資法人債発行費償却 764 764 

その他 11,688 12,594 

営業外費用合計 334,430 299,219 

経常利益 4,971,795 5,033,315 

税引前当期純利益 4,971,795 5,033,315 

法人税、住民税及び事業税 886 890 

法人税等調整額 △1 △0 

法人税等合計 884 890 

当期純利益 4,970,910 5,032,425 

前期繰越利益 254 253 

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 4,971,165 5,032,679 
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（３）【投資主資本等変動計算書】

前期（自 平成29年１月１日 至 平成29年６月30日） 

              （単位：千円） 

  投資主資本 

純資産合計 
  

出資総額 

剰余金 

投資主資本合計   任意積立金 当期未処分利益
又は当期未処理
損失（△） 

剰余金合計 
  圧縮積立金 任意積立金合計 

当期首残高 146,590,931 188,321 188,321 4,912,142 5,100,463 151,691,395 151,691,395 

当期変動額               

剰余金の配当       △4,911,888 △4,911,888 △4,911,888 △4,911,888 

当期純利益       4,970,910 4,970,910 4,970,910 4,970,910 

当期変動額合計 － － － 59,022 59,022 59,022 59,022 

当期末残高 146,590,931 188,321 188,321 4,971,165 5,159,486 151,750,418 151,750,418 

 

当期（自 平成29年７月１日 至 平成29年12月31日） 

              （単位：千円） 

  投資主資本 

純資産合計 
  

出資総額 

剰余金 

投資主資本合計   任意積立金 当期未処分利益
又は当期未処理
損失（△） 

剰余金合計 
  圧縮積立金 任意積立金合計 

当期首残高 146,590,931 188,321 188,321 4,971,165 5,159,486 151,750,418 151,750,418 

当期変動額               

剰余金の配当       △4,970,912 △4,970,912 △4,970,912 △4,970,912 

当期純利益       5,032,425 5,032,425 5,032,425 5,032,425 

当期変動額合計 － － － 61,513 61,513 61,513 61,513 

当期末残高 146,590,931 188,321 188,321 5,032,679 5,221,000 151,811,931 151,811,931 
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（４）【金銭の分配に係る計算書】

区分 
前期 

自 平成29年１月１日 
至 平成29年６月30日 

当期 
自 平成29年７月１日 
至 平成29年12月31日 

  円 円 

Ⅰ 当期未処分利益 4,971,165,572 5,032,679,271 

Ⅱ 分配金の額 4,970,912,000 5,032,416,000 

(投資口1口当たりの分配金の額) (10,022) (10,146) 

Ⅲ 次期繰越利益 253,572 263,271 

 

分配金の額の算出方法 本投資法人の規約第37条(1)に定める

分配方針に基づき、分配金の額は利益

の金額を限度とし、かつ租税特別措置

法第67条の15に規定されている本投資

法人の配当可能利益の額の100分の90

に相当する額を超えるものとしていま

す。かかる方針により、当期未処分利

益を超えず、かつ、法人税等の追加的

発生による投資主の負担が生じない範

囲で、発行済投資口の総口数496,000

口 の 整 数 倍 の 最 大 値 と な る

4,970,912,000円を利益分配金として

分配することといたしました。なお、

本投資法人の規約第37条(2)に定める

利益を超えた金銭の分配は行いませ

ん。 

本投資法人の規約第37条(1)に定める

分配方針に基づき、分配金の額は利益

の金額を限度とし、かつ租税特別措置

法第67条の15に規定されている本投資

法人の配当可能利益の額の100分の90

に相当する額を超えるものとしていま

す。かかる方針により、当期未処分利

益を超えず、かつ、法人税等の追加的

発生による投資主の負担が生じない範

囲で、発行済投資口の総口数496,000

口 の 整 数 倍 の 最 大 値 と な る

5,032,416,000円を利益分配金として

分配することといたしました。なお、

本投資法人の規約第37条(2)に定める

利益を超えた金銭の分配は行いませ

ん。 
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（５）【キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
前期 

自 平成29年１月１日 
至 平成29年６月30日 

当期 
自 平成29年７月１日 
至 平成29年12月31日 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益 4,971,795 5,033,315 

減価償却費 2,117,278 2,072,619 

投資法人債発行費償却 764 764 

受取利息 △150 △15 

支払利息 321,977 285,860 

営業未収入金の増減額（△は増加） 8,599 △15,216 

前払費用の増減額（△は増加） 15,635 8,498 

営業未払金の増減額（△は減少） 228,770 △23,682 

未払費用の増減額（△は減少） 2,765 △185 

未払消費税等の増減額（△は減少） 317,115 △244,635 

未収消費税等の増減額（△は増加） 364,517 － 

前受金の増減額（△は減少） 46,834 △28,253 

その他 △12,451 898 

小計 8,383,452 7,089,967 

利息の受取額 150 15 

利息の支払額 △313,587 △300,693 

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △871 △865 

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,069,143 6,788,424 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △39,094 △8,710 

信託有形固定資産の取得による支出 △103,388 △4,497,862 

預り敷金及び保証金の返還による支出 △278,959 △255,576 

預り敷金及び保証金の受入による収入 1,534 82,249 

信託預り敷金及び保証金の返還による支出 △43,515 △728,367 

信託預り敷金及び保証金の受入による収入 239,793 63,014 

使途制限付信託預金の預入による支出 △216,000 △50,629 

使途制限付信託預金の戻入による収入 14,741 216,000 

投資活動によるキャッシュ・フロー △424,889 △5,179,881 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入れによる収入 25,000,000 31,500,000 

短期借入金の返済による支出 △27,000,000 △30,000,000 

長期借入れによる収入 5,000,000 3,500,000 

長期借入金の返済による支出 △3,000,000 △6,000,000 

投資法人債発行費の支出 △611 － 

分配金の支払額 △4,911,308 △4,968,348 

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,911,920 △5,968,348 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,732,333 △4,359,805 

現金及び現金同等物の期首残高 12,462,423 15,194,757 

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 15,194,757 ※1 10,834,951 
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（６）【注記表】

〔重要な会計方針〕
 
1.固定資産の減価償却の

方法 

(1) 有形固定資産 （信託財産を含む） 

定額法を採用しています。なお、有形固定資産の耐用年数は以下のとおりです。 

  (a) 建物          3～39年 

(b) 構築物         2～47年 

(c) 機械及び装置       8～14年 

(d) 工具、器具及び備品   3～15年 

  (2) 無形固定資産 

定額法を採用しています。 

  (3) 長期前払費用 

定額法を採用しています。 

2.繰延資産の処理方法 投資法人債発行費 

 投資法人債償還までの期間にわたり定額法により償却しています。 

3.収益及び費用の計上基

準 

固定資産税等の処理方法 

 保有する不動産等に係る固定資産税、都市計画税及び償却資産税等については、賦課決定

された税額のうち当該計算期間に対応する額を賃貸事業費用として費用処理する方法を採用

しています。 

 なお、不動産又は不動産を信託財産とする信託受益権の取得に伴い、精算金として譲渡人

に支払った初年度の固定資産税等相当額については、費用計上せず当該不動産の取得原価に

算入しています。 

4.ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについて特例処理の要件を満たしているため、特例処理を採用していま

す。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  金利スワップ取引 

ヘッジ対象  借入金金利 

(3) ヘッジ方針 

本投資法人は、リスク管理方針に基づき投資法人規約に規定するリスクをヘッジする

目的でデリバティブ取引を行っています。 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップは特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価は省略していま

す。 

5.キャッシュ・フロー計

算書における資金（現

金及び現金同等物）の

範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金及び信託現

金、随時引き出し可能な預金及び信託預金並びに容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資か

らなっています。 

6.その他財務諸表作成の

ための基本となる重要

な事項 

(1) 不動産を信託財産とする信託受益権に関する会計処理方法 

 保有する不動産を信託財産とする信託受益権については、信託財産内全ての資産及び

負債勘定並びに信託財産に生じた全ての収益及び費用勘定について、貸借対照表及び損

益計算書の該当勘定科目に計上しています。 

 なお、該当勘定科目に計上した信託財産のうち重要性がある下記の項目については、

貸借対照表において区分掲記しています。 

① 信託現金及び信託預金 

② 信託建物、信託構築物、信託機械及び装置、信託工具、器具及び備品、信託土地、

信託建設仮勘定 

③ 信託差入敷金及び保証金 

④ 信託預り敷金及び保証金 

  (2) 消費税等の処理方法 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。 
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〔表示方法の変更〕 

 前期において、純額で表示していた「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「使途制限付信託預金の預入による支

出」は、金額的重要性が増したため、当期より「使途制限付信託預金の預入による支出」及び「使途制限付信託預金の戻

入による収入」と総額表示に変更しています。この表示方法の変更を反映させるため、前期の財務諸表の組替えを行って

います。 

 この結果、前期のキャッシュ・フロー計算書における「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「使途制限付信託預金

の預入による支出」△201,258千円は、「使途制限付信託預金の預入による支出」△216,000千円及び「使途制限付信託預

金の戻入による収入」14,741千円として組み替えています。 

 

〔注記事項〕 

（貸借対照表関係） 

※1 担保に供している資産及び担保を付している債務 

担保に供している資産は次のとおりです。 

第26期 
（平成29年６月30日） 

第27期 
（平成29年12月31日） 

信託現金及び信託預金 380,427千円   380,427千円 

建物 7,551,500千円   7,371,850千円 

構築物 68,244千円   64,124千円 

工具、器具及び備品 786千円   786千円 

土地 19,466,393千円   19,466,393千円 

信託建物 13,104,102千円   12,856,996千円 

信託構築物 141,676千円   132,301千円 

信託機械及び装置 30,160千円   24,165千円 

信託工具、器具及び備品 9,374千円   8,489千円 

信託土地 17,772,884千円   17,772,884千円 

合計 58,525,551千円   58,078,419千円 

 

担保を付している債務は次のとおりです。 

第26期 
（平成29年６月30日） 

第27期 
（平成29年12月31日） 

預り敷金及び保証金 6,253,230千円   6,007,935千円 

信託預り敷金及び保証金 10,491,064千円   9,983,082千円 

合計 16,744,294千円   15,991,017千円 

 

※2 投資信託及び投資法人に関する法律第67条第４項に定める最低純資産額 

第26期 
（平成29年６月30日） 

第27期 
（平成29年12月31日） 

  50,000千円   50,000千円 

 

※3 コミットメントライン契約 

 本投資法人は、機動的かつ安定的な資金調達手段を確保することを目的として、特定融資枠（コミットメントライン）

契約を締結しています。 

第26期 
（平成29年６月30日） 

第27期 
（平成29年12月31日） 

特定融資枠の総額 15,000,000千円   15,000,000千円 

当期末借入残高 －   － 

当期末未実行枠残高 15,000,000千円   15,000,000千円 
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（損益計算書関係） 

※1 不動産賃貸事業損益の内訳 

    （単位：千円） 
 

 
第26期 

自 平成29年１月１日 
至 平成29年６月30日 

第27期 
自 平成29年７月１日 
至 平成29年12月31日 

A.不動産賃貸事業収益        

賃貸事業収益        

賃料及び駐車場等使用料収入 9,947,686   10,110,805  

その他賃貸事業収入 63,712 10,011,398 24,731 10,135,537 

  不動産賃貸事業収益合計   10,011,398   10,135,537 

B.不動産賃貸事業費用        

賃貸事業費用        

外注委託費 495,268   488,957  

公租公課 1,043,477   1,042,768  

損害保険料 13,324   13,534  

修繕費 218,792   317,228  

減価償却費 2,117,278   2,072,619  

その他賃貸事業費用 203,223 4,091,364 228,508 4,163,616 

  不動産賃貸事業費用合計   4,091,364   4,163,616 

C.不動産賃貸事業損益 

（A－B） 
  5,920,034   5,971,920 

 

（投資主資本等変動計算書関係） 

 
第26期 

自 平成29年１月１日 
至 平成29年６月30日 

第27期 
自 平成29年７月１日 
至 平成29年12月31日 

発行可能投資口総口数及び 

発行済投資口の総口数 

 
 

発行可能投資口総口数 4,000,000口 4,000,000口 

発行済投資口の総口数 496,000口 496,000口 

 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

※1 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 
第26期 

自 平成29年１月１日 
至 平成29年６月30日 

第27期 
自 平成29年７月１日 
至 平成29年12月31日 

現金及び預金   11,800,831千円   7,623,664千円 

信託現金及び信託預金   4,031,553千円   3,683,544千円 

使途制限付信託預金（注）   △637,627千円   △472,256千円 

現金及び現金同等物   15,194,757千円   10,834,951千円 

（注）テナントから預かっている敷金保証金の返還のために留保されている信託預金 
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（リース取引関係） 

オペレーティング・リース取引（貸主側） 

未経過リース料 

 
第26期 

（平成29年６月30日） 
第27期 

（平成29年12月31日） 

１年内 25,102,086千円 25,038,281千円 

１年超 67,822,978千円 67,107,503千円 

合計 92,925,065千円 92,145,784千円 

 

（金融商品関係）

1. 金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組指針

 本投資法人は、中長期にわたる安定した収益の確保を目指して、主として不動産等に投資を行うことを通じて

その資産の運用を行うことを基本方針としています。かかる基本方針に基づく運用にあたり、不動産等の取得、

修繕、分配金の支払及び有利子負債の返済等に充当する資金を、金融機関からの借入れ、投資法人債の発行及び

新投資口の追加発行により、調達を行います。

 余資運用については、安全性及び換金性を重視して行うものとし、積極的な運用益の取得のみを目指した投資

を行わないものとしています。当該方針に基づき、余資運用のために行う有価証券及び金銭債権への投資は、原

則として預金にて運用しています。

 デリバティブ取引に係る権利への投資は、本投資法人に係る負債から生じる金利変動リスクその他のリスクを

ヘッジすることを目的としてのみ行うものとしています。

 

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

 預金は、投資法人の余資を運用するものであり、預入先金融機関の破綻等の信用リスクに晒されています。し

たがって、預金期間を短期に限り、信用格付の高い預入先金融機関と取引することにより信用リスクを限定する

とともに、原則として、各預入先金融機関からの借入金の総額を預入れ限度額として取引することにより、安全

性に留意しています。

 借入金及び投資法人債の資金使途は、主に不動産等の取得及び既存の借入金の返済などを目的としたものであ

り、返済・償還時の流動性のリスクに晒されています。したがって、総資産有利子負債比率を低位に保つことに

加えて、資金調達手段の多様化、借入先金融機関及び返済期日の分散化、コミットメントラインの設定、手元流

動性の確保を行うことにより流動性のリスクを限定するとともに、月次の資金繰計画表を作成することによりリ

スクの管理を行っています。

 また、借入金のうち、短期借入金及び変動金利による長期借入金については、支払金利の上昇リスクに晒され

ています。したがって、総資産有利子負債比率を低位に保ち、かつ、長期固定金利による借入を高い比率に保つ

ことにより、支払金利の上昇リスクを限定しています。加えて、一部の変動金利による長期借入金に対しては、

デリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用し支払金利を実質固定化することで、その変動

リスクを回避しています。なお、ヘッジ会計の方法、ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性評

価の方法については、前記「重要な会計方針 4.ヘッジ会計の方法」をご参照ください。

 預り敷金及び保証金は、テナントからの預り金であり、敷金に関してはテナント退去時の流動性のリスク、保

証金に関しては返済時の流動性のリスクに晒されています。したがって、敷金及び保証金も含めて総資産負債比

率を低位に保つことに加えて、借入金等と同様に、資金調達手段の多様化、コミットメントラインの設定、手元

流動性を確保することにより流動性のリスクを限定するとともに、月次の資金繰計画表を作成することによりリ

スクを管理しています。

 

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れています。当該価額の算定においては、一定の前提条件を採用しているため、異なる前提条件等によった場

合、当該価額が異なることもあります。
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2. 金融商品の時価等に関する事項 

 平成29年６月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。 

      （単位：千円） 
 
  貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 現金及び預金 11,800,831 11,800,831 － 

(2) 信託現金及び信託預金 4,031,553 4,031,553 － 

資  産  計 15,832,384 15,832,384 － 

(1) 短期借入金 3,000,000 3,000,000 － 

(2) １年内返済予定の長期借入金 15,500,000 15,589,510 89,510 

(3) 投資法人債 3,000,000 2,955,210 △44,790 

(4) 長期借入金 64,900,000 65,186,683 286,683 

(5) 預り敷金及び保証金 8,671,409 8,538,499 △132,909 

(6) 信託預り敷金及び保証金 2,560,663 2,627,676 67,012 

負  債  計 97,632,072 97,897,579 265,506 

デリバティブ取引 － － － 

デリバティブ取引計 － － － 

 

 平成29年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。 

      （単位：千円） 
 

  貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 現金及び預金 7,623,664 7,623,664 － 

(2) 信託現金及び信託預金 3,683,544 3,683,544 － 

資  産  計 11,307,208 11,307,208 － 

(1) 短期借入金 4,500,000 4,500,000 － 

(2) １年内返済予定の長期借入金 11,700,000 11,754,705 54,705 

(3) 投資法人債 3,000,000 2,974,050 △25,950 

(4) 長期借入金 66,200,000 66,438,800 238,800 

(5) 預り敷金及び保証金 8,415,832 8,293,722 △122,109 

(6) 信託預り敷金及び保証金 2,052,682 2,096,243 43,561 

負  債  計 95,868,514 96,057,521 189,007 

デリバティブ取引 － － － 

デリバティブ取引計 － － － 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項 

資  産 

（1）現金及び預金、(2）信託現金及び信託預金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。 

負  債 

（1）短期借入金 

 短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。 

（2）１年内返済予定の長期借入金、（4）長期借入金 

 長期借入金のうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額と近似していると考えられること

から、当該帳簿価額によっています。ただし、金利スワップの特例処理の対象とされた変動金利による長期借入金（後記「デリバ

ティブ取引関係」をご参照ください。）及び固定金利による長期借入金の時価については、その将来キャッシュ・フローを返済期

日までの期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しています。 

（3）投資法人債 

 投資法人債については、市場価格に基づき算定しています。 

（5）預り敷金及び保証金、（6）信託預り敷金及び保証金 

 これらのうち、預り保証金及び信託預り保証金については、その将来キャッシュ・フローを返済期日までの期間及び信用リスク

を加味した利率で割り引いた現在価値により算定しています。 

 

- 203 -



デリバティブ取引 

 後記「デリバティブ取引関係」をご参照ください。 

 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりです。 

    （単位：千円） 
 

区分 
第26期 

（平成29年６月30日） 
第27期 

（平成29年12月31日） 

預り敷金及び保証金※ 9,001,216 9,075,966 

信託預り敷金及び保証金※ 13,718,168 13,560,797 

合計 22,719,385 22,636,764 

※これらのうち、預り敷金及び信託預り敷金は、市場価格がなく、かつ、賃貸借契約の期間の定めがあっても中途解約や更新・再契

約の可能性があり、実質的な預託期間を算定することができないことから、合理的な将来キャッシュ・フローを見積もることが困

難と認められるため、時価開示の対象とはしていません。 

 

（注３）金銭債権の決算日後の償還予定額 

第26期（平成29年６月30日）         （単位：千円） 
 

  １年以内 
１年超 

２年以内 
２年超 

３年以内 
３年超 

４年以内 
４年超 

５年以内 
５年超 

現金及び預金 11,800,831 － － － － － 

信託現金及び信託預金 4,031,553 － － － － － 

合計 15,832,384 － － － － － 

 

第27期（平成29年12月31日）         （単位：千円） 
 

  １年以内 
１年超 

２年以内 
２年超 

３年以内 
３年超 

４年以内 
４年超 

５年以内 
５年超 

現金及び預金 7,623,664 － － － － － 

信託現金及び信託預金 3,683,544 － － － － － 

合計 11,307,208 － － － － － 

 
（注４）借入金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額 

第26期（平成29年６月30日）         （単位：千円） 
 

  １年以内 １年超 
２年以内 

２年超 
３年以内 

３年超 
４年以内 

４年超 
５年以内 

５年超 

短期借入金 3,000,000 － － － － － 

１年内返済予定の長期借入金 15,500,000 － － － － － 

投資法人債 － － － － － 3,000,000 

長期借入金 － 4,700,000 12,000,000 8,000,000 6,500,000 33,700,000 

預り敷金及び保証金 95,295 95,295 95,295 39,706 － － 

信託預り敷金及び保証金 503,000 503,000 503,000 503,000 503,000 － 

合計 19,098,295 5,298,295 12,598,295 8,542,706 7,003,000 36,700,000 

 

第27期（平成29年12月31日）         （単位：千円） 
 

  １年以内 
１年超 

２年以内 
２年超 

３年以内 
３年超 

４年以内 
４年超 

５年以内 
５年超 

短期借入金 4,500,000 － － － － － 

１年内返済予定の長期借入金 11,700,000 － － － － － 

投資法人債 － － － － － 3,000,000 

長期借入金 － 9,000,000 9,000,000 9,500,000 5,300,000 33,400,000 

預り敷金及び保証金 95,295 95,295 87,354 － － － 

信託預り敷金及び保証金 503,000 503,000 503,000 503,000 － － 

合計 16,798,295 9,598,295 9,590,354 10,003,000 5,300,000 36,400,000 
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（有価証券関係）

第26期(平成29年６月30日)及び第27期(平成29年12月31日)において、該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

1. ヘッジ会計が適用されていないもの

第26期(平成29年６月30日)及び第27期(平成29年12月31日)において、該当事項はありません。

 

2. ヘッジ会計が適用されているもの

第26期(平成29年６月30日)

ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は、以下のとおりです。

ヘッジ会計の 
方法 

デリバティブ 
取引の種類等 

主なヘッジ対象 
契約額等 （千円） 

時価 当該時価の算定方法 
  うち１年超 

金利スワップの 

特例処理 

金利スワップ取引 

変動受取・固定支払 
長期借入金 10,300,000 9,300,000 ※ － 

※金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金

の時価に含めて記載しています。（前記「金融商品関係 ２.金融商品の時価等に関する事項」（注１）金融商品の時価の算定方法及びデリバ

ティブ取引に関する事項の負債（２）、（４）をご参照ください。） 

 

第27期(平成29年12月31日)

ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は、以下のとおりです。 

ヘッジ会計の 
方法 

デリバティブ 
取引の種類等 

主なヘッジ対象 
契約額等 （千円） 

時価 当該時価の算定方法 
  うち１年超 

金利スワップの 

特例処理 

金利スワップ取引 

変動受取・固定支払 
長期借入金 10,300,000 9,300,000 ※ － 

※金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金

の時価に含めて記載しています。（前記「金融商品関係 ２.金融商品の時価等に関する事項」（注１）金融商品の時価の算定方法及びデリバ

ティブ取引に関する事項の負債（２）、（４）をご参照ください。） 

 

（退職給付関係）

第26期(平成29年６月30日)及び第27期(平成29年12月31日)において、該当事項はありません。

 

（税効果会計関係）

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
第26期 

（平成29年６月30日） 
第27期 

（平成29年12月31日） 

繰延税金資産    

  法人事業税損金不算入額 13千円 13千円 

  繰延税金資産計 13千円 13千円 

  繰延税金資産の純額 13千円 13千円 

 

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主

要な項目別の内訳 

 
第26期 

（平成29年６月30日） 
第27期 

（平成29年12月31日） 

法定実効税率 31.74% 31.74% 

（調整）    

支払分配金の損金算入額 △31.73% △31.73% 

その他 0.01% 0.01% 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.02% 0.02% 
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（持分法損益等） 

第26期(平成29年６月30日)及び第27期(平成29年12月31日)において、該当事項はありません。 

 

（関連当事者との取引） 

1．親会社及び法人主要投資主等 

第26期(平成29年６月30日)及び第27期(平成29年12月31日)において、該当事項はありません。 

 

2．関連会社等 

第26期(平成29年６月30日)及び第27期(平成29年12月31日)において、該当事項はありません。 

 

3．兄弟会社等 

第26期(平成29年６月30日)及び第27期(平成29年12月31日)において、該当事項はありません。 

 

4．役員及び個人主要投資主等 

第26期(平成29年６月30日)及び第27期(平成29年12月31日)において、該当事項はありません。 

 

（資産除去債務関係） 

第26期(平成29年６月30日)及び第27期(平成29年12月31日)において、該当事項はありません。 

 

（賃貸等不動産関係） 

本投資法人では、主要都市その他の地域において、賃貸商業施設等(土地を含みます。)及び底地を有しています。これら

の賃貸等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりです。

      （単位：千円） 
 

   
第26期 

自 平成29年１月１日 
至 平成29年６月30日 

第27期 
自 平成29年７月１日 
至 平成29年12月31日 

貸借対照表計上額    

  期首残高 260,749,608 258,758,523 

  期中増減額 △1,991,085 2,484,911 

  期末残高 258,758,523 261,243,434 

期末時価   313,350,000 318,900,000 

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。 

（注２）前期増減額のうち主な増加額は資本的支出工事、主な減少額は減価償却によるものです。当期増減額のうち主な増加額は「スーパービ

バホーム座間店・スーパー三和座間東原店（底地）」の取得、主な減少額は減価償却によるものです。 

（注３）期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額又は調査価格を記載しています。 

 

なお、賃貸等不動産に関する損益につきましては、「損益計算書関係」に記載のとおりです。 
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（セグメント情報等） 

 

［セグメント情報］

本投資法人は、不動産賃貸事業の単一セグメントであるため、記載を省略しています。

 

［関連情報］

 

第26期（自 平成29年１月１日 至 平成29年６月30日）

1.製品及びサービスごとの情報

 単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90%を超えるため、記載を省

略しています。

 

2.地域ごとの情報

（1）営業収益

 本邦の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90%を超えるため、記載を省略しています。

（2）有形固定資産

 本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90%を超えるため、記載を

省略しています。

 

3.主要な顧客ごとの情報

顧客の名称 営業収益（千円） 関連するセグメント名 

三井不動産株式会社 3,093,970 不動産賃貸事業 

イオンリテール株式会社 2,406,189 不動産賃貸事業 

 

第27期（自 平成29年７月１日 至 平成29年12月31日）

1.製品及びサービスごとの情報

 単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90%を超えるため、記載を省

略しています。

 

2.地域ごとの情報

（1）営業収益

 本邦の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90%を超えるため、記載を省略しています。

（2）有形固定資産

 本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90%を超えるため、記載を

省略しています。

 

3.主要な顧客ごとの情報

顧客の名称 営業収益（千円） 関連するセグメント名 

三井不動産株式会社 3,088,184 不動産賃貸事業 

イオンリテール株式会社 2,408,389 不動産賃貸事業 
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（投資口１口当たり情報）

 
第26期 

自 平成29年１月１日 
至 平成29年６月30日 

第27期 
自 平成29年７月１日 
至 平成29年12月31日 

１口当たり純資産額 305,948円 306,072円 

１口当たり当期純利益 10,021円 10,146円 

（注１）１口当たり当期純利益は、当期純利益を期間の日数による加重平均投資口数で除することにより算出しています。潜在投資口調整後１

口当たり当期純利益については、潜在投資口がないため記載していません。 

（注２）１口当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

 
第26期 

自 平成29年１月１日 
至 平成29年６月30日 

第27期 
自 平成29年７月１日 
至 平成29年12月31日 

当期純利益 （千円） 4,970,910 5,032,425 

普通投資主に帰属しない金額 （千円） － － 

普通投資口に係る当期純利益 （千円） 4,970,910 5,032,425 

期中平均投資口数 （口） 496,000 496,000 

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。
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（７）【附属明細表】

① 有価証券明細表

 

（イ）株式

 該当事項はありません。

 

（ロ）株式以外の有価証券

 該当事項はありません。

 

② デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表

        （単位：千円） 
 

区分 種類 
契約額等 （注１） 

時価（注２） 
  うち１年超 

市場取引以外の取引 
金利スワップ取引 

変動受取・固定支払 
10,300,000 9,300,000 － 

合計   10,300,000 9,300,000 － 

（注１）金利スワップ取引の契約額等は、想定元本に基づいて記載しています。 

（注２）金融商品会計基準上の特例処理の要件を満たしているため、時価の記載を省略しています。 

 

③ 不動産等明細表のうち総括表

            （単位：千円） 
 

資産の種類 
当期首 
残 高 

当 期 
増加額 

当 期 
減少額 

当期末 
残 高 

減価償却 累計額 
差 引 
当期末 
残 高 

摘 要 
又は償却 
累計額 

当 期 
償却額 

流動資産 － － － － － － － － 

  建物（その附属設備を含む） 55,775,870 13,902 - 55,789,773 18,801,923 1,021,878 36,987,849 (注) 

  構築物 1,128,567 - - 1,128,567 770,207 35,409 358,359  

  工具、器具及び備品 59,712 1,122 - 60,834 30,371 3,060 30,463 (注) 

有 

形 

固 

定 

資 

産 

土地 72,924,783 - - 72,924,783 - - 72,924,783  

不動産 小計 129,888,933 15,024 - 129,903,958 19,602,501 1,060,348 110,301,456  

信託建物（その附属設備を含む） 50,028,057 140,155 - 50,168,212 17,572,992 950,369 32,595,220 (注) 

信託構築物 844,607 - - 844,607 485,129 24,103 359,478  

信託機械及び装置 669,558 11,183 - 680,741 480,143 33,038 200,598 (注) 

信託工具、器具及び備品 67,598 5,020 - 72,619 30,934 4,529 41,684 (注) 

  信託土地 113,359,080 4,385,916 - 117,744,997 - - 117,744,997 (注) 

  信託建設仮勘定 12,033 - - 12,033 - - 12,033  

  信託不動産 小計 164,980,935 4,542,275 - 169,523,210 18,569,199 1,012,040 150,954,011  

  合計 294,869,869 4,557,300 - 299,427,169 38,171,701 2,072,388 261,255,468  

無形固定資産 - - - - - - - - 

総計 294,869,869 4,557,300 - 299,427,169 38,171,701 2,072,388 261,255,468  

（注）当期増加額の主な内容は、スーパービバホーム座間店・スーパー三和座間東原店（底地）の取得に係るものです。 
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④ その他特定資産の明細表

  該当事項はありません。

 

⑤ 投資法人債明細表

                （単位：千円） 
 

銘柄 発行年月日 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 利率 償還期限 使途 担保 

第２回無担保 

投資法人債 

平成28年 

11月25日 
3,000,000 － － 3,000,000 0.708％ 平成43年11月25日 （注） 無担保 

合計 － 3,000,000 － － 3,000,000 － － － － 

（注）資金使途は、短期借入金の返済です。 

 

⑥ 借入金明細表

 

                  （単位：千円） 
 
  区    分 

当期首 
残高 

当期 
増加額 

当期 
減少額 

当期末 
残高 

平均利率 
（注１） 返済期限 使途 摘要 

  借 入 先 

短 
期 
借 
入 
金 

株式会社 

みずほ銀行 

 2,000,000  －  2,000,000  － 0.06000% 平成29年７月19日 (注２) 無担保・無保証 

 －  1,000,000  1,000,000  － 0.04636% 平成29年７月19日 (注２) 無担保・無保証 

 －  3,000,000  3,000,000  － 0.06000% 平成29年８月21日 (注２) 無担保・無保証 

 －  3,500,000  3,500,000  － 0.06000% 平成29年９月19日 (注２) 無担保・無保証 

 －  3,500,000  3,500,000  － 0.06000% 平成29年10月19日 (注２) 無担保・無保証 

 －  3,500,000  3,500,000  － 0.07364% 平成29年11月20日 (注２) 無担保・無保証 

 －  3,500,000  3,500,000 － 0.07364% 平成29年12月19日 (注２) 無担保・無保証 

－ 3,500,000 － 3,500,000 0.07545% 平成30年１月19日 (注２) 無担保・無保証 

株式会社七十七銀行 

 1,000,000  －  1,000,000  － 0.06000% 平成29年７月19日 (注２) 無担保・無保証 

 －  1,000,000  1,000,000  － 0.06000% 平成29年８月21日 (注２) 無担保・無保証 

 －  1,000,000  1,000,000  － 0.06000% 平成29年９月19日 (注２) 無担保・無保証 

 －  1,000,000  1,000,000  － 0.06000% 平成29年10月19日 (注２) 無担保・無保証 

 －  1,000,000  1,000,000  － 0.07364% 平成29年11月20日 (注２) 無担保・無保証 

 －  1,000,000  1,000,000  － 0.07364% 平成29年12月19日 (注２) 無担保・無保証 

 －  1,000,000  －  1,000,000 0.07545% 平成30年１月19日 (注２) 無担保・無保証 

株式会社福岡銀行 

－ 1,000,000  1,000,000  － 0.06000% 平成29年９月19日 (注２) 無担保・無保証 

－  1,000,000  1,000,000  － 0.06000% 平成29年10月19日 (注２) 無担保・無保証 

－  1,000,000  1,000,000  － 0.07364% 平成29年11月20日 (注２) 無担保・無保証 

－ 1,000,000 1,000,000 － 0.07364% 平成29年12月19日 (注２) 無担保・無保証 

小 計  3,000,000  31,500,000  30,000,000  4,500,000 － － － － 

長

期

借

入

金 

株式会社 

三井住友銀行 

 2,000,000  －  －  2,000,000 1.27750% 平成30年６月20日 (注２) 無担保・無保証 

 3,000,000  －  －  3,000,000 1.16875% 平成32年２月20日 (注２) 無担保・無保証 

 1,000,000  －  －  1,000,000 1.01125% 平成32年８月20日 (注２) 無担保・無保証 

 1,500,000  －  －  1,500,000 0.60848% 平成32年11月19日 (注２) 無担保・無保証 

 3,000,000  －  －  3,000,000 1.15625% 平成35年２月１日 (注３) 無担保・無保証 

 1,000,000  －  1,000,000 － 0.28125% 平成29年８月29日 (注２) 無担保・無保証 

 2,000,000  －  －  2,000,000 0.27500% 平成31年７月２日 (注２) 無担保・無保証 

2,000,000 －  －  2,000,000 0.16830% 平成33年６月21日 (注２) 無担保・無保証 

 －  1,000,000  －  1,000,000 0.13830% 平成33年８月30日 (注２) 無担保・無保証 

三井住友信託銀行 

株式会社 

 2,200,000  －  －  2,200,000 1.04125% 平成30年12月14日 (注２) 無担保・無保証 

 2,000,000  －  －  2,000,000 0.30874% 平成33年11月30日 (注２) 無担保・無保証 

 1,500,000  －  －  1,500,000 0.27500% 平成31年７月２日 (注２) 無担保・無保証 
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  区    分 

当期首 
残高 

当期 
増加額 

当期 
減少額 

当期末 
残高 

平均利率 
（注１） 返済期限 使途 摘要 

  借 入 先 

長 
期 
借 
入 
金 

株式会社 

三菱東京UFJ銀行 

 1,000,000  －  －  1,000,000 1.28625% 平成31年８月19日 (注２) 無担保・無保証 

 1,500,000  －  －  1,500,000 0.99000% 平成31年２月22日 (注３) 無担保・無保証 

 1,000,000  －  －  1,000,000 0.47125% 平成30年２月１日 (注３) 無担保・無保証 

三菱UFJ信託銀行 

株式会社 

 1,500,000  －  1,500,000  － 1.74007% 平成29年８月21日 (注２) 無担保・無保証 

 2,000,000  －  －  2,000,000 1.27750% 平成30年６月20日 (注２) 無担保・無保証 

 2,500,000  －  －  2,500,000 0.82000% 平成33年２月１日 (注３) 無担保・無保証 

 2,000,000  －  －  2,000,000 0.68500% 平成37年２月19日 (注２) 無担保・無保証 

 1,500,000  －  －  1,500,000 0.54400% 平成36年３月４日 (注３) 無担保・無保証 

 1,500,000  －  －  1,500,000 0.62000% 平成37年３月３日 (注３) 無担保・無保証 

 1,000,000  －  －  1,000,000 
0.88600% 

(注４) 
平成39年７月２日 (注２) 無担保・無保証 

 1,000,000  －  －  1,000,000 
0.46130% 

(注５) 
平成40年３月９日 (注６) 無担保・無保証 

株式会社 

みずほ銀行 

 1,500,000  －  1,500,000  － 1.61580% 平成29年７月19日 (注２) 無担保・無保証 

 1,500,000  －  －  1,500,000 1.30750% 平成30年５月21日 (注２) 無担保・無保証 

 1,500,000  －  －  1,500,000 0.90500% 平成34年３月15日 (注２) 無担保・無保証 

 1,300,000  －  －  1,300,000 
0.59750% 

(注４) 
平成34年７月19日 (注２) 無担保・無保証 

－ 1,500,000 － 1,500,000 0.21076% 平成34年１月19日 (注２) 無担保・無保証 

株式会社群馬銀行  1,000,000  －  －  1,000,000 
0.27100% 

(注４) 
平成32年12月16日 (注２) 無担保・無保証 

株式会社 

日本政策投資銀行 

 1,000,000  － 1,000,000 － 1.58375% 平成29年７月３日 (注３) 無担保・無保証 

 2,000,000  －  －  2,000,000 1.20875% 平成35年８月21日 (注２) 無担保・無保証 

 1,500,000  －  －  1,500,000 1.17000% 平成37年５月19日 (注２) 無担保・無保証 

 2,000,000  －  －  2,000,000 0.35880% 平成39年３月９日 (注６) 無担保・無保証 

 1,000,000  －  －  1,000,000 0.37190% 平成39年７月20日 (注２) 無担保・無保証 

 4,000,000  －  －  4,000,000 0.33415% 平成40年２月９日 (注３) 無担保・無保証 

農林中央金庫 

 2,000,000  －  －  2,000,000 0.77250% 平成31年７月18日 (注２) 無担保・無保証 

 1,000,000  －  －  1,000,000 
0.08890% 

(注４) 
平成30年１月23日 (注２) 無担保・無保証 

 1,000,000  －  －  1,000,000 
0.33300% 

(注４) 
平成35年１月23日 (注２) 無担保・無保証 

株式会社八十二銀行  1,000,000  －  －  1,000,000 
0.25190% 

(注４) 
平成34年５月19日 (注２) 無担保・無保証 

株式会社山口銀行 
 1,000,000  －  －  1,000,000 0.81125% 平成36年８月19日 (注２) 無担保・無保証 

1,000,000  －  －  1,000,000 0.56000% 平成41年６月19日 (注２) 無担保・無保証 

株式会社りそな銀行 

 1,000,000  －  －  1,000,000 1.20673% 平成30年２月５日 (注２) 無担保・無保証 

 1,000,000  －  －  1,000,000 
0.46490% 

(注４) 
平成36年３月４日 (注３) 無担保・無保証 

株式会社広島銀行  1,000,000  －  －  1,000,000 
0.40250% 

(注４) 
平成33年11月25日 (注２) 無担保・無保証 

株式会社福岡銀行 

 1,000,000  －  －  1,000,000 0.47125% 平成30年２月１日 (注３) 無担保・無保証 

 1,000,000  －  －  1,000,000 0.33500% 平成38年11月24日 (注２) 無担保・無保証 

2,000,000  － －  2,000,000 0.42500% 平成39年２月24日 (注２) 無担保・無保証 

みずほ信託銀行 

株式会社 

 2,500,000  －  －  2,500,000 0.69000% 平成32年２月３日 (注３) 無担保・無保証 

 1,900,000  －  －  1,900,000 0.15380% 平成36年３月11日 (注７) 無担保・無保証 

株式会社第四銀行 

 1,000,000  － 1,000,000 － 0.49875% 平成29年８月１日 (注２) 無担保・無保証 

 1,000,000  －  －  1,000,000 
0.04805% 

(注４) 
平成35年２月10日 (注３) 無担保・無保証 

－ 1,000,000 － 1,000,000 0.29785% 平成37年２月19日 (注２) 無担保・無保証 

株式会社武蔵野銀行  1,000,000  －  －  1,000,000 0.45333% 平成31年５月27日 (注３) 無担保・無保証 

株式会社伊予銀行 
 1,000,000  －  －  1,000,000 

0.61150% 

(注４) 
平成37年５月14日 (注３) 無担保・無保証 

 1,000,000  －  －  1,000,000 0.09000% 平成33年11月22日 (注２) 無担保・無保証 

株式会社七十七銀行  1,000,000  －  －  1,000,000 0.41130% 平成38年12月22日 (注２) 無担保・無保証 

小 計  80,400,000  3,500,000  6,000,000  77,900,000 － － － － 

  合 計  83,400,000  35,000,000  36,000,000  82,400,000 － － － － 
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（注１）「平均利率」は借入先金融機関毎の借入利率を、小数第６位で四捨五入して記載しています。 

（注２）資金使途は既存の借入金の借換えです。 

（注３）資金使途は不動産等の購入です。 

（注４）金利変動リスクを回避する目的で金利を実質固定化する金利スワップ取引を行っており、金利スワップ契約締結時の利率を記載してい

ます。 

（注５）平成28年５月９日から平成40年３月９日まで適用される利率を記載しています。 

（注６）資金使途は投資法人債の償還です。 

（注７）資金使途は不動産等の購入及び投資法人債の償還です。 

（注８）長期借入金（１年以内に返済予定のものを除きます。）の貸借対照表日後５年以内における１年ごとの返済予定額の総額は以下のとお

りです。 

 

        （単位：千円） 
 

  １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 

長期借入金 9,000,000  9,000,000  9,500,000  5,300,000 
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２【投資法人の現況】

【純資産額計算書】

  （平成29年12月31日現在）

Ⅰ 資産総額 272,792,061千円

Ⅱ 負債総額 120,980,129千円

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 151,811,931千円

Ⅳ 発行済数量 496,000口

Ⅴ １単位当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 306,072円
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第６【販売及び買戻しの実績】

計算期間 販売日 販売口数 買戻し口数 発行済口数

第22期

（自 平成27年１月１日

至 平成27年６月30日）

該当事項はありません。

第23期

（自 平成27年７月１日

至 平成27年12月31日）

該当事項はありません。

第24期

（自 平成28年１月１日

至 平成28年６月30日）

該当事項はありません。

第25期

（自 平成28年７月１日

至 平成28年12月31日）

該当事項はありません。

第26期

（自 平成29年１月１日

至 平成29年６月30日）

該当事項はありません。

第27期

（自 平成29年７月１日

至 平成29年12月31日）

該当事項はありません。

（注）本投資法人による投資口の払戻しの実績はありません。 

 

第７【参考情報】
 

 第27期計算期間中、以下の書類を関東財務局長に提出しています。 

 

平成29年９月27日  有価証券報告書（第26期：計算期間 自平成29年１月１日 至平成29年６月30日）
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独立監査人の監査報告書 

 

    平成３０年３月２２日

フロンティア不動産投資法人    

  役員会 御 中    

 

  新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
公認会計士 岸     洋  平  印 

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
公認会計士 安  部  里  史  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「投資法

人の経理状況」に掲げられているフロンティア不動産投資法人の平成２９年７月１日から平成２９年

１２月３１日までの第２７期計算期間の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、投資主資本等

変動計算書、金銭の分配に係る計算書、キャッシュ・フロー計算書、注記表及び附属明細表について監

査を行った。 

 

財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作

成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合

理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

 監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監

査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に

基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための

ものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する

ために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用

した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することが含まれる。 

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、フロンティア不動産投資法人の平成２９年１２月３１日現在の財産の状態並びに同日をもって

終了する計算期間の損益及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

 

利害関係 

 投資法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。 

 

以 上

 

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は本投資法人が別途保管し

ております。 

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。 
 


